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古典力学における軌跡と確率――Elle m’a suivie ça et la 

齋藤行正 1、中本正一朗 2 

1元大阪市立大学理学部, 2 沖縄高専機械システム工学科 

連絡先：中本正一朗 名護市辺野古 905 沖縄高専機械システム工学科 E-mail: sn@okinawa-ct.ac.jp 

要旨

ブラウン運動をする不規則な場が与えられたとする。この空間内の点 X0 を時刻 t0 に出発する粒子

の経路を時刻 t1 から t2 まで観測したとき、時空座標上における粒子の可能な軌跡は確率論では見本

関数と呼ばれる。見本関数が時空間で連続であることを保証するためには、現実世界において観測を

実施する時刻 t に場所 x=a で粒子を発見する確率がこの粒子の推移確率密度関数     

tπ
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の 2 倍でなければならない。ただし積分の下限は x=a で積分の上限は x=∞である。このことは推移

確率密度関数（すなわち拡散方程式の解は示す汚染物質濃度）は観測時刻 t で x=a に存在する汚染物

質濃度の半分であることを意味する。

キーワード：拡散方程式、環境汚染、時空座標の鏡像、確率過程、古典力学

１．古典力学における粒子の軌跡と物質の濃度 

ニュートンの力学は観測対象の軌跡を決める決定論的な法則です。環境問題や気候変化の問題ではニュ

ートンの運動の法則のほかに有限の空間内に存在する媒質の濃度を数量化しなければなりません（注１）。

たとえば、空間（内の位置）の基準を汚染物質の排出源とみなし、単位時間あたりに放出される汚染物質

の質量を指定したとき、任意の時間に任意の場所での汚染物質濃度が拡散方程式で表現されるとします。

ここでは位置と時間は独立変数とみなし、数学表現上で偏微分を定義します。こうして時空間で連続であ

り滑らかな（微分可能な）軌跡を描く拡散方程式の解が得られます（注２）。

拡散方程式はブラウン運動を行う花粉の微粒子のジグザグ運動をアインシュタインが数学方程式のかたち

に模型化したとされます(江沢洋,1979)。ブラウン運動は水を吸った花粉の袋から飛び出した微粒子に分子

運動をする水粒子が不規則に衝突するために、花粉の微粒子が走り出しては止まり、また走り出しては止

まる運動を確率過程として数学模型化したものです。花粉の微粒子の不規則運動の軌跡はコインを投げて

歩行を決める泥酔者の歩みを表現するベルヌーイ試行と同じ数学表現形式を採用し、さらに 2 つの仮定を

付け加えます。
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まず毎回の空間移動距離がコインを投げる時間間隔の平方根に比例すること（これはアインシュタインの

関係式と呼ばれています）を仮定します。「アインシュタインがこの仮定をどのような根拠に求めたか？」

は科学史の課題です。2 つ目の仮定はコイン投げの試行が無限回続けられるという仮定です。これら 2 つ

の制約条件を仮定すれば、あとは数学演算をおこなうだけで、いわゆる正規型確率密度関数（Gaussian 

Probability Density Function）が導かれます（注３）。汚染物質の排出源で排出される汚染物質の質量が

指定されている場合、この質量のうちの何パーセントが任意の時空領域に存在するかを決めるのが確率密

度関数です。すなわち、濃度とは指定された時空領域に存在する粒子の存在確率です。したがって、正規

型確率密度関数は時間の経過が無限に小さくても無限の遠方に粒子を発見することを許すのです。

しかし、現実には無限時間にわたってコインを投げることはできませんし、われわれは無限の遠方で粒子

を観測したりは致しません。また現実世界では瞬間のうちに粒子が無限の遠方に移動することはありませ

ん。したがって、観測データの数値を使って拡散方程式のパラメータを決める時には注意が必要です。そ

のためには拡散方程式を導くときに用いた２つの仮定をわれわれが如何にして保証するかを問わなければ

なりません。

まずあなたが観測した現象がアインシュタインの関係式を満足するかどうかということを疑ってみます。

アインシュタインの関係式はあなたが観測する時刻ごとに粒子がどれだけ移動するかを表します。このこ

とはあなたが観測する実体が時空間でどのように振舞うことを表現しているのでしょうか？つまり、アイ

ンシュタインの関係式とはあなたが実体の固有時間にあわせて観測をするのではなく、あなたが観測する

時刻に合わせて観測対象の粒子自身が「あれかこれか？」を選択していると仮定する 2 項過程（ベルヌー

イ過程）の必然的帰結なのです。すなわち、あなたが「コインの裏か表か？」を決める数学模型を設定し

たことによる当然の帰結です。

さて我々はアインシュタインの数学模型が現実の拡散粒子の軌跡をどこまで正しくマネできているかを問

うています。そのためには横軸に経過時間 t をとり縦軸に移動距離 X をとります（図１）。これが古典力学

における時空座標上の軌跡という実体論的な意味をわれわれに保証します。ちょうど特殊相対論において

光速度を超えないという条件に相当するのがすでに述べたブラウン運動過程における時間刻みと移動距離

の関係（いわゆるアインシュタインの関係）に相当します。ここで正規型確率密度関数の指数の肩が経過

時間の 1 乗と移動距離の 2 乗になっていることに注意してください。このことは時空点(t,x)とそれを空間

反転させた時空点(t,－x)での確率密度関数が同じであることを示しています。ここで大文字 X は確率変数、

小文字 x はその実現値(realization)です。つまり確率密度関数という数学表現は、時空点(t,x)での粒子の

存在確率と(t,－x)での存在確率を同時に表現しているように見えます。もしわれわれが個々の粒子に目印

を付けてその粒子の軌跡を追いかけると考えれば、これが実現値(realization)です。実現値の集合は見本関

数(sample function)ともよばれます(Milton and Arnold,1986)。したがって見本関数は、時空点において
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目印を付けた粒子の軌跡を追いかける場合に相当するから、目印を付けた粒子は同じ時間に 2 つの空間を

占拠できません。つまり目印を付けた粒子の軌跡には常に影のような相棒の軌跡が付きまとうのです（Elle 

m’a suivie ça et la）。これがここで議論するときに注目すべき第１点です。もうひとつ注目すべき点は

目印をつけた粒子の過去の履歴は問われないから、影のような相棒の過去の軌跡も問われないということ

です。すなわちわれわれが目印をつけた粒子の観測を開始するに至るまでの粒子に関する時空間の情報（つ

まり粒子の軌跡）を何も持たないで議論して良いことをわれわれに保証しているのです。

2. 観測された粒子の軌跡の微分不可能性と確率概念の意味するもの

ここで拡散方程式を導くときに用いた酔歩模型を思い出してみます。酔歩過程では現在の位置から将来

の位置を決めます。これはチャップマン・コルモゴロフの関係式と呼ばれることがあります（コルモゴロ

フ、ジュルベンコ、プロボロフ, 2003）。酔歩過程では時間刻みが１単位分だけ必要であるというのです

から、過去においてどのような軌跡を描いたかは問われないのです。過去の軌跡の記録がなくてもいいの

ですが、しかしわれわれが観測する粒子の軌跡が時空間で連続であることは保証されなければなりません

（注４）。

いま、時刻 t＝t0=0 で汚染物質が排出源から排出されたとします。われわれは時刻 t=t1 において初めてこ

の粒子を位置 X(t1)=a に観測したとします。観測期間は t1＜t ＜t2 とします。このとき、時空点(t,x）で観

測された粒子に対応する濃度と同じ数値の濃度を別の時空点(t,X＊）に対応させておきます。これらの粒子

たちが自分自身の初期位置 X(t1)=a を記憶しているとすると、X(t1)＊は時空座標上で直線 X(t1)=a を対象軸

とする X(t1)の時空間平面における鏡像です。すなわち、拡散方程式の解はこれら２つの確率密度関数 X(t1) 

と X(t1)＊の存在を保証していますから、われわれが粒子を観測する時空間(t,X）と(t,X＊）における粒子の

情報は実現可能な見本関数(Realizable sample function, or Realization)です。これら 2 つの見本関数は現

実世界において我々が観測を始まるまでの間（すなわち t0＜t ＜t1）の自分たちの時空情報（すなわち軌跡）

を忘れてしまっています。なぜなら、観測が開始されるまでの軌跡を記憶しておくことは酔歩過程に要請

されていないからです。ところが観測期間 t1＜t ＜t2 での見本関数のいずれも、t= t0=0 で絶対座標の原点

X(t0)=0 を出発し t =t1 で位置座標 X(t1)=a に到達し観測が終わる時刻 t＝t2 までの軌跡の連続を保証しなけ

ればなりません。観測された粒子の軌跡も、影のように付きまとう粒子の軌跡も、原点を出発した時刻か

ら観測が始まった時刻までの自分の軌跡を覚えていないのに、原点から今の位置までは両方の粒子の軌跡

を実存することだけは前提としなければならないのです（注 5 ）。これが確率論における見本関数が連続

であることの意味です。すなわち、過去の時刻から観測を行った時刻までの軌跡が揃って初めて、酔歩過

程からの見本関数の存在が保証されるのです。つまり、物理過程では時間の矢を正方向に取ることに対応

しているのです。
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3．我々が観測する現実の世界をわれわれはどう理解するか 

物理現象としてのブラウン運動は 1827 年にイギリスの植物学者ブラウンによって発見されました

（注 5）。現実の観測データの数値は有限時間内に有限の距離において実施された結果です。この数値

を無限小時間に無限距離まで拡散することを許すのが拡散方程式です。

現実世界でわれわれが観測する粒子の軌跡（見本関数）が軌跡 X(t)です（Milton and Arnold, 1986）。
拡散方程式の解が許す 2 種の軌跡は汚染物質粒子の出発点すなわち絶対座標の時間と空間の原点 X0＝

X(0)=0 から出発します。したがって、粒子が出発する絶対座標の時間と空間の原点が X(0)=0 であると

いう制限条件のもとで、観測開始時の粒子の位置 X=a から観測終了時刻 t=T における粒子の位置まで

時空間を推移する確率分布関数は、同じ観測期間から求められる見本関数を表現する解の 2 倍になり

ます(注 6)。つまり 
（４） p[x,t|X0＝0]  =  2∫[1/4πKt ] exp[－X 2 /(4Kt) ]dX

です。右辺の積分は X(t1)=a から max[X(t): t1<t<t2]まで行います。これは粒子が原点を出発する絶対

時間が確定するという制限条件と、現実に観測される軌跡の確率密度関数に対して、それと同じ確率

をもつ鏡像過程が必ず付随することに基づいています。

このことは実在する汚染物質粒子が汚染源から出発して時空座標上で微分不可能な軌跡を描くこと、

しかしその軌跡は連続であるという制限条件から来る必然の帰結です。（４）の右辺の積分は観測期間

t1 ＜t ＜t2の観測データを用いて求められた見本関数について、X(t1)>a を満足するあらゆる実現可能

で独立な見本関数を足し合わせることを表現しています。つまり時空座標上で初期観測と最終観測の 2
つの事象のみで完全に表現されるとする確率論理の思想と、実在する汚染物質粒子が汚染源を出発し

てからわれわれに観測されるまでの間の軌跡が時空間で連続であるという古典力学の実体論の思想を

同時に表現したものが（４）です。

現実の拡散実験や過去の大気汚染訴訟などにおいては、観測された汚染物質濃度は我々が設定した拡

散方程式を満足する正規分布型の解よりも高い濃度を示すことがたびたびあります（Ichiye and 
Nakamoto,1981;Nakamoto et al., 1993）。このように高い濃度の観測値は普通は観測の誤差であると

か、なんらかの異常データであると解釈されて、このデータは捨てられることがあります。しかし、

拡散方程式の中に埋め込まれている拡散係数（という人為的なパラメータ）の実体論的な意味を考察

するとき、拡散粒子の不規則運動の軌跡から無限回のベルヌーイ試行としての模型を提案したアイン

シュタインの着想に思いを馳せることが必要です。そのことにより、アインシュタインの数学模型の

有効性と限界が明確に認識されることに気がつきます。すなわち観測された実体粒子の軌跡を時空間

でいわば“確率論的に均したもの”が上の（４）です。
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観測された汚染物質濃度が拡散方程式の解から推定される汚染物質濃度よりも低いという問題点は久

しく指摘されてきました。観測されたデータは、実存する汚染物質粒子の時空間での実現値であるこ

と、したがって、推移確率密度関数は観測することにより実現された見本関数の他に、影のように付

きまとう鏡像の推移確率密度関数をも表現しなければならないことをわれわれが理解すれば、この問

題（すなわち、古典力学における軌跡と確率の解釈における実体的な測定値と理論から結論される認

識の困難）は、避けることができます。
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附録

注 1：海洋や大気の大循環モデルの基礎はニュートンの運動の第２法則と熱力学の方程式という異なる数学論理をつなぎあわせてい

る。前者は質点の位置と運動を確定した軌跡が存在することを仮定した実体論的な論理であるが、後者は確率論的な論理である。つ

まり、海洋や大気の軌跡は流体粒子の運動方程式で表現され、運動方程式に書きこまれている流体粒子の質量はその粒子に含まれる

媒質の関数である（たとえば海水の密度は海水粒子の塩分や温度の関数である）。前者（粒子の軌跡）を決めるには媒質濃度という

パラメータが必要であり、後者（媒質濃度）を決めるには媒質粒子の軌跡が必要である。前者と後者は媒質の密度というパラメータ

を決めてないのである。（つまり前者と後者がおたがいにパラメータを相手側になすりつけているのである。）人為的なパラメータを

含む理論が世の中に存在しても構わないが、パラメータを決められないままでこの２つ（前者と後者）を組み合わせたものは将来の

気候を予測する究極の予測理論体系にはならないのである。流体粒子の運動は流体粒子（海水）の中の媒質（塩分）の濃度によって

きめられ、媒質の濃度は流体粒子の運動にもとづく拡散係数によって決められる。換言すると前者の法則（ニュートンの運動の第２

法則）の中のパラメータとしてはいりこんでいる海水の密度ρは実は流体粒子が不規則な運動を行うための確率過程として表現され

ているのである。

注 2：実在する粒子の軌跡は微分不可能である。 

注 3：初期時刻 t0における粒子の位置を X0=X(t0)=0 としたとき、時刻 t+t0 = t+0 で位置 X(t+t0) = x に粒子を観測する確率（条件付

き確率）を p(x,t|x0)と書こう。アインシュタインは p(x,t|x0)が偏微分方程式 

①
22 // xpKtp ∂∂=∂∂

を満足しなければならないことを示した。しかし、この偏微分方程式の解

②
)(4

1)|,(
0

0
ttK

xtxP
−

=
π 







 −−
t4
)(exp

2
0

ΔπK
xx

は個々の粒子の軌跡を与えない。(2)は時刻 t+t0において我々が粒子を有限区間 

③ a＜（x－x0）＜b 

に観測する確率密度を与える関数(Probability Density Function, PDF)である。ここで②式は天下り式に書かれている確率統計学の
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教科書が多いが、この式を導いてみると軌跡の実現値と確率密度関数の概念がよくわかるから、煩雑をいとわずにここで②を導いて

おこう。

いま、雨が降るか降らないかという 2 つの選択肢しか与えられていない問題、つまり敵か味方か？Yes か No か？を答えなければ

ならないような 2 者択一の問題をかんがえよう。このような 2 者択一の問題は数学では Bernoulli 試行とよばれ,このような事例

（events）の分布は 2 項分布 

④ B(n,r)=nCr・pr ・(1－p)n-rにより表現される。

ここで雨が降る確率を p としてある。 

さて、雨がほとんど降らないということは数学式では p<<1 と表現される。ここで雨がほとんど降らないというこの条件を用いて 2

項分布④を書き換えることにより降雨の確率分布を表現するのである。まず r=0 としてみよう。 

B(n,0)=nC0・p0 ・(1－p)n-0＝(1－p)n 

条件 p<<1 を使いたいが、観測回数 n を無限におおきくしても p が小さいことを表すために np=m なる有限値 m を導入すると n→

∞のとき

B(n,0)＝(1－m/n)n →exp [-m] 

と書かれる。これは B(n,0)の対数をマクローリン展開することを利用する。つまり n→∞とすると 

log B(n,0)＝log(1－m/n)n  = n log(1－m/n)= 

=n[(－m/n)－(－m/n)2/2+(－m/n)3/3－(－m/n)4/4+・・・＋(－1)j-1 (m/n)n /j+・・・] 

=(－m)－n(－m/n)2/2+n(－m/n)3/3－n(－m/n)4/4+・・・＋n(－1)j-1 (m/n)n /j +・・・] →(－m) 

に漸近するから、これは指数関数を使うと B(n,0)→exp [-m] 

と表現されるのである。次に r=1 のときは 

B(n,1)=nC1・p1・(1－p)n-1 =n!/[1! (n-1)!] p・(1－p)n-1 =n p・(1－p)n-1 = 

= np・(1－p)n-1・(1－p) /(1－p) = [np/(1-p)]・(1－p)n = 

= [np/(1-p)]・B(n,0)=[m/(1－m/n)]・B(n,0) 

とかかれる。ここで n→∞とすると B(n,1) → m・B(n,0)=m・exp [-m]を得る。 

r=2 とすると 

B(n,2)=nC2・p2・(1－p)n-2 =n!/[2! (n-2)!] p2・(1－p)n-2 = 

= [n(n-1)/2] p2・(1－p)n-2 /[ (1－p)2 /(1－p)2]= 

= [n(n-1)/2] p2・(1－p)n /(1－p)2= 

= [n(n-1)/2](m/n)2・B(n,0)/(1－m/n)2 

ここで n→∞とすると B(n,2) →m2/2!・B(n,0)= m2/2!・exp [-m] 

を得る。すると一般の場合に対して B(n,r) →m2/r!・B(n,0)= m2/r!・exp [-m]となることが予想される。厳密な証明は数学的帰納法

を用いてなされる。

さて、1 次元の酔歩過程を数学模型化する場合、コインを n 回投げてコインの表が r 回出る確率 B(n,r) を求めるベルヌーイ試行が

用いられる。ベルヌーイ試行で新しい変数  m＝2r－n を導入すると古い変数 r の代わりに新しい変数 m を用いて泥酔者の位置 a

が a=m(2Kτ)0.5とかかれ、これは m=a/((2Kτ)0.5～1/((τ)0.5 >>１を意味するから m は大きな値である。ところが n/m~((τ)0.5/Δt

＜＜１であるから m は n に比べると小さいのである。アインシュタインが Bernoulli 試行の回数 n を無限回とすることの実体論的
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な保証はこれである。すなわち観測者のマクロな時間間隔Δt がブラウン粒子のミクロな素時間に比べてものすごく大きいというブ

ラウンの観測事実こそがスターリングの公式の使用をアインシュタインに許したのである。こうして Bernoulli 試行を表す式④は

B(n,m)= 2/(2πn)0.5 [1+m/n]－(n+m)/2 [1－m/n]－(n－m)/2  [1－(m/n)2]－0.5  

と書かれる。ここで m/n が微小量であることから対数の概念と対数関数のマクローリン展開公式をもちいると 

B(n,m)= 2/(2πn)0.5 [1+m/n]－(n+m+1)/2 [1－m/n]－(n－m+1)/2 = 

= 2/(2πn)0.5・[1+m/n]－n(1+m/n)/2・[1－m/n]－n(1－m/n)/2・[1－(m/n)2]（－1/2） 

logB(n,m)=log2/(2πn)0.5－(n+m)/2・log[1+m/n]－(n－m)/2・log[1－m/n]  

－log[1－(m/n)2]（－1/2）  

を得る。ここでマクローリン展開を行い、(m/n)2は(m/n)に比べて小さいから 

logB(n,m)=log2/(2πn)0.5－n(1+m/n)/2・[m/n]－n(1－m/n)/2・[－m/n]＝ 

= log2/(2πn)0.5－n(1+m/n)/2・[m/n]－n(1－m/n)/2・[－m/n]＝  

= log2/(2πn)0.5－m(1+m/n)/2+m(1－m/n)/2＝  

= log2/(2πn)0.5－m(m/n)/2+m(－m/n)/2＝ 

= log2/(2πn)0.5－(m2/n) 

とかかれる。すなわち log B(n,r)－log2/(2πn)0.5＝－(m2/n) 

または

][
2
2),(log /

n
rnB

π 






 −
=

n
m2

となる。これを指数関数で表現すると

n
rnB

π2
2),( = 







 −
n
m2

exp

となる。ここで m=a/(2πKΔt )0.5 , n=Δt/τであるから上式は 

n
rnB

π2
2),( = 







 −
ΔｔK
a

4
exp

2

とかかれる。これは n→∞とすると B(n,r)→0 に収束する、つまり泥酔者が無限回の試行を行ったとき正確に r に対応する地点 x=a

に到着する確率はゼロであることを示している。ここで 






 −
ΔｔK
a

4
exp

2

はガウス関数と呼ばれている。

ここで上で求めた確率 B(n,m)の指数の肩（power）にある分子の値 m2がほとんど変化せず一定値 a2 とみなせるぐらいに微小な区間

Δx が存在するならば、泥酔者が x 軸上の微少区間[a, a<x< a+Δx]のいずれかに到達する確率は 

tK
xxaxanB
Δπ

Δ
Δ

4
),( =+<< 







 −
ΔｔK
a

4
exp

2

 

と書かれる。ここで泥酔者の軌跡の分散σ2と泥酔者が歩行に費やした時間Δt の間にはアインシュタインの関係式σ2＝2KΔt が成

り立つことを用いると、泥酔者が x 軸上有限区間[a, b]のいずれかの地点に到達する確率が 
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tK
xbxanB
Δπ

Δ

4
),( ∫=<< dx

K
x








 −
Δｔ4

exp
2

22πσ

Δ
　　

x
∫= dxx
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


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

 −
2

2

exp
σ

と書かれることがわかる。ただし積分の下限は a 上限は b である。右辺の積分の中にある関数 

22πσ

Δx







 −
2

2

exp
σ

x

が、アインシュタインの関係式σ2＝2KΔt を満足するという制約条件の下で、初期時刻 t0で初期位置 x を出発した浮遊粒子が上で

述べた酔歩過程にしたがうとき、時刻 t に位置 x に到達する確率密度を表現するのである。 

では時刻 t で③で示された区間に粒子を観測することと、時刻 t で③で示された区間に存在する粒子の濃度はどう関連するのか？時

刻 t で③で示された区間であなたは実体としての粒子を観測するのだから、もし絶対基準座標の原点（つまり時間の原点と位置の原

点）においてこの粒子集団の総数が分かれば、その総数に②の確率を掛け算すれば、時刻 t で③で示された区間に存在する粒子の数、

すなわち粒子の濃度が確定する。すなわち、個々の粒子の軌跡がわからない場合でも絶対基準座標の原点を出発した粒子の軌跡の実

在が保証されれば、拡散方程式の解は実存する粒子の存在確率を示すというその本来の意味を持つのである。確率過程に関する枠組

みでいえば、ブラウン運動は連続時間、連続状態空間のマルコフ過程に分類されるから、時空の絶対基準座標の原点を出発した粒子

が任意の時刻に任意の空間に到着するための連続性が保証されなければならない。

注４：拡散方程式の解②を導くため用いる離散的酔歩模型では泥酔者が空中に投げたコインを手の平に受けて、コインの裏表のいず

れが出るかにしたがって空間方向に歩行を進めるとして、時刻 t+t0において指定された区間に到達する確率密度関数をもとめる。無

限回の試行を行うために、泥酔者の推移の時間間隔が１歩の距離の２乗になっているという制約条件をつけて時間間隔と推移の距離

を無限小にすれば②を得るのである。アインシュタインがブラウン粒子の運動を数学模型化する際にこの制限条件を付けたのはなぜ

だろうか？それはコイン投げの結果コインの裏か表のいづれかが必ず出ると認識することにより２項分布が酔歩過程の数学模型化

を保証することができるからである。

ここで位置 x に関する鏡像変換すなわち解の座標(x,t)を(－x,t)に変換しても解③は不変であることに注目しよう。時刻 t において粒

子が２つの位置 x と－x に同時に存在することはないから、実はこの解は無限試行の結果としての確率を表すのである。また無限試

行を行うのだから、原点を出発すると無限小時間の経過ののちに粒子は無限遠に到達するようにみえるが、この解③は実体粒子の軌

跡を記述しているのではないことを思い出すと、何ら矛盾はないのである。

注 5：これは差し渡しが 10－6 mm から 10－7mm の水分子が熱運動で差し渡しが 10－3mm の花粉微粒子に衝突し、花粉微粒子が時

間的にも空間的にも不規則な運動をするためです。この現象の数学的な説明が 1905 年にアインシュタインによって物理法則から導

かれたが、厳密な数学的記述は 1918 年のウイナー(Wiener)までまたなければなりません。 

注 6：ここで粒子が絶対時間 t=0 で絶対基準座標 X(0)=0 を出発するという条件をつけよう。われわれは汚染物質粒子の排出源と排

出時刻としての絶対基準時間と絶対基準座標を観測することはできないが、われわれは汚染物質粒子の相対時間と相対座標を観測に
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より決定するものとしよう。さらに我々が行う観測は古典物理学で表現される粒子の軌跡を扱っているのだから、われわれが観測す

る汚染物質粒子の軌跡は連続であり、しかしいたるところでデコボコであるために微分不可能である。ここで忘れてならないことは

確率過程 X(t)は絶対時間 t=0 で絶対座標の原点 X(0)=0 を出発することのほかに、われわれがおこなう観測データは相対座標空間に

おいて流体粒子が初めて X(t1)＝a に到達する時刻が t1で、時刻 t2には我々は観測を終了するということである。つまり我々が粒子

の軌跡を観測する期間を t1＜t＜t2である。したがって X(t)を縦軸、時間を横軸にかくとき、直線 X(t)＝a に関する鏡像は 

 X*(t) = a – [X(t) – a]  

と書かれることに注意すると、解②は初期観測位置 X(t1)=a を与えたときに解 X(t)>a を満足する観測事例 x(t)（すなわち見本関数

x(t)）の確率法則は x>a と x<a とでは対称であることを示している(図 1)。ここでわれわれが観測する軌跡データは観測を開始する

時刻 t1までの粒子の軌跡 X(t), (ただし t=0,…t= t1)と独立であるのだから、観測の終了時 t= t2 に粒子が観測を開始した時の粒子の位

置 X=a より推移している事例（見本関数 X(t2)>a）を観測する場合は、この確率密度関数②は２つの軌跡 X(t) と X*(t)を内包するの

である。
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 In Brownian motion, a particle departs at origin X0 at time t0, and observations starts at time t1 and ends at t2. 

The sample function derived from the observational data depicts continuous but non-differentiable paths in all 

time. Noting the existence of the mirror image of the sample function, the probability of finding a particle at 

x=a at time t in real world is twice the magnitude of the Probability Density Function (PDF)  
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Fig.1.Our observations of particle paths of a Drunker that departed the origin at t0 are called as realization 

B(t,x) from Stochastic Processes, which are made between t1＜t ＜t2. The mirror image for the 

realization C(t,x*) accompanies for the same observational period as the realization. Both realization of 

Drunker’s path B(t,x) and the mirror image C(t,x*) must start the same origin at the same initial time 

in the Stochastic processes. 

図 1.原点を出発した粒子の軌跡を我々が時刻 t1 から t2の間だけ観測する場合、我々はその軌跡デー

タのことを確率過程（Stochastic Process）の実現値（Realization）とよび、これを B(t,X）で表

現する。ただし t1＜t ＜t2 である。われわれが観測して得た実現値には観測を開始した時空間

座標 X(t1)=a を対称軸とした時空間の鏡像 C(t,x＊）がこの観測期間 t1＜t ＜t2 の全区間にわたり

付随するが、実現値 B(t,x）も鏡像 C(t,x＊）も時刻 t=0 で原点を出発している。
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要旨 

 著者は、サウンドスケープデザインが「まちづくり」という現実の場面において「下からのデザイン」

「内からのデザイン」として本来の機能を果たすための条件として「住民の参加と主体性」に着目し、

日本におけるサウンドスケープデザインの代表的な事例（「平野の音博物館」「瀧廉太郎記念館庭園デザ

イン」「長崎サウンドデザイン塾」）に関する比較分析を通じてその意義の検証を試みている。本論文で

は、関係者への聞き取り調査から明らかになった住民の参加と主体性に関する実態について総括すると

ともに、サウンドスケープデザインにおける住民の参加と主体性の位置づけについて考察する。 

キーワード：サウンドスケープデザイン・まちづくり・住民参加

1. はじめに

ここでは、研究の背景、目的、また本論文の目的について述べる。 

1.1. 研究の背景 

本研究は、著者が「平野の音博物館」事例において、住民主体のまちづくり運動としてのサウンドス

ケープデザインについて実践した経験から発想したものである。したがって、まず「平野の音博物館」

の概略について述べておく。 

平野の音博物館は、大阪市平野区で 1980 年から住民主体のまちづくり運動を行っている市民グルー

プ「平野のまちづくりを考える会」（以後「考える会」）によるサウンドスケープデザインの実験で、主

な活動は準備期間を含めて 1997 年から2004 年までの約 8年間である。ここで「平野」というのは、大

正時代まで「平野郷」（正確には平野本郷）と呼ばれた旧市街で、現在の大阪市平野区の中心部に位置

する一キロメートル四方の比較的小さな地域を指す（図 1）。かつては、環濠自治集落としてその名を

近世史に残した同地区には、戦国時代に作られた環濠の跡が２箇所に残り、環濠内部の町割りも江戸初

期のものがそのまま残っている。地域には、地車（だんじり）で知られる杭全神社夏祭をはじめ、様々

な伝統行事が残り、かつての地域文化を今に伝えている。これら地域の歴史を、市民運動として再認識

し、これからのまちづくりに生かすために活動しているのが「考える会」である。大学院でサウンドス

ケープについて学んでいた著者が、「考える会」の活動に参画し、そこから学ぶことによって着想した

のが「平野の音博物館」であり、「考える会」が 1993 年から取り組んでいる「町ぐるみ博物館」のひと

つとして 1998 年に開館した。 
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図 1 1763 年（宝暦 13年）に出版された平野豪の地図。町の周囲に環濠がめぐらされているのがわか

る。（資料提供：平野の町づくりを考える会） 

 平野の音博物館の運動には、サウンドスケープミュージアム１）の設立・運営をはじめ、サウンドモノ

グラフ２）の制作など多くの実務を含むが、これらすべてが住民主体の町づくりの内部において住民と一

緒になって生み出されたところにサウンドスケープデザインとしての価値が認められる３）４）。図 2 に

音博物館の施設の例を示す。音環境学者の平松はサウンドスケープデザインの実践例のひとつとして平

野の音博物館を取り上げた論述の中で「平野の音博物館にとって真に重要なのは、人々の意識と行動で

あり、それを制作する過程におけるコラボレーションを通した人々の認識の変化であり、音環境、さら

には環境一般を「風景」としてとらえようとした運動である」５）と述べている。また、ノンフィクショ

ンライターの山下は環境省がまとめた事例集の中で現地取材を踏まえて「町ぐるみ博物館の一つ「平野

の音博物館」を「音」という観点から考察するなら、何よりも重視すべきポイントは、博物館を創るた

めに「特別な音を創ったわけではない」という点ではないだろうか。音博物館づくりは、平野の暮らし

の中にある音に気づき、その音を大切に保存していこうと考え、まちづくりのテーマの一つにすること

を住民たちの間で合意していくことから始まった。」 ６）と述べている。 
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図 2 平野の音博物館の施設のひとつ「聞き耳処」（左：全体像）が設置されている民家。平野の音博

物館で制作したサウンドモノグラフをヘッドフォンで聞けるようになっている（右：当該部分の

クローズアップ）。CDを再生する装置自体は家屋の内部に設置されている。平野の音博物館は「こ

んなん、おもろいやん」という住民自らのノリとアイディアで民家の玄関先に何気なく展開され

ている。（撮影：西村篤） 

 

1.2. 研究の目的 

サウンドスケープという用語は、提唱者のシェーファーらによって「個人あるいは社会がどのように

知覚し理解したかに強調点の置かれた音の環境」７）と定義されている。「認識主体にとって音が持つ意

味」あるいは「認識主体と環境との関係性」という視点から社会を含めた環境全体を調査・研究するだ

けでなく、サウンドスケープデザインという創造的な領域にまで射程に含んでいることがサウンドスケ

ープという思想および方法論の特徴である。音環境デザイナーの鳥越は、サウンドスケープデザインの

考え方を特徴づける最も重要なことは、音や音環境を「その空間で生活し活動する人々の「聴く行為」

との関連の中で捉えようとすること」８）であるとしている。ただ、近年認められる音環境デザインにお

けるサウンドスケープへの注目の高まりにおいて、その概念の理解が十分に浸透しているとは言えない

という指摘９）もある。つまり、サウンドスケープデザインは、「認識の主体」つまり環境に住まう個々

人が主体的に参加しなければ成立しないのであるが、デザインの領域に関しては、シェーファーの論も

呼びかけに終始している感が否めない。サウンドスケープデザインの手法は未だ模索の時代を抜けてい

ない。結果として、環境音楽を流して空間の雰囲気をコーディネートするような事業をサウンドスケー

プデザインと呼ぶような例も散見されるのが現状である。 

サウンドスケープデザインの領域で現在求められていることは、真にサウンドスケープデザインの試

みと呼べる事例について精緻な理論的分析を行うとともに、事例間の比較を行ないつつ、環境マネジメ

ント一般に応用可能なフォーマル理論を構築することである。本研究はサウンドスケープデザインに関

して、そのアプローチにとって最も重要な特徴である「住民の参加と主体性」に着目し、環境マネジメ

ント一般にも応用可能なフォーマル理論の構築を行なおうとするものである。 
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1.3. 本論文の目的 

本論文は、前節での研究目的のために行った現地調査から得られた成果について総括し、今後の理論

構築の礎とすることを目的とする。 

 

2. 比較事例の概要 

 

ここでは、本研究で比較のための事例として取り上げた２つの事例、すなわち「長崎サウンドデザイ

ン塾」および「瀧廉太郎記念館庭園整備事業」の概略についてまとめる。 

 

2.1. 長崎サウンドデザイン塾 

長崎サウンドデザイン塾は、長崎市が市民から市民運動のリーダーたる塾長を募り選ばれた企画に対

して市が塾生を募集して 1年間活動をサポートする事業「長崎伝習所」の一環として行われた。長崎サ

ウンドデザイン塾は、1991 年から 2年間にわたって、長崎市内の音環境調査を行い、毎年報告書を作成

すると同時に、最終的には市民から「いい音の聞こえる場所」を推薦してもらい「ながさき・いい音の

風景 20選」を選定している（図 3を参照）。出版デザイナー・アーティストでサウンドデザイン塾の塾

長を担当した吉岡は、「ながさき・いい音の風景 20 選」の趣旨としても、「ここに紹介する 20 の音は、

いずれも素晴らしく、評価できるものであるが、たまたま応募されてきただけで、他にもいい音や場所

はたくさんある。「ここよりいい音や場所を知っている」と、いう人もいるだろう。しかし、この20選

の目的は、特別な音や観光的な音の場所を取り上げ、制度化するつもりでもベスト 20 でもない。漏れ

ていても一向にさしつかえない。むしろ私たちの生活の周りの音の環境に意識を向け私たちの住んでい

る街をもっと知ることが重要である。20選はそのような意味で、音の聞き方、発見の事例であり、市民

から発信する音のメッセージとして受け止めて欲しい。」１０）と述べている。また、吉岡は後にこの活動

を紹介した論述のなかで「サウンドスケープは特殊な考え方ではなく一部の研究者の研究材料でもない。

もっと開かれて人々の生活に取り入れられて初めて活きてくる。」１１）と述べ、サウンドスケープデザイ

ンに市民が主体的に関わることの必要性を訴えている。この事業は、住民が主体となって行うまちづく

り活動を市が全面的にバックアップしようとしている点でも特徴的である。市によれば、塾の選定を行

う際、カルチャースクール的なもの、すなわち塾生が何かを習うだけ、という趣向の企画は避けている

という。塾長はもとより、塾生においても、単に習うだけでなく自ら学んでそれを市民に還元するとい

う姿勢を重視している１２）ということである。 
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図 3 「ながさき・いい音の風景 20選」をまとめたパンフレット（右）と市民から寄せられた推薦文。

（資料提供：吉岡宣孝氏，撮影：西村篤） 

 

 

2.2. 瀧廉太郎記念館庭園整備 

日本の近代音楽史において重要な位置を占める作曲家のひとりである瀧廉太郎（1879-1903）が 12歳

から 15 歳にかけての約 2 年半（1891 年 12 月～1894 年 5 月）を過ごした大分県竹田市（当時の大分県

直入郡竹田町）では、当時瀧一家が居住した旧宅を「瀧廉太郎記念館」として整備し公開している（1992

年 4 月開館）。この旧宅整備のうち、庭園デザインには音環境デザインが取り入れられている。庭園の

中には看板が設置されており「廉太郎が聞いていたと思われる、当時の家や庭の音、竹田の町の響きを

復元するいくつかの工夫」１３）を行ったことが記されている。具体的には、来訪者に庭の飛び石を下駄

（現在では木製のサンダルを含む）で歩くよう仕向けたり、竹の植栽を施して竹の葉が風にそよぐ音や

竹林に集まる野鳥の声が聞こえるようにしたり、当時聞こえていたと思われる旧宅前の開渠や敷地内の

井戸など水の音を来訪者が想像できるように、庭園内の側溝や井戸を復元する、などの工夫がなされた

という。庭園という一見視覚的なデザインの領域に明確に「聴覚」と「環境」を指向したデザインを具

体的に取り入れたことのみならず、それが音を安易に付け加えるようなものではなく、来訪者の意識を、

耳を通じて、その土地の背景にある文化・自然に向けるための仕掛けとして存在しているところに、こ

の事業の持つサウンドスケープデザインとしての価値を認めることができる。音環境デザインを担当し

た鳥越は、地元の人々の協力があってはじめてこれを成し得た１４）と述べている。 
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図 4 瀧廉太郎記念館の本館（復元された旧宅）の全景、左側に復元（整備時に発掘されたもの）され

た側溝に水が流れている様子が見える（左上）。建物の右側に面して庭があり、飛び石のある通

路を挟んで竹の植栽がある（右上）。側溝のさらに左側には当時使われていた井戸があり、これ

も整備時に発掘された（左下）。庭園には音のデザインを施したことを記した案内板が設置され

ている（右下）。（撮影：西村篤） 

 

 

3. 調査の概要 

 

本研究の最終的な目的は、将来どこかでサウンドスケープデザインを実践したいという人々の要求に

資するように、サウンドスケープデザインに関する理論を構築しようとするものである。既存の一般的

なデザイン活動との関係、またサウンドスケープデザインが音に固執するものではなく音を通じて全感

覚を環境に開くものであること、などサウンドスケープデザインの基本的コンセプトは、既存の研究１５）

によって明らかにされているかに見える。しかし、サウンドスケープデザインを、真の意味で「下から

のデザイン」「内からのデザイン」とするためには、まちづくりの現場における住民の参加と主体性に

関するより精緻な理論が必要である。 

そのため、本研究では比較事例について、現地での現状調査、関係者への聞き取り調査を行った。こ

のうち、「長崎サウンドデザイン塾」に関しては、2009 年 3 月 26 日から 27日にかけて現地調査を実施

し、当時の関係者ならびに市で「長崎伝習所」を担当する部署の職員から聞き取り調査を行った。また、
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「瀧廉太郎記念館」については、2009 年 3月 23日から 24日、10月 30日から 11月 2日、および 11月

21日から 23日にかけて現地を訪れ、記念館およびその周辺の現状調査（職員への聞き取りを含む）、当

時の関係者への聞き取り調査、市の担当者への聞き取り調査、を実施した。今後必要に応じて、さらに

追加の調査を継続する予定であるが、概ね計画された成果は得られたものと考えている。 

 

4. 結果と考察 

 

4.1. 比較事例に対する調査結果および「平野の音博物館」との比較 

長崎の事例に関しては、長崎サウンドデザイン塾が提案公募型の事業であり住民の主体的関与は明ら

かであるので、「長崎伝習所」の仕組みに関する理解に重点が置かれた。また、塾長を務めた吉岡氏や

関係者への聞き取り調査からは、文献のみでは知りえなかった、氏自身および関係者の地域の文化や風

景に対する愛着や思い入れを知ることができた。その想いや取り組みは、「長崎サウンドデザイン塾」

の活動以前から存在したという点が重要である。市の担当者への聞き取り調査では、活動の資金（「長

崎伝習所」事業では 1 つの塾について年間 50 万円を上限とする経費が支給される）については、その

使途の公共性が重視されるため、特定の活動を長期間にわたって支援することは難しいこと、など公金

による支援の特性が明らかになった。 

瀧廉太郎記念館に関しては、音環境デザインを担当した鳥越氏自身がそのコンセプトやプロセスにつ

いて多くの著述において既に論じていることから、調査の重点は、記念館におけるサウンドスケープデ

ザインがこれまで住民にどのように受容されてきたか、また当時における住民の協力の実態について知

ることに置かれた。調査の結果、記念館整備の事業への協力は、地元の人々の地域に対する長年の想い

と努力の上に成立したものであることが明らかになった。例えば、旧宅を市が整備のために買収するま

でそこに居住していた住民への聞き取り調査では、その住民が「瀧廉太郎の旧宅なのだから、いずれ市

が買い取って整備し、市民の財産として役立てたらよい」との想いで長年にわたって土地と建物を守っ

てきた経緯が明らかになった。具体的には、もともと間借り人として旧宅に住んでいたこの住民は、上

記の想いから、家主が土地建物を手放そうとした時に市に購入を持ちかけたり、市から購入を断られる

と数名でこの土地・建物を買い取ったり、「ビルを建てたい」と言ってその土地を買いに来た人には売

らなかったり、といった経緯があった。もしこの住民が土地を手放してしまっていたら、瀧廉太郎旧宅

整備事業自体が成立し得なかったであろう。図 5 に整備される以前の旧宅の様子を示す。 

いずれの事例においても、サウンドスケープデザインとして知られている事業の前提として、住民自

身の地域への意識、また熱い想いに裏付けられた具体的取り組みが存在し、そのことがサウンドスケー

プデザインの各事例を成功へと導いたことが明らかになったことは重要である。このことは、「平野の

音博物館」の事例において、「平野の町づくりを考える会」の当時 15年以上にわたる活動が基礎となっ

たこと１６）と共通するものである。 
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図 5  竹田市が瀧廉太郎記念館として整備する以前の旧宅の様子。かつて瀧廉太郎が暮らした旧宅（左）

は復元の前後でほぼ同じ姿であるが、物干し竿など住民の生活の様子が伺える。整備以前には現

在記念館として整備されている敷地内に他の住宅（整備時に撤去）が建てられ（右）、敷地内に

は最も多い時で７世帯が暮らしていたという。（資料提供：白坂幹司氏） 

 

4.2. サウンドスケープデザインにおける住民の参加と主体性についての考察 

 サウンドスケープデザインは、歴史的にみると、音楽と騒音という個人・社会における音の価値の問

題について扱う 2つの専門領域における価値観の転換から生まれた発想である。「美の体系」（音楽）お

よび「毒の体系」（騒音）という既存の観点からは捉えることのできない様々な音がこの世の中に存在

するということ、つまりは音の価値を決める主体は個々人や社会であり、あらゆる音の価値は相対的に

しか扱うことができない、ということを指摘し、音環境問題の原点を「聞かれた音」に求めるという新

しいアプローチを提唱したことが、提唱者シェーファーの仕事の先駆的な点であった１７）。ここで先駆

的と言っているのは、提唱者シェーファーやサウンドスケープ概念自体をも包含する特定の歴史的潮流

の中に位置づけられるという意味である。すべての音は音楽にも騒音にもなり得るという前提の下で、

ある音をどのように評価するかは特定の個人あるいは社会に委ねられる。サウンドスケープデザインと

いう観点に立つと、これからあるべき音環境問題とまちづくりとの接点が見えてくる。社会全体の傾向

として、個性・多様性を重視するというひとつの方向性を見出すことができるからである。 

 事例の比較においては、住民主体（平野）、行政主体（竹田）、住民行政協働（長崎）という３つの異

なる制度化でのまちづくり事業におけるサウンドスケープデザインを扱った。事業の規模や形態には大

きな差異が見られたが、個々の事業が特定の住民の長年に亘る主体的かつ地道な関与が成功の鍵となっ

ていることが明らかになった。サウンドスケープデザインの理論化においては、住民の参加と主体性を

中心に据えた体系化がなされるべきであろう。 

 

5. 総括 

 

サウンドスケープデザインにおける住民の参加と主体性に関する理論構築を目指し、著者自身が関与

したサウンドスケープデザインの事例と、他のサウンドスケープデザイン事例との比較のための現地調

査を行った。 
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その結果、文献調査だけでは知りえないより詳細な情報、特に住民自身がどのような想いをもって事

業に関わったか、などサウンドスケープデザイン事業の背景として重要な問題について明らかになった。

またそれらは、著者がかねてより関わってきたサウンドスケープデザイン事業にも共通するものであり、

今後の理論展開の礎として十分な成果となった。 

今後は、個々の事例におけるローカルな理論を構築し、最終的には各理論の比較を通じて、環境マネ

ジメントにおけるサウンドスケープデザインの新たな位置づけを提案できるようなフォーマルな理論

へと煮詰めていきたい。 
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The participation and initiative of locals in the soundscape design 

Nishimura, Atsushi1 and Hiramatsu, Kozo2 

1Department of Media Information Engineering, 2Kyoto University 

This paper discusses on the importance of the locals' participation in soundscape design and the indispensability of 
their initiative in the design activity to accomplish a successful soundscape design mainly based on the analysis of 
the project of Hirano Soundscape Museum which was one of the community development activities in Osaka, 
Japan. Then, the authors will mention about the results of comparison between the case of Hirano Soundscape 
Museum and two other cases in order to construct some theory of soundscape design. The two subjects of 

comparison are as follows: The first is the soundscape study by the locals of Nagasaki City in which the locals 
made a selection of the 20 good soundscapes in the city. The second is the landscape design of Rentaro Taki 

Museum in which the designer reconstructed the past sonic circumstances with the cooperation of the locals. 
Key Words: soundscape design, community development, local’s participation. 
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技術者倫理における地球的視野の問題 

大石 敏広 

総合科学科(ohishi77@okinawa-ct.ac.jp) 

要旨 

この論文の目的は、技術者には、人口問題・南北問題と関わっていく責任があるということを指摘

することである。第一に、現在の技術者倫理における「地球的視野」の概念の分析が行われる。第二

に、地球的視野、持続可能な社会、人口問題、南北問題の間の関係が示される。第三に、発展途上国

における人口の爆発的増加と、先進国における豊かさの増大の間には密接な関係があると主張される。

最後に、人口問題と南北問題の解決と持続可能な社会に向けての展望が提示され、それとの技術者の

関わりが論じられる。 

キーワード：技術者倫理、地球的視野、持続可能な社会、人口問題、南北問題

１．はじめに 

 国際的に通用する技術者教育の認定組織である「日本技術者教育認定機構(The Japan Accreditation 

Board for Engineering Education)」（通称 JABEE）の認定基準１の（１）には次のような項目が掲げら

れている。 

(a) 地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養 1)

また、この項目には次のような解説がなされている。 

  この項目は、物質中心の社会から精神的価値を重視した社会への変換や持続可能な社会の構築を

担い、国際的にも活躍できる自立した人材に必要な教養と思考力を示している 2)。 

さらに、この項目に関する留意点として、 

  自分自身や自国など自分達の文化や価値観、利益だけではなく、他者・他国の立場から、物事を

考えることができる能力 3)
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が挙げられている。 

このように、近年、技術者が地球的視野を持つことの必要性が主張されている。それは、技術者倫

理のグローバル化の主張でもある。こうした状況の背後には、科学技術が世界的規模で急速に広まっ

てきているということ、他国で仕事をする技術者の数が増加しつつあるということ、そしてますます

多くの技術者が、他国向けの製品の設計・製造を通して他国と関係を持つようになってきているとい

うことがある。 

 「グローバル化 (globalization)」（「グローバリゼーション」、「地球規模化」）という言葉は１９７

０年代から使われるようになり、ソビエト連邦崩壊、冷戦終結以後その言葉の使用はいっそう広まっ

た。この「グローバル化」とは、社会的、文化的、政治的、経済的な諸関係が、従来の国家や地域の

境界を越えて地球全体に拡大していく現象のことである。例えば、経済的には、国際金融システムの

発展が見られ、政治的には、国家の枠組みにとらわれないＮＧＯなどの組織拡大が挙げられる。技術

者もまた、すでに述べたように、科学技術の世界的規模での普及や、仕事を通した国際的交流の深化

によって、このグローバル化の流れの中に身を置いていると考えられるのである。 

 しかしながら、技術者は地球的視野を持つべきだとあえて言うときの「地球的視野」とは具体的に

は一体何であろうか。技術者倫理においてその点について明確に述べられているのであろうか。本論

では、まず、今日の技術者倫理において「地球的視野」がどのように理解されているかについて確認

し、次に、その問題点について論じていく。 

 

２．技術者倫理における「地球的視野」の概念 

 

技術者の地球的視野を扱った技術者倫理の本は多くはない。その中で本論では、技術者倫理の代表

的教科書である『科学技術者の倫理』（ハリス他）を取り上げる。この教科書では、国際的場面での技

術者のあり方に関して詳しく論じられており、国際的場面で技術者が遭遇する困難について述べられ

た後、倫理規程適用上の三つの注意点と三つの指針が示されている。 

国際的場面で技術者が遭遇する困難は、技術者が生まれ育った国（自国）と技術者が働いている国

（ホスト国）の間の文化的相違に起因する 4)。文化的相違には次のような事例がある。（１）価値観と

慣習は国によって異なっている可能性がある。ホスト国において一般的に受け入れられているある価

値観や慣習は、自国においては到底受け入れられないものかもしれないし、その逆もありうる。（２）

自国の経済と比べホスト国の経済は格段に悪い状態にあるかもしれない。その場合、ホスト国の労働

者の賃金や健康・安全の基準が低いということは問題にされない可能性がある。（３）ホスト国では、

事業の基盤となる法律や有害物質の開示などを規制する機関（基盤的社会制度）が存在しないかもし

れない。（４）ホスト国では、政府や企業において汚職が蔓延しているかもしれない。（５）技術者は

ホスト国の国民ではないので、ホスト国の国民と同じ義務や特権を持っていない。（６）ホスト国の国

民は、自国の国民よりも傷付きやすい立場に置かれているかもしれない。例えば、ホスト国の国民に

は、政治的、経済的力が不足していることがある。 
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これらの自国とホスト国の文化的相違が、国際的場面で倫理規程を適用する際に困難な問題を発生

させる可能性がある 5)。例えば次のような問題がある。〈１〉公衆の安全、健康、福利を最優先すると

いう考え方をホスト国で適用する場合、価値観の相違、経済レベルの低さ、傷付きやすさ、「福利」の

意味の相違などによって困難な状況が立ちはだかる。〈２〉ホスト国の状況によっては、ある行為が賄

賂かどうか見極めることは難しい。〈３〉経済レベルが低いホスト国において、環境に対して配慮する

義務と、経済発展の要求との間にどのようにバランスを保つかは困難な問題である。〈４〉ホスト国に

よっては、特定のグループに割り当てられた職務が存在し、それが制度化されてさえいて、そのよう

な状況で差別をしないという規定を守ることは困難を伴う。〈５〉自国とホスト国の価値観や慣習の相

違から、技術専門職の名声を向上させ、非倫理的な行為をする者とは提携してはならないという倫理

規程に違反しているかどうか判定するのが困難な場合がある。〈６〉科学技術に関する知識を向上させ、

公衆を欺くような行動を慎むべきだという要求は、国民が傷付きやすい立場に置かれたホスト国にお

いてどの程度妥当かが不明瞭な場合がある。 

 以上のような問題があるために、国際的場面において倫理規程を適用するためには、更なる指針が

必要とされる。その指針を用いる際には、次の三組の両極端な行為を避けなければならない 6)7)。①自

国の道徳的基準を唯一正しいと考え、ホスト国のあらゆる状況下で妥協せずにそれに従うという立場

（モラル絶対主義）も、道徳的正しさはそれぞれの文化によって決定されるという立場（モラル相対

主義）も取るべきではない。前者が望ましくないのは、例えばホスト国では、手続きを急がせるため

の経費がある種の仕事のためには必要かもしれないからであり、ホスト国の基準は単に自国の基準と

異なっているに過ぎないかもしれないからである。後者が望ましくないのは、ホスト国で認められて

いるある行為は明らかに有害で、道徳的に正当化することが困難な行為かもしれず、そのような行為

は専門職の良心に対する重大な違反になるからである。②技術者は、ほとんどまたは全く支配管理し

ていない決定に対して責任を取る必要はない。他方で、技術者は、設計、生産、技術の実行など、技

術者として責任があることに関してその責任を果たさないということがあってはならない。③道徳原

理がある状況で厳密に適用できないとき、道徳からどんなにかけ離れていようとも自己の望むことを

するという立場（モラル怠慢主義）は取るべきでない。この立場は、倫理的、専門職的配慮の放棄を

伴い、技術者に違法な選択をさせる可能性がある。また、周囲の事情がどうであれ、道徳的原則はあ

らゆる状況に適用されなければならないという立場（モラル厳格主義）も取るべきではない。例えば、

あらゆることを考慮すれば、ある程度の搾取的な行為に加担することでさえ、ホスト国から完全に撤

退することよりも望ましいかもしれない。 

 避けるべき三組の両極端な行為を念頭に置いた上で、国際的場面において倫理規定を適用するため

の三つの指針がある 8)9)。〔１〕異なる文化的状況において普遍的に受け入れられている倫理規範は、

倫理規程を適用する際に理想的な指針となる。最もそうした理想的な指針となる可能性のあるのは、

全ての人間は等しく人権を有するという信念である。人権の尊重は、欧米に由来することから生じる

問題点もあるが、世界的にますます適用が進んでいると言える。〔２〕公衆の福利に適切に配慮するた

めに、干渉主義（パターナリズム）と搾取は一般的に回避されなければならない。干渉主義とは、相
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手の利益を促進するために、相手の判断能力の代わりに、あたかもその親であるかのように自分の判

断能力を優先させることである。つまり、干渉主義は、過度にまたは正しくない方法で公衆の福利に

配慮する。公衆の搾取とは、公衆の福利への配慮をほとんどしないことである。〔３〕「人からしても

らいたいことを人にもせよ」という黄金律は国際的場面で有用な指針となる。黄金律は技術者に、「も

し自分がホスト国の国民ならば、外国人の技術者に、自分の国でどのように行動することを望むか」

と自分自身に問うことを要求する。しかし、自国とホスト国が、経済状態、傷付きやすさ、価値観と

慣習において大きく異なっている場合は、この問いかけに答えることは容易ではない。そこで黄金律

を適用するための次の三つの基準が有用となる。すなわち、(a)意図的で回避可能な危害をもたらす技

術業の行為に関与することを拒否しなければならない。(b)ホスト国の国民の全体的な福利の向上に努

めなければならない。(c)ホスト国の規範が、人権の尊重と、干渉主義・搾取の回避の指針、および自

国とホスト国の法律に違反していない限り、その規範を尊重しない技術業の行為に関与することを拒

否しなければならない。 

 以上の議論のポイントは、国際的場面において技術者は、文化的相違から生じる困難に直面した際

に適切に倫理規程を適用して、問題をうまく解決してく力量を身につけなければならないということ

である 10)11)。この議論は確かに、国際的環境で働く上で技術者がどのように活動すべきかについて詳

細で示唆に富む助言を与えてくれている。しかし、技術者の地球的視野について考察する上で、以上

の議論では見落とされている重要な論点があるというのが私の主張である。 

 

３．何が問題か 

 

 本論の「はじめに」で述べた、JABEE による、技術者の地球的視点に関する認定基準・解説・留

意点を再度見てほしい。そこでは、「地球的視点から考える能力」が、「物質中心の社会から精神的価

値を重視した社会への転換」、「持続可能な社会の構築」、「他国の立場から物事を考えることができる

能力」などと結びつけられている。ここで特に注目したいのは、「持続可能な社会の構築」との結びつ

きである。近年、持続可能な社会（発展）ということが、環境・エネルギー問題との関係からしばし

ば論じられている。そして、この持続可能な社会（発展）を実現するためには世界人口の安定がぜひ

とも必要であり、それゆえ「人口問題」の重要性が主張されているのである。 

 ２０世紀に入る頃約１６億人だった世界の人口は、２０００年になった時には６０億人を超えてい

た。そして、この「人口爆発」とまで言われる急激な人口増加のほとんどが、いわゆる発展途上国に

おいて生じている現象なのである。私たちは、マスメディアなどを通して、発展途上国の都市のスラ

ム街に貧しい姿をした多くの人々が満ち溢れているといった光景をよく目にする。 

 以上のように、「地球的視点」は、「持続可能な社会（発展）」という概念を媒介として、「人口問題」

と本質的に結びついている。このことから、もし技術者が地球的視野を持つべきであるとするなら、

それは同時に、技術者は人口問題に関わっていく責任がある（あるいは、少なくとも念頭に置いてお

くべきである）ということになるのである。 
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 それでは、人口問題とはそもそもどういう問題なのか。単純に人間の数が多すぎるという問題であ

ろうか。人間の数を減らせばそれでよいということだろうか。 

 

４．ハーディンの「共有地の悲劇」と「救命艇の倫理」 

 

 貧しい発展途上国の人口増加をコントロールすべきだという視点から人口問題を捉えている典型と

して、ギャレット・ハーディンの「共有地の悲劇」・「救命艇の倫理」という主張がある。自然に関す

る従来の有力な考え方は、人間は自然の支配者であり、自然はいかなる権利も有しないというもので

あった。この考え方の支持者は、自然はあり余るほど豊富であるという信念、あるいは資源枯渇と環

境汚染の問題は科学技術が解決してくれるという信念を拠り所としている。しかし、地球は限られた

惑星であり、前者の信念は明らかに間違いである。ハーディンによれば、後者の信念が間違いなのは、

そうした信念に基づいて自然に関する従来の考え方に固執している限り、私たちは「共有地の悲劇」

を避けることができないからである 12)。 

 「共有地の悲劇」とは次のような事態を示している 13)。すべての人が利用できる牧草地を想像して

みる。牧夫はそれぞれ、その共有地である牧草地にできるだけ多くの牛を放そうとする。人間と牛の

数が土地の許容量以下に保たれている間は、何も問題はない。しかし、牛の数が土地の許容量を超え

るとき、悲劇が訪れる。土地は荒廃し、牛は痩せ細り、牧畜は崩壊する。 

この主張の本質的部分は、「自然環境の負担能力を超えた個体数は生き残れない」という生態学的な

基本原理であり、この基本原理は当然人類にも当てはまる。人類が「共有地の悲劇」に見舞われるの

を防ぐためには、個々の人間の福利よりも自然の生態系の福利を優先させなければならないという考

え方が成立しうる。ハーディンはこの考え方を「救命艇の倫理」と呼ぶ。 

 「救命艇の倫理」の内容について概説すると次のようになる 14)。世界の中で豊かな国を、ほどほど

の人が乗船している救命艇と、貧しい国を、猛烈に混んでいる救命艇と考えることができる。貧しい

人は絶えず彼らの救命艇から落ち、しばらくの間泳いで、豊かな救命艇の一つに乗船させてもらうこ

とを願っている。土地と同様に、救命艇の収容能力は限られていて、安全性のことを考えれば、豊か

な救命艇には許容程度まで人が乗っていることになる。また、貧しい国に食料を投入することは、そ

の国の人口の減少を妨げることになるし、貧しい国を援助して経済発達を促進すれば、その国の国民

総生産は上昇し、人口はさらに増大する。それゆえ、豊かな国が貧しい国を援助したり、寛大な移民

政策を通して貧しい国の人々を受け入れたりするならば、豊かな国は災難に見舞われることになるだ

ろう。この問題を解決するには、合衆国という救命艇のことだけを考えなければならない。乗船して

いる人々の生存を保護して、その安全性を保つために、救命艇にこれ以上の乗船を認めないという選

択をするべきである。この「救命艇の倫理」に従い、この深刻な事態に制限を加えなければ、将来の

世代が持つ、清潔で豊かな環境を享受する権利を侵害してしまうことになる。 

 以上のハーディンの議論についてまず問題となるのは、現在の地球が実際に危機的状況にあるかど

うかという点である。だが、この問題に解答を与えることは極めて困難なことであろう。例えば、人
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類が空気中に排出してきた二酸化炭素が原因となって地球温暖化が進んでいるという主張をよく耳に

するが、それについて科学的な実証がなされているわけではない 15)。さらに、現在地球がそのような

危機的状況にないとして、それではその危機がいつ訪れるのか、あるいは私たちはその危機にどのく

らいまで接近しているのかを確定することもまた困難なことであろう 16)。 

 しかし、より重要なのは次の問題である。すなわち、ハーディンが言うように、現在地球が危機的

状況にあり、人間の個体数が地球の負担能力を上回っているならば、生存権の平等は成り立たない、

つまり、そのような危機的状況の下では生存権の平等を犯すことは正しいという主張は妥当であろう

か 17)。これについて以下のような論点が引き出せる。 

まず、現在地球が危機的状況にあるとしても、それは、例えば、「１０人の人間に対して５人分の食

料しかなく、均等に配分したら全員が死んでしまう」といった事例によって説明されるような単純な

状況ではないであろう。食料不足などの危機的状況を改善するための何らかの方法を見出せる可能性

が残っているのではないだろうか。 

次に、竹内啓による次の啓発的な発言に注目したい。 

 

   しかし人口問題を論ずるとき、その対象とする人口が単なる「人類」ではなく、一人一人かけ

がえのない存在であることを忘れてはならない。少なくとも「人間が多すぎる」などと軽々しく

いう場合に、そういう自分自身も「多すぎる人間」の一人であることを思い起こすべきである 18)。 

 

 個々の人間は、人類という種の一員であり、莫大な人口を構成する一分子であると同時に、主体的

な存在としてお互いに対等に対峙しているとも言える。それゆえ、先進国の国民は生き残りを許され、

発展途上国の国民は許されないという発言は、三重に問題を引き起こしているように思われる。まず、

誰にそうした発言をする権利があるのかが不明である。ましてや、先進国の人間（ハーディン）には、

誰が生き、誰が死ぬかを決定する権利があるといった想定には根拠がない。次に、世界におけるアメ

リカ人の消費レベルの異常な高さを考えれば、アメリカ人こそが救命艇から降りるべきではないのか

19)20)。そして最後に、たとえ先進国の国民は生き残ることが許され、発展途上国の国民は許されない

という主張が道徳的に正しいとしても、あるいはたとえそれが神の意志であるとしてさえも、今まさ

にこの地球に生きている発展途上国の人たちにとっては当然そうした主張は受け入れられるものでは

ないであろう。 

 以上のように、人口問題とは単純に人間の数の問題ではないのである。次に、別の視点からこの点

について論じていこう。 

 

５．「人口増加」と「経済的な豊かさ」の関係 

 

 人口問題を考える上で、「人口増加」と「経済的な豊かさ」の間の関係を見落としてはならないだろ

う。そもそも発展途上国において人口が急激に増加した根本的な原因は何であろうか。資本主義シス
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テムが成立する以前の伝統的な社会において、自給自足の生活を営んでいる限りでは、人口の急増と

いった問題は存在しなかったであろう。ところが、発展途上国の農業が世界の資本主義経済のネット

ワークの中に取り込まれることによって、事態は一変していった。農民は土地から締め出され、特権

階級、大土地所有者へと土地の集中が急速に進行していった。伝統的な農業は崩壊していき、集中さ

れた土地においては限定された商品作物の生産が行われている。これに、先進国の多国籍企業が絡ん

できている 21)-23)。 

この事態について社会学者の見田宗介は次のような分析をしている 24)。第一に、それまで暮らして

いた共同体が解体あるいは不安定化して、個々の個人や核家族の生活・人生が、土地と地縁・血縁の

ネットワークから引き剥がされ、不安定なものとされた。第二に、解体された共同体の代わりに、人々

の生活・人生を支えるべき新しい市民社会的システムがいまだ実現していない。つまり、①近代の国

家的、あるいは市民社会的な社会保障システムが存在しないか、著しく遅れている。②経済的な機会

と分配の平等化が達成されていない。③特にジェンダーの平等化が達成されておらず、女性は、法的・

経済的・社会的・文化的な地位と権利と機会と能力を獲得していない。こうした状況の中で、農村部

においても都市部においても子供は賃金労働者という役割を担わされることになり、人々は収入増加

のためにより多くの子供を持とうとする。特に女性は子供を頼りとしており、より多くの子供を産も

うとするであろう。 

しかし、子供をたくさん産んで人口が増加し、賃金労働者の数が増えれば、一人当たりの賃金が低

下する。そうなれば、貧しい人々はますます多くの子供を持とうとするであろう。つまり、賃金の低

下と人口の増加が相互に影響し合いながら繰り返されることになる。こうした状況は、発展途上国の

農業が世界経済のネットワークに組み込まれることによって引き起こされたわけであるが、この発展

途上国の低賃金は、このネットワークを通して先進国に有利に働き、先進国の豊かさを生み出す要因

となっている。例えば、発展途上国の農産物は低賃金・低生産コストによって低価格に押さえられ、

その安い農産物が先進国へと輸出され、売られるのである。このように、発展途上国における「人口

増加」と、先進国における「経済的な豊かさ」はそれぞれ別個の現象なのではなく、世界経済のネッ

トワークにおいて相互に依存しながら成立している現象であると言える。人口問題は、先進国と発展

途上国間において経済的豊かさに大きな格差があるという南北問題と表裏一体の関係をなしているの

である 25)26)。 

 以上のように、人口問題と南北問題は切り離せないのであり、発展途上国における「人口増加」と、

先進国における「経済的な豊かさ」とが、世界経済のネットワークというシステムの中で相互依存の

関係にあるのだとすると、発展途上国における人口増加を抑制するという方策を即座に実施して人口

の問題を首尾よく解決することはできないであろう。もし発展途上国に産児制限を要求して、それが

成功し、人口抑制が実現したとしたら、先進国は、発展途上国における低賃金というメリットを活か

せなくなり、先進国の豊かさは破綻するかもしれない。現在の状況からすると、そのようなことを先

進国の国民が望むとは思えない。また、もし先進国の豊かさが破綻することになれば、先進国が発展

途上国の賃金の安さを利用することもなくなり、今度は発展途上国の産業が解体されるかもしれない。
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さらに、発展途上国が産児制限を実施するということは、賃金労働者の数を減らすということである。

それは、発展途上国の貧しい人たちの収入を減らすということ、彼らの生活はますます窮乏化すると

いうことを意味する。それは、発展途上国の貧しい人たちにとって当然望ましい事態ではない 27)。 

 問題解決の一つの方法は、先進国における「経済的な豊かさ」の修正と、発展途上国における「人

口増加」の抑制を同時に実施していくというものである。それは少なくとも、発展途上国の人々を含

めた世界中のすべての人々の生活の保障を視野に入れたものでなければならないであろう。そうでな

ければ、世界中のすべての人々の合意といったものは成立しえない。それでは、それはどのような道

なのであろうか。最後に、その展望について示し、それと技術者の関わりについて述べておく。 

 

６．人口問題／南北問題の解決への展望と技術者の役割 

 

 １９７２年に、『成長の限界』と題された報告書が発表され、世界に大きな衝撃を与えた 28)。この

本の基本的主張は次のようである。地球には限界がある。私たちは、この「地球の限界」が存在する

ということだけは認識しているが、技術の進歩によって地球の限界を無限に克服して、物質的成長を

無限に続けていけるという技術的楽観主義の考え方に多くの人が捕われている。人類は、現在まさに

地球がこの限界に近づきつつあるということをまだ理解していないのである。人間社会が崩壊してし

まう前に、私たちは「均衡状態の世界」の実現へと方向転換しなければならない。 

「均衡状態の世界」とはどのような世界なのか。『成長の限界』ではそれは次のように定義されてい

る 29)。（１）資本設備と人口の規模は、一定である（ゼロ成長）。（２）出生、死亡、投資、資本の減

耗は最小に保たれている。（３）資本と人口のレベルおよび両者の比は社会の価値観に応じて定められ

る。また、それらは、技術の進歩が一定の資本ストックによるサービスを徐々に増加させ、新しい選

択の余地を作り出すのにあわせて、計画的に修正され、徐々に調整される。（４）大量の資源を要せず、

環境の重大な悪化を引き起こさない人類の活動は無限に成長を続ける。 

 広井良典がより詳しい議論をしているので、参考のために見ておこう 30)。広井によれば、「定常型

社会」には次の三つのレベルがある。第一のレベルは、マテリアルな（物質・エネルギーの）消費は

一定となり安定しているが、経済そのものとしては成長を続けている社会である。この社会では、消

費や経済の情報化、つまり、物そのものよりデザインなどに主たる関心が向けられるような「情報の

消費」や、「ＩＴ化」などが進んでいる。第二のレベルは、経済の「量的拡大」を基本的な価値・目標

とせず、「質的変化」に主たる価値が置かれる社会である。この社会では、「時間の消費」、つまり余暇

やレジャーに関わる消費、ケアに関わる消費、資格取得などの自己実現に関わる消費といった消費の

あり方が見られる。第三のレベルは、「変化しないもの」、「永続的なもの」、つまり自然、コミュニテ

ィ、伝統行事や芸能といったものにも価値を置くことができる社会である。第二のレベルの「時間の

消費」があくまでも貨幣の授受を伴う市場経済の内部で展開するものであるのに対して、第三のレベ

ルは、市場そのものからはみ出ていく「根源的な時間」、つまり「コミュニティの時間」、「自然の時間」

といったものに注目する社会である。 
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 地球には限界があるということは事実であるし、人口増加や環境汚染といった現象は現代社会にお

いて深刻な問題となっている。そうしたことを考えると、人口増加と経済成長に対して警告を発し、

「均衡状態の世界」という未来の社会像を明示したという点で『成長の限界』には重大な意義がある

と言える。 

 しかしながら、『成長の限界』の議論は、地球が現在まさに憂うべき危機的状態に達してしまってい

るという認識の下に、人口増加と経済成長に対する緊急かつ根本的な対策を実施すべきであると主張

することによって、逆に深刻な問題を引き起こしているように思われる。まず、『成長の限界』におけ

る世界状況の記述が正確なものかどうかという問題がある。これについてはすでに本論第４節で述べ

た。地球が現在まさに危機的状況にあるのかどうかを確定することは極めて困難なことであると言え

るであろう。 

次に、『成長の限界』における次の論述に着目しよう。 

 

  〔『成長の限界』の一部をなす「ローマ・クラブの見解」の〕起草の際私が強く主張したのは、経

済開発の遅れた国の現状が固定化されることのないよう、先進国が成長を減速させると同時に
、、、

、

発展途上国の成長率を引き上げ、少なくとも人間らしい生活が可能な水準に早く到達できるよう

援助を拡大しなければならないという点であった。・・・・・・一方、人口については、先進国と

発展途上国の双方でその増加を減速し、できるだけ早い機会に、ゼロ成長にもっていくことが望

ましい 31)。 

 

 ここには、『成長の限界』の基本的方針が示されている。これについて次の二つの論点を引き出すこ

とができる。第一に、先進国の経済成長を減速させると同時に、発展途上国の経済成長率を引き上げ、

少なくとも人間らしい生活が可能な水準に到達できるよう援助を拡大すべきだと主張されているが、

次の点が問題となる。すなわち、先進国の経済成長を減速させるとなると、発展途上国の経済成長率

の引き上げ、発展途上国の国民の生活を向上させるための経済援助ははたして可能なのかという問題

である。先進国はそうした経済援助を行う余力を失ってしまうのではないか。もしそうなれば、先進

国だけが生き残るということになってしまいかねない。 

 第二に、もし先進国による発展途上国への経済援助が可能だとしたら、それはどの程度までなされ

るのであろうか。少なくとも人間らしい生活が可能な水準に到達できるよう援助を拡大すべきだと言

われているが、「人間らしい生活」とは、人間にとって最低限の基本的要求を満たす程度の生活であろ

うか。これに対して先進国の人々の生活はどの程度のものになるのか。もし発展途上国の生活水準が

最低限度に止まるのに対して、先進国の生活水準がそれよりも高い（あるいははるかに高い）状態で

経済の「ゼロ成長」が実現されるとするなら、そこには発展途上国と先進国の間の格差が固定される

ことになるだろう。『成長の限界』では確かに、世界の富を公平に分配すべきこと、世界中の国の経済

発展の現状を凍結してはらないことが言われている 32)。しかし、問題は、人口と経済の「ゼロ成長」

を通して「均衡状態の世界」を実現することと、発展途上国と先進国の間の経済的格差を是正すると
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いうことは別のことであるという点である。先進国の社会だけに都合のよい形で「均衡状態の世界」

を実現させようとする可能性もあるのである。 

 以上の点を考慮した時、私たちが取るべき道として、一つの問題を一気に解決しようとするのでは

なく、全体との関係を念頭に置きながら漸進的に問題の解決へと導いていくという方法が浮かび上が

ってくる。それは、人口問題や南北問題を含めた様々な問題の全体に目配せをしながら、問題に重み

付けを与えることによって問題間の優先順位を決めて、徐々に問題の解決を図っていくという方法で

ある。つまり、人口問題／南北問題についての段階を追った着実な解決を目指しつつ、持続可能な社

会への移行を実現するよう努力していくという姿勢が求められるのである 33)。 

 本論の「はじめに」において述べたように技術者が地球的視野を持つべきだとするなら、技術者に

もまた同様の姿勢が求められであろう。特に、「人口増加」と相関関係にある「経済的豊かさ」に科学

技術が深く関わっているという点からしても、人口問題／南北問題と技術者のつながりが見えてくる。

なるほど、持続可能な社会の建設という問題、人口問題／南北問題は人類全体にとっての問題である

が、技術者は技術者独自の立場からこれらの問題の解決に寄与できるのではないだろうか。 

 それでは、その貢献とはどのようなものか。例えば、人口問題／南北問題の解決のためにはエネル

ギーが欠かせない。しかし、エネルギーを維持するにしても、持続可能な社会を実現するためにはこ

れまでのように石油を使い続けるわけにはいかない。つまり、必要なエネルギーを維持すると同時に、

石油依存からの脱却が必要となるであろう。そこで今注目されているのが太陽光発電である。しかし、

太陽光発電には、製造コスト、エネルギー効率といった問題の他に、太陽電池製造に石油エネルギー

を使用しているという問題がある。技術者には、単に製造コストを下げ、エネルギー効率を上げると

いう課題のみならず、石油を使わずにエネルギーを確保するという難問の解決が求められているので

ある。この難問の解決法の一つとして、原子力発電によって太陽電池を製造するというアイデアがあ

る 34)35)。それによると、太陽電池製造に必要なシリコンやアルミニウムなどが手に入りやすい僻地に

原子炉を設置し、その原子力発電で生み出したエネルギーを使ってただひたすら太陽電池だけを生産

する。製造された太陽電池が溜まったら、その太陽電池を使って太陽電池を製造する施設を立地の良

い場所に建設する。このようにして、十分の量の太陽電池が生産できれば、原子力発電所は必要なく

なり、廃炉にしていくことができる。 

 このアイデアがうまく実現できれば、効率よくかつ迅速に太陽電池を生産することができるであろ

うし、エネルギーを生み出す上で石油を使う必要がなくなるであろう。しかし、それを実現するため

には、多くの克服しなければならない問題があるであろう。そうした問題の中には技術者が関わるべ

き問題も含まれている。また、このアイデアよりも優れたアイデアがあるかもしれない。そうしたア

イデアを生み出すにも、またそれを実現するにも、技術者の力が求められるのである。 

 技術者は単にモノづくりをする者でも、省エネの売れ筋商品をつくる者でもない。地球的視野とい

う倫理的視点から、人口問題／南北問題についての段階を追った着実な解決を目指しつつ、持続可能

な社会への移行を実現するという目標を達成するために技術者は技術者独自の貢献をすることができ

ると思われるのである。 
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７．おわりに 

 

 技術者は、地球的視野から物事を考える能力が必要であると言われる。その能力は単に、国際的場

面の困難な状況において適切に倫理規程を適用して、うまく物事を処理していく力のみを意味するの

ではないだろう。地球的視野を持つということは、持続可能な社会の建設という視点を念頭に置きつ

つ人口問題／南北問題と関わっていくということをも含んでいるのである。しかし、技術者倫理の分

野においてこの点についてまだまだ十分に議論されていないのが現状であろう。本論の議論が、その

現状を変えるための一つのきっかけとなれば幸いである。 
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   The purpose of this paper is to point out that engineers have responsibility to get concerned with the 

problem of population growth and the North-South problem. First, the paper analyzes the concept of ‘global 

perspective’ in contemporary engineering ethics. Second, it shows the relation between global perspective, 

sustainable society, the problem of population growth and the North-South problem. Third, it argues that there 

is a very close correlation between the explosion of population in developing countries and the increase in 

wealth of developed countries. Finally, the paper suggests an outlook for a possible solution to the problem of 

population growth and the North-South problem and sustainable society and argues that engineers have to do 



沖縄高専紀要 第 4号（2010） 

 

with the outlook. 

Keywords: Engineering Ethics, Global Perspective, Sustainable Society, Population Problem, North-South 

Problem 





沖縄工業高等専門学校紀要 第 4 号：p.53-60，2010  

ISSN：1881-722X  

 

プラズマ溶射の粒子飛翔状態とスプレーパターンの測定 

 

 

＊屋良朝康１，宮藤義孝 1，真鍋幸男２ 

 

 １技術支援室，２機械システム工学科 

 

 

要旨 

 

溶射は高速で幅広い溶射材料を基材に 20μm～数 mm の厚さで被覆でき、低コストで新しい機能を付

加した部品が製作できることで注目されているコーティング技術である。しかし、溶射時のパラメータ

と目的に応じた被膜形成の関係は複雑であり、特に品質に影響を与える施工パラメータの変化による溶

射現象の解明は重要な研究課題である。本報では、目的に応じた溶射被膜を形成する溶射条件を決定す

るための基礎データとして、大気プラズマ溶射で溶射材にステンレス鋼 SUS316L（粉末）を用い、電流

値 600A、溶射距離 150mm とし、溶射材供給量を 16.7g/min でプラズマジェット上方より供給し、プラ

ズマガスに Ar（50 l /min）のみの場合、Ar（50 l /min）＋H2 （5 l /min）の混合ガスとした場合のプラズ

マジェット内の溶射材の粒子温度及び粒子飛翔速度、並びに被膜形成特性の基礎となるスプレーパター

ンを測定した。混合ガス Ar＋9.1％H2の場合、純 Ar に比してプラズマジェットの長さは増大して発光強

度は 3.9 倍となり、プラズマジェット内の粒子の温度は 37％高く、速度は 14％増加する。また、電圧値

は 72％高くなることが分かった。スプレーパターンの測定結果では、形成される被膜の中心位置（被膜

厚さ最大位置）は、いずれのプラズマガスの場合もガンの中心位置から左斜め下に変位する。被膜の厚

さは Ar のみの場合の 1.3mm に対し、混合ガスの場合は 2.4mm と増加するが、変位量及び被膜形成領域

は混合ガスの場合が小さいことが分かった。 

キーワード：大気プラズマ溶射、粒子温度、粒子速度、スプレーパターン 

 

1 緒言 

 

プラズマ溶射とは表面加工技術の一種であり、金属、セラミックス、プラスチックと極めて幅広い溶

射材を対象に高速で被覆できるコーティング技術として産業界で幅広く利用されている。部品に新しい

機能（付加価値）を創生する技術として注目されており、形成される溶射被膜の厚さは 20μm～数 mm

まで可能である。しかし、溶射において、密着強度が大きく、厚さが均一で、気孔の少ない緻密な高品

質被膜の形成が課題となっている１）。 

溶射プロセスにおいては被膜品質に影響を及ぼす因子としては溶射粒子の材質と粒度分布、プラズマ

ガスの種類と流量、アーク電流値、基材の表面粗さ、溶射ガンの設置と移動速度などの施工パラメータ

がある。これらの因子がプラズマ温度・流速、溶射粒子の温度・飛翔速度・スプレーパターン（飛翔粒
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子の空間分布）、空気の巻き込み率、基材への粒子付着形態、ヒュームの発生状況などの溶射現象に影

響を及ぼし、これらの溶射現象が最終的に溶射膜の密着強度、気孔率、付着粒子の酸化度やヒュームの

巻き込み状態等の被膜品質に大きな影響を及ぼす。しかし、これらの施工パラメータと溶射現象と被膜

品質の関係は複雑であるため十分に解明されておらず、とくに品質と操作パラメータを結ぶ溶射現象の

解明は重要な研究課題である。 

本校には 6 軸の多関節ロボットを用いて減圧プラズマ溶射(VPS : Vacuum Plasma Spraying)及び大

気プラズマ溶射(APS : Atmospheric Plasma Spraying )が多様な環境下で施工可能な機器が導入され、

また、従来困難であったプラズマジェット内の飛翔中の溶射粒子速度と温度の同時計測が可能な計測装

置（粒子モニタリング装置：Accuraspray-g3）も導入できた。このような現状にかんがみ、本報では溶

射材にステンレス鋼 SUS316L を用いた大気プラズマ溶射で、プラズマガスとして Ar（アルゴンガス）

のみの場合と、Ar＋H2（アルゴンガス＋水素ガス）の場合で実験を行い、Accuraspray-g3 により溶射粒

子温度及び飛翔速度を測定するとともに、基材に付着した被膜によりスプレーパターンを調べ、施工パ

ラメータと溶射現象の関係を明らかにし高品質被膜形成条件解明のための基礎とした。 

 

2 実験及び測定方法 

 

 プラズマ溶射は図１に示すように、溶射ガンの陰極と陽極間にプラズマアークを発生させ、ここにプ

ラズマガスを通過させることにより高温・高速のプラズマジェットをガン外に噴出させ、添加した溶射

粒子を溶融させながら基材に付着させる方法である。このためプラズマガスは以下に示すようにアーク

現象と溶射現象に強い影響を及ぼすことが知られている２）。 

（１） 一次ガス 

・Ar を用いる場合、プラズマの発生及び安定性が良い（一般に使用）。 

・N2を用いる場合、安価ではあるがプラズマ起動性、及び安定性がやや低下する。 

（２） 二次ガス 

・H2やHe などの拡散速度の速いガスを用いる場合、微量の添加でもアーク電圧が増大し、   

 プラズマジェット温度や溶射粒子温度が上昇する傾向がある。  

・H2は安価であるうえに、アーク電圧が上昇しやすく還元性を有する（溶射粒子の酸化を防止 

 し易い）。 

 そこで、本実験では安定にアークを発生しつつ熱源の高温化と溶射粒子の高品質化に有望と考えられ

る Ar（一次ガス）と H2（二次ガス）混合の混合ガスを使用し、これまでの研究では十分把握できてい

ないプラズマガス組成とアーク電圧、プラズマジェット温度、粒子飛翔速度の関係を調査した。 

 

2.1 実験装置 

 本溶射装置は Sulzer Meteco 社製で、溶射ガン（F4-VB・φ6mm）が ABB 社製のロボットに取り付け

られている。図１に溶射の概略図を示す。溶射ガンは、タングステンの陰極と銅の陽極から構成され、

イオン交換水で冷却される。ガンは絶縁体を介してロボットアームに固定されており、溶射速度と基材

の形状よる動作をロボットプログラムにより制御する。電流値、プラズマガス流量及び粉末の溶射材供
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給量などの溶射プロセスは制御盤により設定する。なお、本溶射装置では、電圧値は電流値、プラズマ

ガス、電極の状態に依存する。プラズマガスとして一次ガスの Ar、二次ガスの H2が設定した一定流量

で供給される。粉末状の溶射材はアルゴンをキャリアガスとして用いた専用の供給装置から、キャリア

ガスに同伴されプラズマジェットへ供給される。供給量はキャリアガスの流量と供給装置のディスクの

回転速度で決定され、操作は制御盤により行う。また、供給装置は粉末の乾燥のために電気ヒーターに

よる加熱が可能で、40 ℃～60 ℃の範囲で一定温度に保持できる。 

 

 

2.2 実験方法 

 大気プラズマ溶射へのプラズマガスの影響を調べる実験は、Ar のみの場合、Ar＋9.1%H2 の場合で実

験を行い、プラズマジェット内の溶射材の温度と飛翔速度３）を Accuraspray-g3４）により測定した。溶射

材はプラズマへジェットの上から鉛直下向きに導入した。 

被膜形成特性の基礎となるスプレーパターンを調べる実験は、基材の一般構造用圧延鋼材 SS400（長

さ 420 mm×幅 120mm×厚さ 3mm）にブラストに

よる粗面化加工を施し、溶射ガンから基材まで

の距離（溶射距離）は 150mm で溶射材 SUS316L

（粉末 10～44μm）を 10 秒間溶射した。 

 

2.3 実験条件 

本実験では、溶射被膜の形成へのプラズマガ

スの影響を調べるため、電流値 600A、溶射材供

給量 16.7 g/min、溶射材キャリアガス流量 3.5 l 

/min の一定値で、Ar（50 l /min）のみの場合と一

次ガス Ar（50 l /min）、二次ガス H2（5 l /min）と

Primary gases: Ar 

Secondary gases: H2  Cooling water Plasma 

gases 

+ – 

Insulator 

Plasma Jet  

Anode ( Copper ) 

Current : Variable (up to 1000 amps) 

Voltage range : 25 – 100 V (depending on Plasma gases)   

 

Cathode ( Tungsten ) 

Carrier gas and Powder 

Coating 

Substrate  

 

Fig. 1 The schematic view of plasma thermal spraying  

Table 1 The condition of thermal spraying 

 

 Unit Value 

Current A 600 

Spray distance mm 150 

Powder supply g/min 16.7 

Flow rate of  

carrier gas 
l /min 3.5 

Substrate (SS400) mm 450×120×3 

Flow rate of Ar l /min 50 

Flow rate of H2 l /min 5 
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した混合ガス（Ar＋9.1%H2）の場合について実験を行った。表１に溶射条件を示す。 

2.4 測定方法 

本実験で使用した Accuraspray-g3 は制御用コンピ

ュータとカメラから構成されている。ガン中心に高

さを合わせて水平方向に 200mm、ガン先端より

80mm の位置に Accuraspray-g3 を設置する。図２に

溶射ガンと Accuraspray-g3 の配置を示す。測定領域

は直径 3mm、深さ方向 25mm であり、温度、速度、

相対強度の測定範囲及び測定精度を表２に示す。二

つの信号の類似性を確認するために使われる相互相

関の値（0～1 の範囲）を本装置では 0.6 以上に設定

することで粒子状態の正確な測定が可能となる。本

実験においては、相互相関の値は 0.9 であった。 

図３に Accuraspray-g3 によるプラズマジェット内

粒子の測定結果を示す。横軸は時間、縦軸は測定信

号を示し、上が検知器１、下が検知器２の結果であ

る。本装置のデュアルファイバー光学素子はプラズ

マジェット内流れ方向の二点において溶射材粒子の

流れを観測する。検知器１（A）と検知器２（B）間には距離があり、検知器２で検知された信号にはΔ

T の遅れが生じる。測定点間（A-B 間）の距離は一定であり、測定されたΔT から速度の計測を行う。 

溶射材粒子温度測定は近接した二つの異なる波長においてフィルターすることで、二波長最高温測定

Fig. 3 The velocity measurement principle 

Detector１ A 

B 

ΔT 

Detector２ 

Table 2 The measurement range and precision 

Unit Range Precision 

Temperature K 1173 ~ 4273 1 ~ 2 % 

Velocity m/s 5 ~ 1000 0.5 % 

Intensity 0.5 % 

Fig. 2 The position of Accuraspray-g3 

GUN 

Accuraspray-g3 

80 

200 

Plasma 

jet 

Substrate 
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原理によって平均溶射材粒子温度を測定することができる。これは、粒子の放射率が近接した二波長間

では同一であると考えられるためである。 

 

3 実験結果 

 

3.1 プラズマアークと溶射粒子の現象 

表３にガン先端より 80mm の位置におけるプ

ラズマ相対発光強度、溶射材の粒子温度、粒子飛

翔速度及びアーク電圧の測定結果、図４にはプラ

ズマジェットの撮影結果を示す。 

 

(1) アーク電圧への影響 

 H2は原子量の最も小さい２原子ガスであり解離電圧が 4.4 eV５）と低く拡散速度が大きいため、単位ア

ーク長さあたりのアーク電圧である電位傾度は Ar の 20 倍６）と極めて大きい。このためプラズマガス中

に H2を添加すると微量でもアーク電圧を大きく増大させることが知られており、純 Ar ではアーク電圧

は 35.3 V であったが、Ar＋9.1％H2の混合ガスではアーク電圧は 60.8 V と 72 ％も増加した。 

 

(2) プラズマ発光強度（温度）への影響 

 図４に示すプラズマジェットの発生状況を比

較すると、図(a)の純 Ar の場合に比べ図(b)の Ar

＋9.1％H2 混合ガスではプラズマジェットの発光

強度が強くなり、またジェット流の発光部の長さ

も著しく長くなっていることが分かる。一方、プ

ラズマ温度に強く関連するプラズマの発光強度

（相対強度）を測定した結果では、Ar では 35 に

対し混合ガスでは 136 と約 3.9 倍も増加した。こ

の原因としては、H2 を添加したときのアーク柱

へのエネルギー供給量はアーク電圧増加量に比

例して増加すること、また、拡散速度の大きい H2 を添加することにより熱損失が大きくなるが、これ

を最小とするようアークが緊縮するサーマルピンチ効果が発生することにより、緊縮したアーク柱に大

きなエネルギーが投入されるので発光強度（プラズマアーク温度）は上昇したものと考えられる。 

 

(3) 溶射粒子温度  

 溶射粒子温度の測定結果では純 Ar の場合 2319 K、H2混合ガスの場合は 3178 K となり、温度は約 1.37

倍に増加した。アーク部においても黒体放射則が成立すると仮定すると、発光部の温度は放射光量の 1/4

乗に比例する。ここで前述の光量比の 1/4 乗を計算すると 3.91/4＝1.4 となり、温度の増加率 1.37 と近似

している。以上のことより、２波長温度計での測定温度（絶対値）の精度については議論の余地もある

Table 3 The result of experiment 
 

 
Unit 

Plasma gases 

Ar Ar + H2 

Intensity  35 136 

Temperature K 2319 3178 

Velocity of particle m/s 198 226 

Voltage V 35.3 60.8 

 

 
(a) In case of Ar 

 

 
(b) In case of Ar+9.1%H2 

 

Fig. 4 Plasma Jet 
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が、発光強度から推定した温度の変化率と２波長温度計から推定した溶射粒子温度の変化率は比較的良

い対応性が認められることがわかった。このことより、施工パラメータが変化したとき、溶射粒子温度

（溶射現象）がどの程度変化するかを推定する手段としては、２波長温度計は有望と考えられる。なお、

この相関度については今後多くのデータを採取し確認する必要がある。 

 

(4) 溶射粒子飛翔速度 

 ガンの軸方向の溶射粒子速度は、混合ガスの場合は 226 m/s となり、純 Ar の場合の 1.14 倍に増加し

た。この原因としては、H2を混合することにより前述のように投入エネルギーが増大しプラズマ部の温

度が増大して作動ガスの膨張率が大きくなるため、プラズマジェット流速が増大するためと考えられる。

また水素混合によりアークが緊縮すると陰極部から陽極部に向かう電磁圧力差が強まりプラズマ気流

の流速が増加することも一因と考えられる。 

 

3.2 スプレーパターン 

 図５にプラズマガスとして純 Ar の場合のスプレーパタ

ーンを示す。●印はガン位置、○印は溶射被膜の中心（被

膜が最も厚い位置）を示す。被膜厚さは 1.3 mm である。本

装置はガン位置より被膜中心は下に 5 mm、左に 5 mm 変位

していることが分かった。本溶射装置による被膜形成にお

いては、ガン位置より、左斜め下の被膜が厚くなり、ガン

位置の被膜は薄くなることを知ることができた。混合ガス

の場合、被膜厚さは 2.4 mm、被膜中心はガン位置より下 3 

mm、左 3 mm に変位している。溶射膜を目視で判断し、被

膜領域を円形と仮定して算出した被膜面積も混合ガスの場

合は Ar のみに比して約 25%小さくなる。この原因として、溶射粒子はプラズマジェットの上方よりキ

ャリアガスに乗せて添加されるため、スプレーパターンの中心位置はガン中心より下方にできやすい。

また、左側に中心が移動しているのは、ロボットアームへのガンの取り付け状態及び電極の状態による

本装置固有の特性と考えられる。しかし混合ガスでは、前項で示したように粒子飛翔速度（ガンの軸方

向移動速度）が Ar に比べ増加するため短時間で基材に衝突し、上下方向の変位量が低減したものと考

えられる。また上下方向の変位が全般的に減少するため、被膜形成領域が狭い範囲に集中し、最高皮膜

厚さが増大したものと考えられる。このような現象は、皮膜形成領域の制御性を増大させるとともに、

金属溶射粒子の酸化度を低減させるなどの点で有利である。 

 

4 結論 

 

 本校に導入されている溶射装置（Sulzer Meteco 社製、溶射ガン：F4-VB・φ6mm）を用いて大気プラ

ズマ溶射実験を行い、溶射現象解明の基礎としてプラズマガス組成がプラズマジェットの発光強度、溶

射粒子の飛翔速度・温度及びスプレーパターンに及ぼす影響度を計測し、以下の結論を得た。 

 

Fig. 5 Splay pattern of Ar 
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(1) Ar＋9.1％H2混合ガスの場合、純 Ar に比してプラズマジェットの発光強度、長さは増大する。 

(2) Ar＋9.1％H2混合ガスの場合、純 Ar に比してプラズマジェットの発光強度は 3.9 倍であり、粒子温

度は 37％高くなり、溶射粒子速度は 14％大きくなる。また、電圧値は 72％高くなる。 

(3) いずれのプラズマガスにおいても、被膜中心（被膜の厚さが最も厚い）位置はガン中心位置から左

斜め下に変位し、純 Ar に比して Ar＋9.1％H2混合ガスの変位量は 40％小さく、形成される被膜面積

は 25％小さくなる。このとき形成される被膜のピーク部の厚さは、混合ガスの場合 2.4 mm であり、

純 Ar の場合の 1.3 mm に比べ厚くなる。 

 今後は、これらの現象と溶射被膜の密着強度、気孔率など被膜品質との関係を明らかにし、目的に応

じた高品質溶射被膜形成のための溶射条件の確立を目指す。 
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The measurement of melted particle condition in plasma jet and spray pattern 

on atmospheric plasma spraying 

 

Tomoyasu Yara１, Yoshitaka Miyafuji１ and Yukio Manabe２ 

 

１Technical Support Section, ２Department of Mechanical Systems Engineering 

 

 

In this study, the atmospheric plasma thermal spraying was tested. The experimental conditions are as follows; 

the current value 600A, the spray distance 150mm, and SUS316L (powder) were supplied from the upper side of 

the plasma jet by 16.7g/min. The argon gas (50l /min) and argon gas (50l /min) + hydrogen gas (5l /min) was used 

as plasma gases. The velocity and the temperature of the particle in the plasma jet were measured by particle 

monitoring system (Accuraspray-g3) and also spray pattern was clarified. The particle velocity and temperature of 

Ar+9.1%H2 were found 14% and 37% higher than that of Ar respectively. Ar+9.1%H2 voltage was increased 72% 
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compared with Ar. The test of spray pattern was kept spraying 10sec.. The coating thicknesses of Ar and Ar+9.1% 

H2 were 1.3mm and 2.4mm respectively. The result of spray pattern of Ar, the position of the coating center was 

observed to be displaced from the GUN position to downward 5mm and the left side 5mm. As for the spray 

pattern of Ar+9.1%H2, the same tendency as argon was observed. The value of downward and left side were 3mm 

respectively and it was observed that the coating area of Ar+9.1%H2 was found 25% smaller than that of Ar. 

Key word: Atmospheric plasma spray, Particle temperature, Particle velocity, Spray pattern 
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A Relative Constellation Error Calculation Model for Radio-over-Fiber of 

Worldwide Interoperability for Microwave Access 

Koyu Chinen 

Department of Information and Communication System Engineering 

 A Relative Constellation Error (RCE) calculation model is theoretically and experimentally 

derived, for the first time, for Radio over  Fiber (RoF) system of Worldwide Interoperability for 

Microwave Access (WiMAX). The RCE fluctuates when the system performance is influenced by 

Polarization Mode Dispersion (PMD) in the optical fiber. Therefore it is very difficult to make the 

calculation model to design the received power and the RCE for the RoF of the WiMAX. But by 

constructing the system with linear characteristic components and by optimizing the modulation 

condition, it is possible to calculate the received power and the RCE.  

In full-components-configuration system of using vector signal generator (VSG), Distributed 

Feedback (DFB) laser, optical single mode fiber (SMF), optical PIN photodiode receiver, coaxial 

cables, transmitter parabolic antenna, receiver parabolic antenna, and vector signal analyzer 

(VSA), the derived theoretical RCE data coincides within 2dB with the experimental data. 

Key Words: RoF, WiMAX, RCE, PMD, PML 

The International Conference on Wireless and Optical Communications (WOC 2009), July 06-08, 

Banff, Alberta Canada, Paper 648-049 (2009) 
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Why College or University Students Hate Proofs in Mathematics? 

Mbaïtiga  Zacharie 

Department of Media Information Engineering, Okinawa National College of Technology 

905 Henoko, Nago, 905-2192, Okinawa, Japan 

Abstract: To motivate students who hate proofs to become familiar with mathematical proofs and to help mathematics 

teachers how to practice proof education in mathematics classes, we investigated in this study the idea of mathematical 

proofs. To tackle this issue, the modified Moore method of Texas University and a new method (called Z.Mbaïtiga 

method) are introduced following by two cases of studies on proof of triple integral. Next, a survey is conducted on 

fourth grade students on which of the proposed two cases studies they easily understand or they like. The result of the 

survey indicated that more than 95% of the students have chosen the case study 2 where all theorems involved in the 

proof construction are explained in details. From this study we have learned that mathematics teachers have to be very 

careful about the selection of proofs to include when introducing topics and filtering out certain things which can 

obscure important ideas. 

Keywords: Why proofs, mathematics proofs, moore and  z. Mbaïtiga methods 

Proc. of the 14th Asian Technology Conference in Mathematics (ATCM2009), pp: 135-145, China, Dec 17-21, 2009 

2009 Science Publications Journal of Mathematics and Statistics, Vol. 5, Issue 1, 32-41, 2009, New York  
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Foreign Aid and Japanese Diplomacy 
 

 

Tsukasa Takamine 

Okinawa National College of Technology 

 

During most of the 1990s Japan was the world’s largest provider of foreign aid, or known 
widely as official development assistance (ODA). However, in 2001, for the first time since 

1992, Japan lost its position as the biggest bilateral donor, in volume terms. According to the 

latest figures by the Organization for Economic Cooperation and Development (OECD), in 

2007 Japan was the fifth largest bilateral donor after the United States, Germany, France and 

the United Kingdom as you can see from the Graph 1 presented here. In fact, in the same year 

Japan’s ODA disbursement in net terms (about US$7.7 billion) was about only one third of 

that provided by the United States (about US$21.8 billion) (OECD, 2008).1 With respect to 

multilateral aid provision,2 in 2008 Japan was ranked outside the top-ten position among 
donor nations although it had steadily kept the top-three position throughout the 1990s. 

Furthermore, according to the director of the Economic Cooperation Bureau of the Japanese 

Ministry of Foreign Affairs (MOFA), which controls most of aid budget, Japan’s annual ODA 

budget has sharply decreased by about 40 percent over the past decade (Kidera 2008). 

 

 

Graph 1: Major DAC Member’s ODA, 1998-2007 (net disbursement, US$ million)   

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

U
S
$ 

m
ill

io
n

Year

Major DAC Members' ODA, 1998-2007 (net disbursement) 

US

Germany

France

UK

Japan

Netherlands

Spain

 



Bulletin of Okinawa National College of Technology, No.4 (2010) 

Japan’s ODA budget cut in the 2000s is a sign of increasing public concern about the 

efficient and effective use of ODA, in light of the decade-long recession between 1992 and 

2001 that resulted in the large scale fiscal deficit and rising unemployment. Moreover, the so-
called the Koizumi Reform implemented during the first half of the 2000s under the strong 

leadership by then Prime Minister Koizumi Junichirō (2001-2006) led to consistent and large 

decreases in Japan’s overall ODA budget.3 This reform that aimed at revitalizing Japanese 

economic strength through a series of radical administrative and fiscal reforms, did not allow 

Japanese aid agencies to escape from being a target of budget cut.  

 

Given the negative developments on the ODA budget, Japanese foreign policymakers are 

now seriously concerned about the substantial demise of Japan’s diplomatic power (Kusano 
2008). Japanese foreign policymakers think that Japan is losing not only its status as an aid 

superpower but also a crucial foreign policy instrument that has been available for the country 

over the past half a century. These concerns were clearly expressed in a panel cession I 

attended at an annual conference of the Japan Association of International Relations (JAIR) 

which was held in October last year in Tsukuba. Main participants for the cession included 

prominent Japanese scholars Kusano Astushi, Fujiwara Kiichi and Iokibe Makoto, Kokubun 

Ryōsei and Tanaka Akihiko as well as Ogata Sadako who is the current President of Japan 

International Cooperation Agency (JICA). That is, the actual implementation agency of 
Japanese foreign aid programmes in recipient countries.   

 

Now, the question arises as to what do Japanese foreign policymakers exactly mean when 

they claim that ODA has been, and still is, a foundation of postwar Japanese diplomacy. This 

study basically seeks to answer that question by looking at a case of Japan’s ODA provision 

to China. More particularly, it investigates the complex policy objectives of Japanese ODA to 

China from the 1980s onwards and the broader interests behind it, in order to clarify roles and 

significance of foreign aid within Japan’s overall diplomacy.  
 

 

Foreign Aid and Diplomacy 

 

Before getting into details of Japan’s ODA to China, I would like to briefly talk about 

relationships between “foreign aid” and “diplomacy” by looking at definition, concept, and 

practice of ODA presented by previous studies in the field. 

 
As the Development Assistance Committee (DAC) of the OECD defines clearly, ODA is 

concessional funding provided by official agencies of developed countries for the purpose of 

developing economy and promoting welfare of developing countries (Poats 1986). The 

normative expectation behind ODA, which is also emphasised by the DAC, is that ‘rich 

governments should provide economic resources to poor ones while leaving aside any 

commercial, political, and strategic considerations in order to maximise their developmental 

impact (Arase 1995).’ Despite this expectation, however, donor countries are in practice 

strongly interested in how and for what purpose their money and other resources are used in 
recipient countries. In fact, ODA is not ‘an end in itself’ but is ‘an integral component’ of the 

foreign policy of donor countries (Morgenthau 1962). Unlike trade and foreign direct 

investment, which are primarily transactions by private businesses, ODA, whose source of 

funds is mostly taxpayers’ money from donor countries, can hardly be separated from the 

foreign policy of the donor countries. ODA policies of major industrialised countries are 
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largely ‘influenced by different combinations of foreign policy interests (Schrader, Hook and 

Taylor 1998).’ 

 
Some analysts emphasise the importance of cultural influences on Japanese and Western 

aid activity, particularly in terms of motivation. With reference to the different socio-cultural 

contexts in Japan and Western countries, for example, ‘the sense of noblesse oblige which 

forms an important part of the rationale of the aid programs of the West is said [by some 

observers] to be absent from that of Japan (Wright-Neville 1991; Nakane 1972).’ This 

distinction between Japanese foreign aid, which is supposedly self-serving, and that of the 

West, which is said to be based on noblesse oblige, is, however, easily challenged by many 

empirical cases of Western foreign aid activity. For examples, France has used a significant 
amount of its ODA for the purpose of French-language education in its former colonies in 

Africa to maintain its cultural influence over these countries (Schrader, Hook and Taylor 

1998). From the late 1970s to the late 1990s, the United States directed between 30 and 40 per 

cent of its total foreign aid to “only two countries” - Israel and Egypt – each of which is a 

very important country for US Middle East strategy (Clarke 1997; Inada 1987). One 

Australian official admitted that Australia’s aid to China is a very useful tool to promote 

Australian firms’ commercial interests in China (Levy 1993). Therefore, the concept of 

noblesse oblige cannot explain the political, strategic and commercial interests clearly visible 
behind these Western countries’ foreign aid activities.  

 

Humanitarianism surely is one of the philosophical motivations of donor nations in giving 

foreign aid, and every year a considerable amount of Western and Japanese ODA funds is 

used for the purpose of emergency and poverty relief, food production, education and medical 

help in many developing countries (Sawada and Yamada 2003). However, while 

humanitarianism may not be the least important objective of Western and Japanese ODA 

policies, it is almost certainly not the prime motivation (Mesquita and Smith 2009). On the 
basis of their comparative analysis of American, Japanese, French and Swedish aid flows, 

Schrader, Hook and Taylor conclude that ‘our findings discounted the role of humanitarian 

need in the aid policies of these industrialised democracies (1998).’ In reality, it is very 

difficult for donor governments to implement aid policies on a humanitarian basis when those 

governments are operating in the competitive global sphere. In actual practice, ODA can 

serve a variety of foreign policy objectives. In short, it is a ‘flexible but widely misunderstood 

policy instrument.’ Further, as David Arase observes, ‘because it is so flexible, it is 

impossible to determine without reference to a donor’s broader interests which purpose, or 
priority of purposes, will likely motivate that donor’s interests (Arase 1995).’  

 

 

ODA Policy Objectives and Underlying Interests, 1979-88 

 

During the first decade of Japan’s ODA program to China between 1979 and 1988, when 

the Cold War still dominated international relations, the political and strategic interests that 

Japanese governments pursued through ODA provision to China were first, to separate China 
“economically” from the Communist camp led by the Soviet Union; second, to support the 

domestic political power of reformist Chinese leaders; and third, to prevent China from 

becoming a chaotic and isolated country by assisting the successful implementation of the 

Reform and Liberalisation Policy, which had already placed China on the road to economic 

reform and social openness. 
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Apart from the politico-strategic interests Japanese governments also pursued certain 

considerations of economic self-interest through the provision of ODA to China between 

1979 and 1988. It was to secure a stable supply of Chinese oil and coal for Japan. In addition, 
Japan pursued trade and investment interests in China through provision of ODA funds. As 

Graph 2 illustrates, between 1979 and 1988, Japan’s ODA loan projects were concentrated on 

the development of transportation, energy and telecommunication infrastructure in China. 

These developments in turn helped promote Japanese business investments by reducing 

investment costs for those private Japanese companies that were seeking new markets. 

 

 

 

Graph 2: ODA Loan Commitments to China by Sector, 1979-2000 

 

 
 

Re-evaluation of Objectives and Interests: A Transitional Period 

 

Despite the smooth implementation of China ODA between 1979 and 1988, a number of 

international and domestic developments between 1989 and the mid-1990s encouraged 

Japanese policymakers to reassess the perceived national interests that Japan had pursued 

through China ODA policy. Such reassessment eventually led to changes in the policy 

objectives of China ODA after the mid-1990s. 
 

The Tiananmen Square Incident had significant implications for China ODA policy.  First, 

the Chinese government’s abuse of human rights in Tiananmen Square undermined Japanese 

policymakers’ idealism about modernising China, which was expected to have become more 

open and moderate. It forcefully reminded Japanese policymakers of the diplomatic and 

security risk embedded in Japan’s program of aid to China, which had, after all, supported the 

modernisation program of an authoritarian regime.  
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The profound change in the East Asian strategic environment following the end of the 

Cold War fundamentally affected Japan’s ODA policy towards China. With the decrease in 
the Soviet military threat following the collapse of the Soviet Union at the beginning of the 

1990s came the end of the de facto anti-Soviet security alliance between Japan and China 

which had existed during the 1980s. This led to a resurgence of the traditional Sino-Japanese 

strategic rivalry from the beginning of the 1990s onwards. Furthermore, China’s rapid 

modernisation and the sharp increases in its military expenditure since the beginning of the 

1990s caused consternation among Japanese policymakers about China’s intentions in the 

region (Gaimushō Chūgoku-ka 2000). These dramatic changes in Sino-Japanese strategic 

relations contributed to a reconsideration of the policy objectives of Japan’s China ODA and 
the strategic interests behind it.  

 

Not only have changes in perceptions of China among Japanese policymakers and 

academics affected China ODA policy, but the related attachment of clear political conditions 

to Japanese ODA provision in 1992 has also significantly changed the ODA approach to 

China. With the launch of an ODA Charter in 1992, Japan made the political and strategic 

aims of its ODA evident. The Charter began to be used as a critical diplomatic instrument to 

check China’s military development and disruptive military behaviour in the East Asian 
region. 

 

In addition to these external and internal developments, another crucial development 

within the process of Japan’s ODA policymaking also contributed to fundamental changes in 

China ODA policy objectives. That is, the shift in the balance of China ODA policy-making 

power from Foreign Ministry bureaucrats to LDP parliamentarians, which became evident in 

the first half of the 1990s. This shift has significantly changed the perception of what Japan’s 

political, economic and strategic interests are in relation to China, and therefore it has 
produced changes in the implementation of Japan’s China ODA policy.   

 

 

New ODA Objectives and Interests, from the mid-1990s onwards 

 

Since the mid-1990s, the integration of the Chinese economy into the market-based global 

economic system, particularly into the World Trade Organization (WTO) framework, has 

been a further policy goal of Japanese ODA to China. The reason for Japan’s efforts to 
incorporate China into the WTO framework was to encourage China to respect global 

economic norms and rules and base its behaviour on them. China eventually became WTO 

member eight years ago.  

 

Since the mid-1990s, Japanese governments have changed the major target project areas 

of China ODA. Instead of industrial infrastructure development, the new focus is on 

environmental and social infrastructure development. More particularly, the major project 

areas of Japanese ODA loans have shifted from the traditional areas of railways, ports, power 
plants, water supply, and sewerage construction to environmental protection, the 

improvement of food production and the development of inland provinces.  
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Conclusion 

 
The various policy objectives pursued by Japan’s ODA to China, I have just explained, 

illustrate the striking flexibility of Japanese foreign aid as a diplomatic instrument. Now, in 

conclusion I would say that foreign aid has undoubtedly been a foundation of postwar 

Japanese diplomacy in the sense that it has functioned as a very useful non-military strategic 

instrument in promoting Japan’s broad diplomatic, economic and security interests in relation 

to recipient countries. In the end, provision of foreign aid is a proactive foreign policy on the 

part of Japan, which has the option of using its large economic and technological capability 

for the purpose of engaging recipient countries, and which on the other hand has significant 
domestic and external constraints on its freedom of action in security matters. This is why 

Japanese foreign policymakers are now so fearful about the sudden demise of Japan’s aid 

power in the first decade of the 21st century. 
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1 For more details about ODA net disbursements by the major DAC countries (top seven 

donors) between 1998 and 2007, see Graph 1 in Appendix. 
2 The system under which donor countries provide funds to international aid organizations, 

which then channel the aid to developing countries, is called multilateral aid. 
3 In this paper Japanese and Chinese personal names are given in the conventional way, with 

surnames first followed by given name (e.g., Koizumi Junichirō and Deng Xiaoping).  
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Abstract 
A mist flow which is an air flow with water-drop mixed may be suitable for rapid cooling. This paper shows how 

heat transfer was enhanced due to that the small quantity water-drop was vaporizing immediately near the heated 
wall, when the mist flow was spouted from entrance section of the channel. 

In the measurement of local heat transfer coefficients on a heating surface, the detailed temperature distribution 
was measured by using an infrared camera from an observation window. In the measurement of local temperature and 
humidity distribution, the detail of spatial temperature and humidity were also measured by using temperature and 
humidity sensor to observe the change of phase of mist.  

In this detail measurement result of temperature and humidity in the duct channel, the local heat transfer 
coefficient was increased at recirculation region, and reattachment region and downstream region of a backward-
facing step. It was found that the relation between the situation of evaporation and enhancement of local heat transfer 
coefficients in the channel. 
 

 

Keywords: heat transfer, reattachment point, mist flow, latent heat, phase change 
 

 

 

Introduction  

 

A mist flow which is an air flow with water-drop 
mixed may be suitable for rapid cooling [1] [2] [3]. This 
method may be more useful than that of the air flow 

only applied to move the heat from the body by the 
forced convective situation, because of the heat 
transfer enhancement with effects of the evaporation 
latent heat of vaporization in the case water-drop 
evaporates. Recently the demand of increment of heat 
transfer rate from the compact heat-exchanger has been 
required, but the method using mist flow isn’t suitable 
to apply the heat transfer enhancement in the compact 
device, because the water-drop size is large and it 
remains on the heating surface in the narrow channel. 
In present study, we proposed this method to apply for 
the compact heat exchanger without contact of water-
drop on the heating surface. Very little mist is spouted 
from entrance region of the channel and it may almost 
evaporate in the main flow. Then it flows toward 
downstream near the heating surface. At this time, the 
water-drop is assumed to disappear.  

This paper shows how heat transfer is enhanced by 
the small quantity water-drop being vaporized at the 

heated wall immediately, when the mist flow is 
spouted from entrance section of the channel. The 
method of the heat transfer enhancement by the 
separation and reattachment flow is a typical one in 
cooling system. We try to apply this method to 

improve the heat transfer in backward-facing step flow 
situation which the mist flow mixed. The reattachment 
region is surrounded by both the solid wall and 
dividing stream line. This flow situation may be 
suitable for application of heat transfer enhancement.  

Now, we show schematic diagram of the heat 
transfer mechanism by the mist evaporation is shown 
in Fig.1. When the mist flow is spouted from step 
entrance, it is evaporated in the inner layer of dividing 
stream line, where the shear stress becomes larger and 
the mixture of main flow and mist may be enhanced.  
 

Fig. 1 Schematic diagram of the heat transfer  
   mechanism by the mist evaporation 
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Experimental apparatus and procedures 

 

Figure 2 shows schematic diagram of the 
experimental apparatus. Experiment was conducted in 
a room which was regulated temperature and humidity. 
The main flow was generated by suction blower type. 
The entrance section height was H0 =10mm, backward-
facing step height H =10mm, channel expand ratio 

E.R.= (H＋H0)/ H0=2.0. The heat transfer surface was 

produced by attaching stainless steel foil of 10μm 
thickness to the wall. The heat flux q was maintained 
uniform under direct current heating. The horizontal 
axis at flow direction was labeled X and the vertical 
axis was labeled Y. Mist generator system was used 

available nebulizer, and mist flow is spouted slowly at 
step entrance. The experiment was carried out in the 

condition of Reynolds number Re=UH/ν=3054, heat 

flux q=212W/m2, and the quantity of mist M=0.07, 
0.27 and 0.30ml/min.  

Figure 2 (a) shows local heat transfer coefficient 
measurement method. To observe the time and spatial 
changes of temperature on the heating surface, the 
detail measurement of temperature was done by using 
infrared camera through the observation window 

which set up the position in back side of heating 
surface. The wall temperature was measured through 
the window at the back of heating surface as the wall 
surface temperature was equal to the balk temperature, 
because stainless steel foil was very thin. Two 
dimensional temperature distributions on the surface 
were obtained from the observation window. The 
infrared camera can’t measure the real temperature of 
the heat transfer surface, because the surface is not a 

black body. Further, infrared energy does not 
completely penetrate the poly vinylidene film. 
Therefore, the temperature measured by the infrared 
camera was calibrated by using cupper-constantan 
thermocouples of φ70μm soldered at midst on the 
back of stainless steel foil. Figure 2 (b) shows the 
spatial temperature and humidity measurement 
method. The measurement of spatial temperature and 
humidity was done by using the temperature and 
humidity sensor. A water-drop condition at over the 
heating surface was obtained by using this sensor. 
These measurement points were measured at X/H=1.5-
9.5 and Y/H=0.1-1.6.  
 
Experimental Results and Discussion 

 
Change of the local heat transfer coefficient 

distribution with various quantity of mist 
 

Figure 3 shows the change of local heat transfer 
coefficient distributions at streamwise with various 
quantity of mist. The horizontal axis is dimensionless 
number X/H. Streamwise distance X is divided by step 
height H. The vertical axis is local heat transfer 

coefficient distributions hx. The maximum points of hx 
was obtained at around X/H=8 when a mist flow did 
not supplied. Usually, in a backward-facing step flow, 
maximum heat transfer coefficient is obtained at a 
reattachment region, and minimum heat transfer 
coefficient at the recirculation region. According to 
this characteristic, the reattachment region existed 
around X/H=8, the recirculation region existed at the 
upstream from X/H=8. As shown in Fig.3, the local 
heat transfer coefficient distributions increased 
gradually up to X/H=3 and the maximum point was 
X/H=8 with a mist. Particularly, at M=0.30ml/min, heat 

transfer coefficient enhancement was 2.5 times higher 
than the case of without mist in Fig.3. The local heat 
transfer coefficient distribution increased similarly at 
downstream region from reattachment point. 

Fig. 2 Schematic diagram of experimental apparatus 

(a) Measurement of local heat transfer coefficient  
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Change absolute humidity with mist 

 

We investigated the heat transfer enhancement by 
effect of the latent heat of vaporizing when the mist 
flow is supplied. [4] However, it was difficult to 
investigate that evaporation position of the mist and 
cooling mechanism. Because we had to measure the 
state of mist in the channel and determine positions of 
evaporate. In this section, we found the region of mist 
evaporation position and assumed the cooling 
mechanism. 

Figure 4 shows spatial absolute humidity 

distribution at X/H=1.5-9.5 when the mist flow is 
supplied. The horizontal axis is absolute humidity 
ratio xwith mist / xwithout mist. The symbol xwith mist is 
absolute humidity when mist is supplied. The symbol 
xwithout mist is absolute humidity when mist is not 
supplied. The vertical axis is Y/H. The curve line in 
each figure is separating line. xwith mist / xwithout mist was 

increasing in recirculation region at X/H=1.5-4.5 as 
increasing quantity of mist. It was decreasing gradually 
to the downstream region at X/H=1.5-4.5 and 
Y/H=0.1-0.7. The spatial absolute humidity distribution 
was almost constant at Y/H =0.1-1.6 and after X/H=7.5. 
In this case, the spatial absolute humidity was 
decreasing when mist flow evaporated at upstream 
from reattachment region. This distribution is similar 
to without mist at downstream region after X/H=7.5 

 

Water-vapor pressure distribution with mist 

 

Next, we investigated that whether the mist 
remained or not at downstream region from Backward-
Facing Step. 

Figure 5 shows the partial water-vapor pressure 
distributions at X/H=1.5-9.5 when the mist flow 
supplied. The horizontal axis is ratio of partial water-
vapor pressure Pw/Ps. The partial water-vapor pressure 
Pw is divided by the saturated vapor pressure Ps at 
same measurement points. The vertical axis is Y/H. In 
the case of Pw/Ps=1.0 shows gas-liquid equilibrium, 
saturated air. When Pw/Ps is smaller than 1.0, it shows 
single-phase air. When Pw/Ps is larger then 1.0, it 
shows gas-liquid flow, super-saturation air. We could 
realize that water-drop was not exist in channel, when 
the quantity of mist was M=0.07 and 0.23 ml/min. 
because Pw/Ps was smaller than 1.0 at all measurement 
points. When the quantity of mist was M=0.30 ml/min, 
Pw/Ps was 1.0 or more at Y/H=0.4-0.7 and X/H=1.5. 
Especially, Pw/Ps was smaller than 1.0 except these 
measurement point. These results showed that these 

phenomenons were generated by the phase-change of 
mist at X/H=1.5-2.5. The phase-change of mist was 
generated little by little at X/H=1.5-2.5. Main flow 
with mist was shown as high humidity air. This 
experimental result showed that the state of flow 
changed in the case of M=0.30ml/min. Because, the 

little mist blew into the main flow and it was involved 
in a recirculation region slightly. It started the phase-
change in a recirculation region. That can be clearly 
known at X/H=3 in Fig.3.The local heat transfer 
coefficient had the value was 1.8 times in the case of 
M=0.23ml/min at X/H=3.5.  

 
Spatial temperature distributions for difference in 

the quantity of mist  
 

Figure 6 shows the spatial temperature distribution 
in the channel at each X/H when the mist flow is 

supplied. The horizontal axis is spatial temperature 
ratio Twith mist/Twithout mist. The spatial temperature Twith 

mist when the mist flow was supplied divided by the 
spatial temperature Twithout mist when mist flow was not 
supplied. At upstream region from the reattachment 
point, at X/H=1.5-7.5 and Y/H=0.0-1.0, this region is 
known as the recirculation region. The spatial 

temperature distribution for each quantity of mist was 
approached gradually to the same distribution. At 
X/H=8.5 and 9.5, at downstream region from the 
reattachment point, the spatial temperature distribution 
became the same distribution when the mist flow was 
not supplied. It is shown that the result is almost the 
same as a single phase flow of the air. The spatial 
temperature distribution at downstream region from 
the reattachment point became the dry saturated vapor. 
The main flow with the mist was cooled by latent heat.  

In this study, it is important that the spatial 
temperature near heat transfer surface is reduced by the 
latent heat at all X/H in Fig.6. However, the absolute 
humidity is a little higher than Y/H=1.0 at nearly heat 
transfer surface at downstream region from the 
reattachment point in Fig.4. The maximum point of the 
water vapor partial pressure was near Y/H=0.5 in Fig.4. 

Therefore, it is thought that the mist in the main flow 
was not able to approach near the heat transfer surface. 
The mist which has not evaporated completely was not 
able to approach to near heat transfer surface in order 
to the evaporation pressure of itself. The supply 
position of mist is at the surface of step wall and at 
Y/H=0.8.It is important to obtain the diameter and 
quantity of the mist which evaporates completely [5], 
and the supply position of optimal mist. 

 
Effect of the mist at center of streamwise direction 

 
Figure 7 shows average absolute humidity and 

spatial temperature distribution of streamwise. The 
horizontal axis is X/H. The vertical axis is humidity 
and temperature averaged value at Y/H=0.1, 0.4and 0.7 

by X/H=1.5-9.5. It was found that average humidity 
decreased rapidly as the main flow went to 
downstream. This shows that the mist has fully 
evaporated as it goes in the direction of a downstream. 
The reduction of humidity becomes no fluctuation after 
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X/H=5.5. Therefore, it is found that the cooling system 
by the evaporation latent heat of mist was useful. The 
main flow was cooled gradually by the evaporation 
latent heat of mist before X/H=5.5. The mist entered 
not only a downstream region but a recirculation 
region. Although it said also in advance that the local 
heat transfer coefficient is the maximum point at 
X/H=3 in the recirculation region and at X/H=8 in the 
downstream region in Fig.3, it could be said that the 
mainstream was fully cooled in all region. We think 
that the cooling systems differ by recirculation region 
and downstream region after reattachment point from 

this experiment result. It may have the maximum of a 
heat transfer coefficient in either a recirculation region 
or a re-attachment region by the difference in the 
quantity of mist. 

Conclusion 

In this paper, we focused on the relation between the 
local heat transfer coefficient, and the spatial 
temperature distribution and the absolute humidity 
distribution in the backward facing step flow when the 
quantity of mist was increased. The results are 
followings.  

1. Spouting mist to the main flow at entrance region,
the heat transfer coefficients were rapidly increased.
The maximum of heat transfer coefficient at
recirculation region increased in the case of mist
quantity M=0.30ml/min.

2. At downstream region from reattachment point,
the change of absolute humidity distribution was
similar irrespective of the quantity of mist.

3. On the present experiment conditions, the main
flow with mist can be treating as high humidity air.

In the case of the quantity of mist M=0.30ml/min,
this phenomenon is generated by gas-liquid
equilibrium or gas-liquid flow and mist phase-
change supervene.

4. The cooling mechanism on heat transfer surface
differs by at X/H=3 and X/H=8. It is because the
quantity of mist flowing in differs by the
downstream from the reattachment region in the
recirculation region.
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Fig. 4 Distribution of absolute humidity 

Fig. 5 Distribution of water vapor partial pressure 

Fig. 6 Distribution of spatial temperature 

Fig. 7 Average absolute humidity and spatial 

temperature distribution of streamwise 
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INVESTIGATION OF EFFECT OF PRE-STRAIN ON VERY HIGH-CYCLE 

FATIGUE STRENGTH OF AUSTENITIC STAINLESS STEELS 

 
 

* Takeshi OGAWA1, Motoki NAKANE2, Kiyotaka MASAKI3, Shota HASHIMOTO4,  
Yasuo OCHI5, Kyouichi ASANO6 

 
1青山学院大学，2日立製作所，3機械システム工学科，4ＪＦＥテクノリサーチ， 

5電気通信大学，6東京電力 

 
 

実構造物は，溶接や製造時の加工などにより予ひずみを受けていることが多い。例えば，溶接部近傍

は数十％のひずみが生じることも予想され，予ひずみ材の疲労強度を確認しておくことは，機械構造物

を安全に設計，運転する上で極めて重要である。そこで，本研究では±20％までの引張および圧縮の予

ひずみを付与したオーステナイト系ステンレス鋼による疲労試験を実施し，高サイクル疲労強度に及ぼ

す予ひずみの影響について検討を行った。また，種々の硬さ試験を行い，予ひずみ材の硬さと疲労強度

の関係について検討した。その結果，予ひずみの増大と共に，引張と圧縮の予ひずみ材には同等の疲労

強度の上昇が見られることを明らかにした。さらに，疲労強度は，従来知られているようなマクロな硬

さではなく，第一段階すべり帯き裂寸法(数十μm 程度)と同等の圧痕サイズから求められる硬さと良い

相関があるという新たな知見を示した。 

 
Journal of Power and Energy Systems,Vol.3,No.1 (2008), pp.38-50. 
 
 
 
 
 

μCT によるアルミニウム合金の疲労き裂観察と進展挙動調査（解説） 

 
 

*政木清孝 1,佐野雄二 2  

 
1機械システム工学科，2東芝 

 
 

放射光を用いたμCT 技術の応用事例として，アルミニウム合金に発生した疲労き裂の非破壊観察事

例について解説した。疲労き裂の観察手法，再構成画像に対する試験片－カメラ間距離の影響について

解説し，試験片表面を起点とする場合と，試験片内部の欠陥を起点とする場合の疲労き裂進展挙動につ

いて調査した事例を示した。また，き裂の合体・干渉挙動の調査事例，表面改質（レーザピーニング）

処理した部材の疲労き裂進展挙動調査事例を示した。 

 

非破壊検査 Vol.58, No.10, pp 439-445, (2009.10)  
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回転曲げ疲労条件下における複数き裂の進展・干渉挙動の 

放射光μCT を用いた評価 
 
 

*政木清孝 1, 佐野雄二 2, 越智保雄 3, 秋田貢一 4, 梶原堅太郎 5, 足立隆史 6, 

 
1機械システム工学科， 2東芝， 3電気通信大学，4武蔵工業大学 

 5高輝度光科学研究センター，6富士重工業 

 
 

放射光を利用したμＣＴを用いて，回転曲げ疲労におけるき裂の合体・干渉挙動について述べている。

回転曲げ疲労において，複数き裂が合体・干渉しながら進展する場合のき裂先端の応力拡大係数に関し

ては，解析的な検討も行われていない。本論文では，材料内部のき裂先端の応力拡大係数について，放

射光μＣＴによる可視化像から局所的なき裂進展速度を測定し，パリス則を用いて応力拡大係数を推測

する手法を提案した。 

 

材料（日本材料学会誌）Vol.58, No.12 , pp975-981, (2009.12)  

 

 

 

 

DBB による 5 軸マシニングセンタの幾何偏差測定における留意点 

Points to note in DBB Measurement of Geometrical Deviation in Five Axis 

Marching Tool 
 
 

下嶋 賢１，後藤 小百合１，清水 伸二１，堤 正臣２ 

 

1．上智大学 2．東京農工大学 

 

 
To clarify the point to note in measuring geometrical deviation of five axis MC by simultaneously 

three axis movement using the double ball bar, we carry out following evaluation.  

1. Reproducibility of measurement. 2. Reproducibility of alignment accuracy between the center 
of ball on the spindle side and center of C axis. 3. The influence of C-axis rotation to the alignment 

accuracy. 4. The influence of range of measurement angle on the calculated value of track center. As 
a result the notes to be considered in measuring are made clear. The factor of influence to the 

measurement precision is shown, and the note to high accuracy measurement is examined. 
 

日本機械学会 第 7 回生産加工工作機械部門講演会講演論文集，p.93 
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座標測定機のアーティファクト校正(第 3 報) : 

校正後の測定の不確かさの推定 
 
 

高増 潔 1 ，佐藤 理 2，下嶋 賢 3，古谷 涼秋 3 

 

1.東京大学大学院工学系研究科 ２，産業技術総合研究所 ３，東京電機大学工学部 

 
 
Calibration methods for 3D mechanisms are necessary to use the mechanisms as coordinate measuring machines. 
The calibration method of the coordinate measuring machine using artifacts, artifact calibration method, has been 

formulated in taking account of traceability of the mechanism. In this article, estimation methods of uncertainties 
using the calibrated coordinate measuring machine are formulated. Firstly, a variance and covariance matrix on 
measuring points is calculated from a variance and covariance matrix of the kinematic parameters of the calibrated 
measuring machine. Secondly, uncertainties of a size measurement or a point measurement in a workpiece 
coordinate system are estimated using the error propagation method. Therefore, the estimation methods of 
uncertainties on the specified measuring tasks are formulated in the artifact calibration. 

 
精密工学会誌，71 巻，7 号，2005 年，890-894 
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沖縄高専における実践力育成を狙いとした授業例の報告 
 

 

高木 茂 

 

沖縄工業高等専門学校  情報通信システム工学科 

 

 

沖縄工業高等専門学校は2004年度に第一期生を受け入れ、卒業生のまだいない歴史の浅い学校である。

4 学科（機械システム工学科、情報通信システム工学科、メディア情報工学科、生物資源工学科）より

なり、各学科の各学年の定員は 40 名である。本校の設立に際し、教育の理念、目的を以下の通り定め

た。 

「教育理念」 

人々に信頼され、開拓精神にあふれる技術者の育成により、社会の発展に寄与する。 

「教育目標」 

豊かな人間性及び確固たる基礎能力と専門技術を身につけ、経済産業界の要請に的確に対応しつつ、

国際的にも活躍できる創造的実践技術者を育成する。 

これら理念・目的を実現するため以下の方針を採用している。 

① 先端的教育環境の提供 

② 楔形教育体系 

③ 実践と理論をバランスさせた教育 

講義・演習・実験・実習・レポート 

④ 全教科での PBL実施 

討論・企画・調査・実施・まとめ・発表 

⑤ インターンシップの必修化 

⑥ 語学教育の重視 

⑦ 活動の場（ロボコン・プロコン・LSI コンテスト--）の提供 

技術分野での国際競争に勝ち抜くためには、創造的実践力が重要である。どのような教育をすれば、

このような力を身につけさせることができるかは、よくわからない。上記③、④、⑤が特に関係すると

思われるので、これら項目を狙いとした授業の例を紹介する。 

 

九州工学教育協会講演会発表 2009 年 2 月 
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沖縄高専における「必修科目インターンシップ」 

実現への取り組み 
 

 

高木茂 松栄準治 眞喜志隆 石田修己 角田正豊 山城秀之 

 
国立沖縄工業高等専門学校 

 

 

学生が在学中に将来のキャリアに関連した就業体験を行うことは、有意義であるとされている。この

ため、沖縄高専では、４年次の夏休みに、全学科の学生に対して、インターンシップ（３単位）を必修

科目に設定している。しかし、卒業生がいない、企業との結びつきがない、県内の企業数も少い、とい

うハンデがある。このような状況のため、第一期生のインターンシップを実現するために、１年前から

準備部会を立ち上げ、様々な取り組みを行った。取り組みの内容と結果および評価について報告する。 

 
論文集「高専教育」32 号、 pp.129-134,  2009 年 3 月 

 

 

 

 

SALIENCY-BASED VIDEO SEGMENTATION WITH GRAPH CUTS AND 

SEQUENTIALLY UPDATED PRIORS 
 
 

*Ken Fukuchi1., Kouji Miyazato1., Akisato Kimura2, Shigeru Takagi1. and Junji Yamat2 
 
1Department of Information and Communication Systems Engineering, Okinawa National College of Technology 

2NTT Communication Science Laboratories, NTT Corporation, Japan 
 
 

This paper proposes a new method for achieving precise video segmentation without any supervision or 
interaction. The main contributions of this report include 1) the introduction of fully automatic segmentation 
based on the maximum a posteriori (MAP) estimation of the Markov random field (MRF) with graph cuts and 
saliency-driven priors and 2) the updating of priors and feature likelihoods by integrating the previous 
segmentation results and the currently estimated saliency-based visual attention. Test results indicate that our new 
method precisely extracts probable regions from videos without any supervised interactions. 
 
International Conderefce of Multimedia and Expo(ICME 2009) July 2009 New York USA 
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REAL-TIME ESTIMATION OF HUMAN VISUAL ATTENTION WITH 

DYNAMIC BAYESIAN NETWORK AND MCMC-BASED PARTICLE 

FILTER 
 
 

Kouji Miyazato1., *Akisato Kimura2, Shigeru Takagi1. and Junji Yamato2 
 
1Department of Information and Communication Systems Engineering, Okinawa National College of Technology 

2NTT Communication Science Laboratories, NTT Corporation, Japan 
 
 

Recent studies in signal detection theory suggest that the human responses to the stimuli on a visual display are 
nondeterministic. People may attend to different locations on the same visual input at the same time. Constructing 
a stochastic model of human visual attention would be promising to tackle the above problem. This paper 
proposes a new method to achieve a quick and precise estimation of human visual attention based on our previous 

stochastic model with a dynamic Bayesian network. A particle filter with Markov chain Monte-Carlo (MCMC) 
sampling make it possible to achieve a quick and precise estimation through stream processing. Experimental 
results indicate that the proposed method can estimate human visual attention in real time and more precisely than 
previous methods. 
 
International Conderefce of Multimedia and Expo(ICME 2009) July 2009 New York USA 

 

 

 

 

MCMC-based particle filter を用いた人間の映像注視行動の実時間推定 
 

 

宮里洸司 1、＊木村昭悟 2、高木茂 1、大和淳司２ 

 
1国立沖縄工業高等専門学校 情報通信システム工学科 

2NTT コミュニケーション基礎科学研究所 

 

 

人間は、網膜に映る映像の中から重要と思われる領域を瞬時に判断することで、効率的に情報を獲得し

ている。これら人間の高度な視覚機構を計算機上で実現することで、人間と同様に重要性に応じて映像

中の情報を能動的に取捨選択でき、数多くのシステムをより高度化できることが期待される。本報告で

は、人間の映像注視行動を高速かつ高精度に模擬するための新しい視覚的注意の計算モデル、及び  

stream processing に基づく実装方法を提案する。提案モデルでは、新たにマルコフ連鎖モンテカルロ

法に基づくサンプリングと、粒子フィルタに基づく映像注視行動の事後確率の推定を新たに導入するこ

とで、 stream processingによる並列処理を実現可能とした。大規模視線測定データベースを用いた人

間の注視行動との比較実験により、本提案手法が従来手法と比較して、  

10 倍以上高速かつより正確に人間の映像注視行動を推定できることを示す。 

 

画像の認識・理解シンポジウム OS5-3 (MIRU2009) 2009 年７月 
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グラフコストの逐次更新を用いた映像顕著領域の自動抽出 
 
 
＊福地 賢 1、宮里 洸司 1、木村 昭悟 2、高木 茂 1、大和 淳司 2、柏野 邦夫 2 

 
1沖縄工業高等専門学校 情報通信システム工学科 

2日本電信電話（株）NTT コミュニケーション科学基礎研究所 

 
 

本稿では，高い精度で映像中から顕著な領域を高精度かつ自動的に抽出するための方法を提案する．提

案手法では，顕著度による事前確率を取り入れた，最大事後確率推定に基づくグラフカット画像分割手

法と，以前の分割結果を参照しながら事前確率および特徴量尤度などで構成されるグラフコストを逐次

的に更新する方法を新たに導入している．顕著性に基づく事前情報のみを用いた既存手法は，顕著度の

揺らぎにより分割結果が時系列として不安定になる問題がある．一方，提案手法では，グラフコストを

逐次的に更新することにより，顕著度の揺らぎに頑健な安定した自動抽出が実現できる．実験により，

提案手法が自動で映像から高精度に顕著領域を抽出できることを示している． 

 

電子情報通信学会 パターン認識・メディア理解研究会、PRMU2009-17 (IE2009-26, MI2009-17)、2009

年 5 月 

 
 
 
 
 
 

Activity of technical skill education based on motion analysis 

 

 
Kentaro Noguchi, Shihoko Kamisato and Ryuji Suzuki  

 
Department of Information and Communication Systems Engineering 

 
 
Recently, there is increasing demand for improving the quality of engineering education. Further, there is a 
requirement for improving the performance quality of students conducting engineering experiments. In this study, 
we investigate the provision of technical skill education during engineering experiments. We also point out 
problems occurring during such experiments—problems related to the preparation of teaching material and 
evaluation of experiments—and propose an education scheme that will help eliminate these problems. To 
eliminate the former type of problems, we develop a simple technique for creating movies to be used as teaching 
materials. Further, to eliminate the latter type of problems, we analyze the eye and arm movements of teachers and 

students performing electrical and biological experiments. The analysis results show that consciousness of time, 
effective device operation, and understanding of the experimental procedure are essential factors for a student to 
perform an experiment well. 
 
39th ASEE/IEEE Frontiers in Education Conference(FIE2009), W1E, Oct. 18-21 2009. 
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工学系実験における技能教育の取組み事例 
 

 

野口健太郎, 神里志穂子, 山城信裕, 比嘉優, 知念輝佳, 湯川高志, 鈴木龍司 

 

情報通信システム工学科 

 
 

We consider the technical skill education imparted during engineering experiments and analyze eye 

and arm movements of the teachers and students in the experiments. Further, we point out the problems 

in the engineering experiments and propose a method of technical education that will help these problems. 

We believe that in engineering experiments, problems exist with regard to preparation, the procedure and 
evaluation. To eliminate the problems with regard to preparations, we developed a simple method to create 

teaching materials involving the user of movies. To eliminate the problems pertaining to the procedure, we 
analyzed the eye and arm movements of the teachers and students and extracted the difference of both. Finally, to 
eliminate the problems concerning evaluation, we analyzed a questionnaire, using principal component analysis.  
 

日本 e-Learning 学会会誌, vol.9, pp.136-142, May 2009. 

 

 

 

 

工学実験の教育法をカイゼンするための試み 

－多変量解析に基づくアンケートの解析－ 
 

 

野崎真也, 神里志穂子, 野口健太郎, 池松真也, 鈴木龍司 

 

情報通信システム工学科 

 
 
In this article, a new method of an analysis of questionnaires in engineering experiments is proposed. The analysis 

is performed by the principal component analysis, one of the multiple classification analyses. The method can 
obtain the priority in each subjects of the questionnaires and be useful for the Kaizen. The analysis results 
demonstrated that the proposed method is useful for Kaizen in the engineering experiments.  
 

独立行政法人国立高等専門学校機構論文集「高専教育」第 32号, pp.447-450, March 2009. 
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リスク管理型 ANP に関する一考察 
 
 

*金城伊智子 1，東るみ子 2，宮城隼夫 3 

 
1沖縄国際大学産業総合研究所，2琉球大学大学院理工学研究科，3琉球大学工学部 

 
 

意思決定を行う上で満足度を評価基準として代替案の評価を求めるだけでなく，リスクを考慮した評

価を行うことが必要不可欠となっている．本稿では満足度とリスクの両方の立場から評価を行うことが

可能であり，さらに各代替案だけでなく各評価基準がどの程度重要かを考慮可能な意思決定手法を提案

した． 

 

電子情報通信学会，CD-ROM D-9-18，2009 年 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

天井全景を特徴点(マーク)としたロボット自律移動方式の提案 

 
 

赤崎 愛, 姉崎 隆 
 

メディア情報システム工学科 

 
 
I proposed the movement plan and the method of the movement routing in the autonomous movement robot 
navigation. I tried compared the memorized ceiling painting image and present ceiling painting image, and tried 
positional gap detection with a fish-eye lensTo position by the normalized correlation should do distorted correct 

and the panorama develop. If the gap of x, y, and the direction of θ is detected and corrected, positioning the robot 
can be achieved. 
 
 
電気学会産業システム情報化研究会,GID-08-01,2009 年 3 月 14 日 
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小型群ロボット制御システムの基本構築 

 
 

吉元 司，姉崎 隆 

 

メディア情報システム工学科 

 
 

本研究では、人と協調するロボットを開発する取り組みの第一歩として、ロボカップサッカーに着目し

た。ロボカップの小型リーグで使用されるロボットを用い、サッカーロボット制御エージェントの基本

構築を行った。基本構築にあたり、「目標点に対する動作軌跡決定の制御エージェント」「複数のロボッ

トを協調動作させるための制御エージェント」の二つに観点を置き研究を進めた。プログラムは姉崎研

の「画像処理シミュレータ」を基にし、それに改変を加えた。ロボットに対し、目標点を定め、そこに

向かわせるようプログラムを追加した。実際に動作確認を行ったところ、目標点にたどり着くことはで

きたが、最短距離ではなかった。 

 
 

電気学会産業システム情報化研究会,GID-08-02,2009 年 3 月 14 日 

 

 

 
 
 

Sense of Connectedness in e-Learning 
 
 

T.Yukawa1、 K.Kawano1、 Y.Suzuki1、 T.Suriyon2、 Y.Fukumura1 

 
1Department of Engineering, Nagaoka University of Technology.  

1603-1, Kamitomioka-machi, Nagaoka 940-2188, JAPAN 
2Department of Media Information Engineering, Okinawa National Collage of Technology,  

905 Henoko, Nago, 905-2192, JAPAN 
 
 

多くの教育機関でｅラーニングが導入されるようになって来ている。しかし、受講者の学習意欲を如

何に維持させるかも問題となっている。そこで本研究は、やる気を維持させるための「つながり感」醸

成ツールに関する研究を実施した。「つながり感」醸成ツールは、ｅラーニングのクラスにおける各受

講者の進度と自身の位置が一目でわかるような表示システムで、樹の形で進度が表示される。樹の個々

の枝が各受講者を示し、上にあるほど学習が進んでいることを示す。また、自身の枝は他と異った色で

示される。これを見ることで，他の受講者のがんばりを感じ，自身も励まされるだろう、というわけで

ある。情報処理技術者試験を受験する学生のための学習教材(過去問題による演習)にこのツールを活用

したところ、学習意欲の維持の効果を確認できた。 

 

ED-MEDIA 2008,CD-ROM, (2008 年 1 月) 
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JPEG2000 の IP コアを活用したアウェアネス映像通信 

～通常は超低ビットレートでアウェアネス通信。 

必要に応じて少しの追加データ通信で TV 電話に～。 
 

 

タンスリヤボン スリヨン 1, 鈴木 貴之 2, 岩橋 政宏 2 

 
1沖縄工業高等専門学校メディア情報工学科 

2長岡技術科学大学工学部電気系 

 
 

本稿では、アウェアネス表示に必要最小限の情報のみを低ビットレートで伝送し、必要時には追加情

報を送ることで映像信号を表示できるアウェアネス映像通信システムを提案する。 

 
画像ラボ、日本工業出版、19(5)、pp.30～34（平成 20 年 5 月） 

 

 

 

 

 
 

 

 

ｅラーニングにおける"つながり感"醸成ツールの効果検証 
 

 

鈴木 結 1，Tansuriyavong Suriyon2，湯川 高志 1，福村 好美 3 

 
1長岡技術科学大学工学部電気系 

2沖縄工業高等専門学校メディア情報工学科 
3長岡技術科学大学工学部経営情報系 

 

 

e-Leaning の問題点である受講者のモチベーション維持の難しさを解決する手法として筆者らが開

発したフラクタル図形で受講者の学習進行度を表示する”つながり感”醸成ツールの効果検証を行った。

受講者に必要な要素を考慮して評価実験用の教材を作成し、学習後にツール使用・不使用の２つのグル

ープに同一のアンケートを実施することでツールの使用による影響を評価した。結果、“つながり感”

醸成ツールを利用することで受講者のやる気の上昇、学習中の疑問及び疑問解決意欲の発生にプラスの

影響を与えることがわかった。 

 
第 9 回 CMS 研究会 セッション 2 No.2、（平成 20 年 9 月） 
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画像処理によるラジコンの制御 
 
 

タンスリヤボン スリヨン 1，武村 史明 2 

 
1沖縄工業高等専門学校メディア情報工学科 
2沖縄工業高等専門学校機械システム工学科 

 
 

ラジコンの自動走行の実現は、防犯・防災をはじめ、様々な分野で応用が利き、人間の負担の軽減など

の波及効果が期待されている。本研究では、ラジコンの自動走行の実現を目指し、カメラを搭載したラ

ジコンによる自動追尾システムを実現した。 

 
第 27 回 SICE 九州支部学術講演会、p.213～214、（平成 20 年 11 月） 

 
 

 

 

QR コード認識を活用した人物追尾ロボットの関する研究 
 

 

栄門 恒希 1，タンスリヤボン スリヨン 1 

 
1沖縄工業高等専門学校メディア情報工学科 

 

 
QR コードはひずみや破損に強く 360 度全方向における高速な読み込みが可能となるよう設計されてい

る。本研究では上記のような QR コードの特徴に着目し、QR コード認識機能を有する画像処理システ

ムを 3 輪ロボットに搭載した。被追尾者は QR コードをプリントしたバッジを背面に着け、ロボットは

被追尾者の QR コードを認識すると適度な距離と角度を維持しながら追尾する。本研究では人物追尾の

評価実験を行った。その結果、被追尾者が通常歩行している間は適当な間隔を置いて追走することが確

認できた。 

 
第 27 回 SICE 九州支部学術講演会、p.312、（平成 20 年 11 月） 

 

 

 
 

画像処理による球拾いロボットの研究 
 

 
宮里 貴紀 1, タンスリヤボン スリヨン 1 

 
1沖縄工業高等専門学校メディア情報工学科 

 
 

野球の練習ではバッティング練習を行うとボール拾いをしなければならない．実際にバッティング

している時間よりもボールを拾う時間の方が長いのが現状である．そこで，バッティングをしている

間にボールを拾ってくれるロボットがあれば，練習効率を良くすることができると考えた．先行研究
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としては，カメラを固定してボールを認識する方法が提案されている．ボールを 4 方向のカメラから

取得した画像を元に，ボールの位置を特定し，ロボットに回収指令を出す．しかし，4 台のカメラと

4 台のコンピュータを用いると，膨大なシステムになってしまい，コストがかかる．また，ロボット

の回収機構はアーム式を採用しており，ボールを 1 個だけ持ってボール置き場に移動するので，回収

の効率が良いとは言えない．先行研究の問題点を改善するために，ラジコンに無線カメラを載せ，1

台のコンピュータに動画を送信して，画像処理によりボールを認識し，ラジコンにボールを回収させ

る手法を提案する．カメラとコンピュータは 1 台ずつを使用するので，コストを削減することができ

る．また，回収機構はアーム式のように正確な座標計算を必要とせずに，ボールがある場所にさえ移

動することができれば，ボールを回収できる構造を提案する．さらにカゴには複数のボールを収納す

る構造にすることで，回収効率を良くする．ロボットを開発するにはまず，ボールを認識できるとい

うことが最優先の課題であると考えた．本研究の目的は画像処理によりボールを認識することとする．

以上に説明したシステム構成が実装できていることを前提として，ボール認識の研究を行い，ボール

を認識するまでの６つの手順を考えた．6 つの手順を実装したプログラムによる評価実験を行った結

果，ボールを認識することができ，本研究の目的を達成することができた．今回はシステム構成，ボ

ールを認識するまでの 6 つの手順，評価実験を行った結果を中心に報告を行う． 

 
電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 3 月） 

 
 

 
 

 

距離画像センサを用いたロボット制御に関する研究 
 
 

金城 光美 1, タンスリヤボン スリヨン 1 

 
1沖縄工業高等専門学校メディア情報工学科 

 

 

ロボット技術は，工場内のような限られた空間で動作させることのみを考慮した産業用にとどまらず，

人間の生活により身近な環境で，安全に動作することが求められており，パワーや効率の良さを活かす

などして，人間のサポート役としてのニーズは年々高まってきている．ロボットは，周辺検知により得

られたデータから状況を判断し，自ら動作する必要がある．本研究では，周辺検知を行うために距離画

像センサの使用を提案する．距離画像センサは，レーザ光の反射波を見て周辺の物体との距離情報を得

ることができ，距離に応じた処理も考えられる．また，周辺の物体の数センチ程度の小さな変化を検出

することも可能である．距離情報と形状判断可能という利点を活かし，ホテルに宿泊する客への部屋案

内および，荷物運びが行えるロボットの実現を目指す．想定する動作環境や部屋までの全体的な案内ア

ルゴリズム，走行制御，障害物への対応，壁とドアの識別，ドアのカウント方法について考案し評価実

験を行った．その結果，距離画像センサの距離情報と細かい凹凸の判断が可能という利点を活かし，部

屋案内ロボットの実現に有効であることを示した．しかし，実際の環境で確実に動作させるには，障害

物と壁との違いをより明確に判断できるようにする必要がある． 

 

電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 3月） 
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音声認識による電動車椅子の制御に関する研究 
 

 
喜納 希美 1, タンスリヤボン スリヨン 1 

 
1沖縄工業高等専門学校メディア情報工学科 

 
 

音声認識技術の向上によりカーナビやゲームの操作，チケット予約システムでの音声入力インターフ

ェースが実現している．さらにロバストな音声認識の研究も進んでおり，今後も音声認識技術を応用し

たシステムの普及は拡大すると予想される．また高齢者や障害をもった人の支援，自立促進を目的とし

た福祉工学の分野でも期待されている技術の一つであり，北海道立技術工業試験場では音声操作型電動

車椅子が開発された．音声で操作できる車いすは，両腕・両足ともに不自由である全身性運動機能障害

者にとって，音声が唯一の情報伝達手段となるため，有用性が高いといえる．さらに全身性運動機能障

害者は日本だけでも約 40 万人も存在するため，十分な需要がある．全身性運動機能障害の原因には脳

性マヒや筋ジストロフィーがあり，これらは構音障害を引き起こす一因でもある．発声が不明瞭な構音

障害者の音声は理解が困難とされ、現在の音声認識システムでは認識率が極端に低いことが先行研究で

明らかになっている。構音障害を含む言語障害者の数は全国に 3 万 4 千人存在する．しかし言語障害者

を対象にした音声認識の研究は非常に少なく，先に挙げた音声操作型電動車椅子の音声制御システムで

は，構音障害をもった人は利用が難しい．そこで本研究では構音障害をもつ人を対象とした，電動車椅

子の音声認識による制御の実現を目的とし，汎用音響モデルを用いた孤立単語認識，または特定話者音

響モデルを用いた孤立単語認識による手法を提案する．実際に電動車椅子の制御を行う前に，今回は予

備的実験として構音障害をもつ人の音声データを用いて認識実験を行った．まず車椅子の動作を指示す

るための指令語を設定し，汎用音響モデルでの実験には Julian 記述文法音声認識キット，特定話者音響

モデルでの実験は HTK（Hidden Marcov Model Toolkit）を利用した．この二つの実験結果をもとに考察

を行い，提案した手法の有効性を報告する． 

 
 

電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 3月） 

 

 

 

 

QR コード認識を活用した人物追尾ロボットの開発 
 

 

榮門 恒希 1 ，タンスリヤボン スリヨン 1 

 
1沖縄工業高等専門学校メディア情報工学科 

 
 

従来の研究では，赤外線マーカーなどを用いた人物追跡やマーカーを用いずに画像処理によってのみ

に基づいた人物認識などが提案されていたが，本研究ではマーカーに QR コードを採用することで，よ

り簡易に個人識別が可能となる人物追尾ロボットの画像処理システム，ロボット制御システムを示す．

画像処理システムは QR コード認識とオプティカルフローによる特徴点追跡の２つから構成され，前者

は個人識別処理で後者は被追尾者の位置検出に用いている．特徴点追跡によって得られた座標を元に

QR コードまでの距離と QR コードの傾きを求め，その情報はロボット制御システムで追尾動作実現の

ために使われる．ロボット動作は傾き補正動作，水平方向の位置補正動作，距離補正動作の３つから構
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成される．これらの動作は４つの特徴点を常に視界の中に捉えることと，特徴点を見失うような状況を

避けることを前提としている．実験では，QR コードまでの距離が 2m 以上離れている場合や傾きが 90

度近くになる場合でも特徴点追跡が行われることを示した．また，特徴点追跡が正しく行われていると

いう前提の上でロボットが正しく追尾動作を行うことを確認した． 

 

電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 3 月） 

 

 

 

 

 

形状ベースパターンマッチングを利用した QR コード追跡 
 
 

榮門 恒希 1, 姉崎 隆 1, タンスリヤボン スリヨン 1 

 
1沖縄工業高等専門学校メディア情報工学科 

 
 

We have studied human following robot that is used in some commercial places, such as airport, department 
store and so on. Until now, we developed image processing system includes person identification by QR code and 
tracking by optical flow. The result of experimentation, it was appeared a problem that will become difficulty for 
re-identifying if the occlusion is occurred. To address the problem, we developed using shape-based pattern 
matching instead of using optical flow. As a result, it was able to re-recognize the QR code again even if in the 
case of occlusion is occurred. 
 

電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 9 月） 

 

 

 

 

 

画像処理を用いた三次元移動ロボットの制御に関する研究 
 
 

鈴木 裕太 1 ，タンスリヤボン スリヨン 1 

 
1沖縄工業高等専門学校メディア情報工学科 

 
 

In order to develop the autonomous 3-Dimension robot using image processing, this paper proposes the 
algorithm which detecting moving objects from image sequence taken from the flying robot. This algorithm uses 
optical flow to recognize the moving objects according to the difference of the distance and the direction of 
movement between moving objects and not moving one. As the result of experiment, proposed algorithm 
succeeded in detecting the moving objects, however, there were some mistaken detections. Our future task should 
be a study to improve the accuracy of the moving objects recognition. 
 

電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 9 月） 
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GPS 情報を用いた海岸清掃ロボットの開発 
 

 
喜納 希美 1 ，姉崎 隆 1 ，タンスリヤボン スリヨン 1 

 
1沖縄工業高等専門学校メディア情報工学科 

 
 

The most important tourist resources are beautiful beaches and seashores in Okinawa. So, it is 
necessary to keep them clean. For this reason, we develop of the seashore cleaning robot to help 

person to clean the beaches. We use GPS information to control the robot. In this paper, the way 

points (WP) which measured latitude and longitude as a fundamental experiment were set in 
advance. And then the movement control experiment of the robot was performed by using the 

difference of the latitude, longitude of each WP. 
 

電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 9 月） 

 

 
 

 

 

 

Isolation stress for 30 days alters hepatic gene expression profiles, 

 especially with reference to lipid metabolism in mice 
 

 

Keiko Motoyama 1, Yuji Nakai 2, Tomoya Miyashita 1, Yuichiro Fukui 3, Maki Morita 1, Kazutsuka Sanmiya 2, 
Hiroyuki Sakakibara 1,4, Ichiro Matsumoto 2, Keiko Abe 2, Takafumi Yakabe 3, Nobuhiro Yajima 3 and Kayoko 

Shimoi 1,4,5 

 
1 Graduate School of Nutritional and Environmental Sciences, University of Shizuoka, Shizuoka,   

2 Graduate School of Agricultural and Life Science, University of Tokyo, Tokyo,  
3 Probiotic Research Department, Kagome Company Limited, Tochigi, Japan,   

4 Institute for Environmental Sciences, University of Shizuoka, Shizuoka,  
5 Global COE Program, University of Shizuoka, Shizuoka 

 
 

To elucidate the physiological responses to a social stressor,  we exposed mice to an isolation stress and analyzed 
their hepatic gene expression profiles using a DNA microarray. Male BALB/c mice were exposed to isolation 
stress for 30 days, and then hepatic RNA was sampled and subjected to DNA microarray analysis.  The isolation 
stress altered the expression of 420 genes (after considering the false discovery rate). Gene Ontology analysis of 

these differentially expressed genes indicated that the stress remarkably downregulated the lipid 
metabolism-related pathway through  peroxisome proliferator-activated receptor-alpha, while the lipid 
biosynthesis pathway controlled by sterol regulatory element binding factor 1, Golgi vesicle transport, and 
secretory pathway-related genes were significantly upregulated. These results suggest that isolation for 30 days 
with a mild and consecutive social stress regulates the systems for lipid metabolism and also causes endoplasmic 
reticulum stress in mouse liver.  
 

Physiological Genomics, 37, 79-87 (2009) 
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An Insect Cell-Free System for Recombinant Protein Expression 

 Using cDNA Resources 
  
  

Takashi SUZUKI, Toru EZURE, Masaaki ITO, Masamitsu SHIKATA, Eiji ANDO 
 

Life Science Laboratory, Analytical and Measuring Instruments Division, Shimadzu Corporation 
 
 
 The Transdirect insect cell is a newly developed in vitro translation system for mRNA templates, which utilizes 
an extract from cultured Spodoptera frugiperda 21 (Sf21) insect cells. An expression vector, pTD1, which 
includes a 5’-untranslated region (UTR) sequence from a baculovirus polyhedrin gene as a translational enhancer, 
was also developed to obtain maximum performance from the insect cell-free protein synthesis system. This 
combination of insect cell extract and expression vector results in protein productivity of about 50 µg per mL of 
the translation reaction mixture. This is the highest protein productivity yet noted among commercialized cell-free 
protein synthesis systems based on animal extracts. 
  
Reverse Chemical Genetics, Methods in Molecular Biology, vol.577, Humana Press, pp.97-108 (2009) 
 
 
 
 
 
 

ラッカーゼ－その特性と環境関連分野への利用－ 
 
 

伊東昌章 

 

沖縄工業高等専門学校 生物資源工学科 

 
 

近年、産業利用を目指した応用研究が活発に行われている酸化還元酵素「ラッカーゼ」について、環境

関連分野、特に、環境負荷低減を目指した新しい塗料の開発、繊維加工用酵素としての利用、パルプ漂

白への利用、それらへの応用が期待できる耐熱性ラッカーゼについて紹介するとともに、今後の期待さ

れる展開について論じた。 

 

産業酵素の応用技術と最新動向、シーエムシー出版、pp.321-328 (2009) 
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Antioxidative activities of some peptides isolated 

 from hydrolyzed potato protein extract. 

 
 

Katsuhiro Kudoa, Shuichi Onoderab, Yasuyuki Takedab, Noureddine Benkebliac,  
Norio Shiomib 

 
aDepartment of Bioresoueces Engineering, Okinawa National College of Technology,  
bDepartment of Food Science, Faculty of Dairy Science Rakuno Gakuen University,  

cDepartment of Life Sciences, The University of the West Indies. 
 
 

Three peptides (5A, 5C and 6C), purified from potato protein hydrolysate fractions, possessed antioxidative 
activities. These three peptide fractions were sequenced and identified as Phe-Gly-Glu-Arg, Phe-Asp-Arg-Arg and 
Phe-Gly-Glu-Arg-Arg, respectively. These peptides have shown real potent antioxidative activities and could 
further be investigates for potential use as food additives. 
 
Journal of functional foods, 1, 170-176, 2009. 

 

 

 

 

 

消された OKINAWA: The Teahouse of the August Moon 

（『八月十五夜の茶屋』）～小説から映画へ 
 
 

名嘉山リサ 

 

総合科学科 

 
 

映画版『八月十五夜の茶屋』（1956 年）はマーロン・ブランドが沖縄の通訳者を演じた奇妙な作品だが、

原作小説とは違う部分がかなりある。どちらにもオリエンタリズムがみられるが、小説は全体的にユー

トピア的で、一方映画の方は風刺劇的であり、またよりコミカルでドタバタ劇的要素もみられる。物語

が小説から演劇、映画と翻案され視覚化されていくうえで沖縄像が薄められ、アメリカ側からみた一般

的なアジア像に変えられている。 

 

九州アメリカ文学会大会 2009年 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



沖縄高専紀要 第 4 号（2010） 

Spectacle as the Resisting Site: Josephine Baker’s Dance and Song Scenes in 

ZouZou (1934) and Princess Tam Tam (1935) 
 
 

名嘉山リサ 

 

総合科学科 

 
 

ジョセフィン・ベーカー主演の『はだかの女王』と『タムタム姫』は彼女のために書かれたミュージカ

ルで、黒人女性が「エキゾチック」で「野蛮な」存在として描かれ、植民地主義的要素が随所にみられ

る。しかし、ダンスや歌のシーンでは、プロットやステレオタイプを越えた、抵抗を見出すことができ

る。スペクタクルがミュージカルに必要な要素であるだけでなく、ベーカーの複雑なペルソナや転覆的

意味合いを打ち出している。 

 

『映画研究』4号, pp. 22-41, 2009年 

 

 

 

 

 

Families of Okamoto-Painlevé pairs and Painlevé equations 
 
 

H. Terajima 
 

Research Institute for Mathematical Science, Kyoto University 
 
 

In [as reported by Saito et al. (J. Algebraic Geom. 11:311–362, 2002)], generalized Okamoto–Painlevé pairs are 
introduced as a generalization of Okamoto’s space of initial conditions of Painlevé equations (cf. [Okamoto (Jpn. J. 
Math. 5:1–79, 1979)]) and we established a way to derive differential equations from generalized rational 
Okamoto–Painlevé pairs through deformation theory of nonsingular pairs. In this article, we apply the method to 
concrete families of generalized rational Okamoto–Painlevé pairs with given affine coordinate systems and for all 
eight types of such Okamoto–Painlvé pairs we write down Painlevé equations in the coordinate systems explicitly. 
Moreover, except for a few cases, Hamitonians associated to these Painlevé equations are also given in all 
coordinate charts. 
 
Annali di Matematica, Vol.186, No.1, pp. 99-146 (2006) 
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身体特性が歩行中の頭部動揺周期の規則性に及ぼす影響 
 

 

＊飯田智行１，枝松千尋２，宮川健３，小野寺昇３ 

 
１総合科学科，２倉敷芸術科学大学，３川崎医療福祉大学 

 
 

歩行中の頭部動揺周期の規則性を定量化することが、歩行の中枢機能（ＣＰＧ）を評価できる可能性

を示している。一般的な歩行機能の評価は、身体特性の影響が考慮されている。そこで、身体特性と歩

行周期の規則性の関係を検討した。その結果、身体特性や性別と歩行周期の規則性には関係が認められ

なかった。このことから、歩行周期の規則性は、身体特性の補正や男女別での評価の必要性がないこと

が明らかになった。 

 

運動と栄養の処方科学，第 3 巻，13-19，2009 

 

 

 

 

 

 

 

ICT ツールを活用した教育支援方法の検討 

～沖縄県 I 中学校への出前授業の実践報告～ 
 

 

＊飯田智行１，野口健太郎２，山田親稔２，佐竹卓彦３，桶真一郎４ 
１総合科学科，２情報通信システム工学科，３技術支援室，４津山工業高等専門学校 

 

 

平成21年6月に出前授業を行った。体育では、立ち幅跳び、50m走の授業を行った。身体運動の理論を

簡単に説明した後、ビデオを用いた実践及び記録測定を行った。その結果、簡単な理論を説明すること

で理解度が上がる。ビデオやPCのICTツールの活用は、理解の向上、授業への興味・関心に効果的であ

る。良い結果が出ることで、体育への興味があがる。レベルに合わせた学習内容を検討する必要がある

ことが明らかになった。 

 

第 64回日本体力医学会中国・四国地方会，p10-11，2009 年 
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歩行中における腕振りの違いが振子運動効率に及ぼす影響 
 

＊山本真帆１，宮川健２，飯田智行３ 

 
１川崎医療福祉大学大学院，２川崎医療福祉大学，３総合科学科 

 

 

本研究は，歩行中における腕振りの違いが振子運動効率に及ぼす影響を明らかにすることを目的とし

た。被検者は健康な成人6名とし，8分間歩行を行なわせた。70m/min,120bpmに規定し，歩行条件は，腕

を振らない条件，肘を伸ばして振る条件，腕を直角に曲げて振る条件とした。振子運動効率は，各条件

間に有意差は認められなかった。しかし，伸ばして振る条件は他と比較して振子運動効率が小さくなる

傾向を示した。 

 

第 64回日本体力医学会中国・四国地方会，p10-11，2009 年 

 

 

 

 

 

 

 

加齢が歩行周期の規則性に及ぼす影響 
 

 

＊飯田智行１，枝松千尋２，宮川健３，関和俊４，小野寺昇３ 

 
１総合科学科，２倉敷芸術科学大学，３川崎医療福祉大学，４流通科学大学 

 

 

ヒトは、加齢に伴い身体機能が低下する。そのため、加齢によって歩行能力も衰える。そこで、加齢

が歩行周期の規則性に及ぼす影響を検討した。その結果、高齢者の歩行周期の規則性が高いことが明ら

かになった。また、児童は若年成人よりも歩行周期の規則性が低いことから、歩行周期の規則性は、運

動器の加齢変化よりも、主に歩行中枢機能の加齢変化の影響が大きい可能性が示唆された。 

 

第 64回日本体力医学会大会，p223，2009 年 
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歩行における振子運動効率とエネルギー消費量の関係 
 

 

＊山本真帆１，飯田智行２，宮川健３ 

 
１川崎医療福祉大学大学院，２総合科学科，３川崎医療福祉大学 

 

 

本研究は，振子運動効率とエネルギー消費量との関係が歩調および歩幅の変化に伴い、どのように変

化するかについて検討することを目的とした。被検者は健康な成人 6名とし 8分間の歩行を行なわせた。

歩速は 70m/min とし，歩調を 100，120，140bpm と変化させた。その結果，振子運動効率とエネルギー

消費量の関係はどの条件においても有意な相関関係は認められなかった。 

 

第 64回日本体力医学会大会，p186，2009 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

歩行のエネルギー効率に関する研究 
 

 

＊宮川健１，山本真帆２，飯田智行３ 

 
１川崎医療福祉大学，２川崎医療福祉大学大学院，３総合科学科 

 

 

歩行中の位置エネルギーと運動エネルギーの受け渡しの割合を示す振子運動効率を画像解析から算

出し、さらにその際の消費エネルギーを呼気ガス分析から求めて、両者の関係について検討した。その

結果、振子運動効率と消費エネルギーに負の相関、外的仕事と消費エネルギーに正の相関がそれぞれ認

められた。このことから、エネルギーの受け渡しにより、歩行中の消費エネルギーが小さくなることが

明らかになった。 

 

第 64回日本体力医学会大会，p186，2009 年 
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歩行の振子運動効率とエネルギー消費量の関係（１） 
 

 

＊宮川健１，山本真帆２，飯田智行３ 

 
１川崎医療福祉大学，２川崎医療福祉大学大学院，３総合科学科 

 

 

歩行中の位置エネルギーと運動エネルギーの受け渡し（振子運動効率）とエネルギー消費量の関係を

定量的に分析した研究は少ない。そこで、歩行中の振子運動効率とエネルギー消費量の関係を検討した。

その結果、エネルギーの受け渡しがが大きい被検者は歩行中の消費エネルギーが小さいことが明らかに

なった。さらに、エネルギーの受け渡しが大きい被検者は、歩行効率が高い値を示すことが明らかにな

った。 

 

第 63回日本体力医学会大会，p29-30，2009年 

 

 

 

 

 

 

歩行の振子運動効率とエネルギー消費量の関係（２） 
 

 

＊山本真帆１，宮川健２，飯田智行３ 

 
１川崎医療福祉大学大学院，２川崎医療福祉大学，３総合科学科 

 

 

本研究は，振子運動効率とエネルギー消費量との関係が速度の変化に伴ってどのように変化するかに

ついて検討することを目的とした。被検者は健康な成人 5 名とし，8 分間のトレッドミル歩行を行なわ

せた。歩速は，S 条件 3.0km/h，N 条件 4.2km/h，F条件 5.4km/h の３条件とした。その結果，振子運動

効率とエネルギー消費量の関係は，S条件および N条件において有意な負の相関が認められた。 

 

第 63回日本体力医学会大会，p31-32，2009年 
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小笠原諸島固有種オガサワラボチョウジ（アカネ科）の二型花柱性とその繁

殖 ：ポリネーターシフトによる片方向への送粉小笠原諸島固有種オガサワラ

ボチョウジ（アカネ科）の二型花柱性とその繁殖 ：ポリネーターシフトによ

る片方向への送粉 
 
 

*渡邊謙太（沖縄高専）, 加藤朗子, 岩崎貴也, 小早川三輪，菅原敬（首都大・牧野標本館） 

 
 
一般に海洋島の植物では外交配型の性表現が有利とされているが、異型花柱性の存在はあまり知られて

いない。最近の調査から海洋島である小笠原諸島に固有のボチョウジ属（アカネ科）2 種が二型花柱性

である可能性がでてきた。本研究ではこのうちオガサワラボチョウジ（Psychotria homalosperma A。 

Gray）の形態的・機能的性表現の実態とその進化的背景を探るために、形態計測と交配実験、訪花昆虫

と自然結果率の調査、および分子系統解析をおこなった。  

その結果、花形態には短花柱花と長花柱花の二型がはっきりと識別された。交配実験からは強い自家不

和合性が確認され、また同型花間では不和合的であるが、異型花間では高い結果率が認められた。これ

はこの植物が形態、そして機能的にも二型花柱性であることを示している。 

花は白く細長い筒状（長さ約 1.5~3cm）で芳香があり、本来口吻の長いガ類による送粉に適応している

と考えられる。しかし、今回の現地調査ではガ類の訪花はほとんど確認されず、かわりに外来種である

セイヨウミツバチが花粉を利用するために訪花していた。セイヨウミツバチは長花柱花の花筒の奥に隠

れているメシベに触れることが難しいため、短花柱花から長花柱花への片方向の送粉を引き起こしてい

ることが予想された。兄島・父島・母島での自然結果率は、2 年間ともすべての島で長花柱花の方が約

1.7 倍～38 倍も高かった。これは、実際野外では片方向への送粉が起こっていることを示唆している。  

分子系統解析の結果、オガサワラボチョウジは太平洋のボチョウジ属のグループに属することがわかっ

た。近縁種にも二型花柱性がみられるため、おそらく二型花柱性の祖先種が小笠原諸島に移入したのだ

ろうと考えられる。 

 
日本生態学会第 27 回大会（岩手大学）(2009) 
 
 

 

 

小笠原諸島固有種オガサワラボチョウジの保全について 
 

 

渡邊謙太（沖縄高専）, 加藤英寿, 菅原敬（首都大・牧野標本館） 

 

 
 

オガサワラボチョウジ（Psychotria homalosperm A. Gray ）は小笠原諸島固有の常緑小高木であり、

近年絶滅が危惧されている。また最近の研究から二型花柱性を有することがわかってきた。本研究では

オガサワラボチョウジの保全を目的として、その分布と現在の更新状態を知るために、兄島、父島、母

島の３島において個体の分布と樹高、根本直径、および各花型との関係について調査した。分布はいず

れの島でも自然度の高い地域に集中しており、樹高 2m 以下、根元直径 5cm 以下の若い個体はほとんど

見られなかった。この結果は何らかの原因でオガサワラボチョウジの更新がうまくいっていないことを

強く示唆している。 

 
小笠原研究年報 32: pp.11-26.(2009) 
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多人数による同時進行会話の相互行為分析 

 

 
吉川 友子 

 

留学生交流促進センター 

 

 
多人数会話で２つの会話が同時進行しているとき，その会合の目的（例えば留学生の話を聞く国際交

流）に合う話題に一本化するようにコミュニケーションを修復しようとする参与者たちの秩序を解明し

た。複雑な多人数会話の政治的とも言える駆け引きが相互行為分析によって明らかにできることを実証

した。 

 

『言語と文化の展望』（英宝社） pp.343-361、2007 年 
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著書・掲載論文等 
Ⅰ．機械システム工学科 

氏  名 課   題 雑誌，講演会，または発行所等 
T. OGAWA, M. NAKANE, K. 
MASAKI, S. HASHIMOTO, Y. OCHI 
and K. ASANO 
 
 
政木清孝，佐野雄二 
 
 
政木清孝，佐野雄二，越智保雄，秋
田貢一，梶原堅太郎，足立隆史 
 
Y. OCHI, K. MASAKI, T. 
MATSUMURA T. IKARASHI and Y. 
SANO 
 
 
Y. OCHI, K. MASAKI, T. 
MATSUMURA and Y. SANO 
 
 
 
 
政木清孝, 當山雄一郎，佐野雄二，
久保達也，梶原堅太郎，越智保雄 
 
五十嵐崇亮，薗部裕介，越智保雄，

松村隆，柿内利文，政木清孝，佐野
雄二，足立隆史 
 
 
柿内利文，鈴木佑司，政木清孝，越

智保雄，松村隆，佐野雄二，足立隆
史 
 
越智保雄，五十嵐崇亮，薗部裕介，
松村隆，柿内利文，政木清孝，佐野
雄二，足立隆史 
 
政木清孝, 佐野雄二，越智保雄，秋
田貢一，梶原堅太郎，足立隆史 
 
 
鈴木文博，久森紀之，政木清孝，佐
野雄二，秋田貢一，越智保雄 
 
亀島洋平，政木清孝，久森紀之，佐
野雄二，秋田貢一，越智保雄 
 
越智保雄，五十嵐崇亮，薗部裕介，
松村隆，政木清孝，柿内利文，佐野
雄二，足立隆史 
 

INVESTIGATION OF EFFECT OF PRE-STRAIN ON 
VERY HIGH-CYCLE FATIGUE STRENGTH OF 
AUSTENITIC STAINLESS STEELS 
 
μCT によるアルミニウム合金の疲労き裂観察と

進展挙動調査（解説） 
 
回転曲げ疲労条件下における複数き裂の進展・干

渉挙動の放射光μCTを用いた評価 
 
EFFECTS OF LASER PEENING TREATMENT ON 
HIGH CYCLE FATIGUE AND CRACK 
PROPAGATION BEHAVIORS IN AUSTENITIC 
STAINLES 
 
LASER AND SHOT PEENING EFFECTS ON HIGH 
CYCLE FATIGUE PROPERTY IN AUSTENITIC 
STAINLESS STEEL 
 
（学会発表） 
μＣＴによる鋳造アルミニウム合金の内在欠陥調

査と応力拡大係数による定量的評価 
 
Al 合金の軸荷重疲労特性に及ぼすレーザピーニン

グ処理の影響 
 
 
アルミニウム合金の回転曲げ疲労特性に及ぼすレ

ーザピーニング処理の影響 
 
 
Al 合金の軸荷重疲労試験における表面き裂挙動

に及ぼすレーザピーニング処理の影響 
 
 
放射光μCT を用いた複数き裂の進展・干渉挙動

の評価 
 
レーザーピーニングにより表面改質されたチタン

合金の疲労特性評価 
 
レーザピーニング処理したＴｉ－６Ａｌ－４Ｖ合

金の回転曲げ疲労特性 
 
Al 合金の軸荷重下における高サイクル疲労強度及

び疲労き裂進展特性に及ぼすLP処理の影響 
 

Journal of Power and Energy Systems,Vol.3,No.1 (2008), 
pp.38-50.Special Issue on 16th International Conference on 
Nuclear Engineering 
 
非破壊検査 Vol.58, No.10, pp 439-445, (2009.10)  
 
 
材料（日本材料学会誌）Vol.58, No.12 , pp975-981, 
(2009.12) 
 
Proceedings of the 17th International Conference on Nuclear 
Engineering, ICONE17, ICONE17-75821, 12-16 July. 
2009,Brussels, Belgium 
 
 
 
Proceedings of the 7th EUROMECH, Solid Mechanics 
Conference, ESMC2009,September 7-11,2009 
 
 
 
日本材料学会 第58期学術講演会講演論文集，pp.81-
82, 愛媛大学，2009.5.23-24 
 
 
日本材料学会 第58期学術講演会講演論文集，

pp.409-410, 愛媛大学，2009.5.23-24 
 
 
日本機械学会 材料力学部門カンファレンス（Ｍ＆Ｍ
'09）講演論文集，CD-ROM講演No.OS0715, pp.1-2，札

幌コンベンションセンター，2009.7.24-26 
 
日本機械学会 材料力学部門カンファレンス（Ｍ＆Ｍ
'09）講演論文集，CD-ROM講演No.OS0716, pp.1-2，札
幌コンベンションセンター，2008.7.24-26 
 
 
日本機械学会 2009年度 年次大会講演論文集，
No.09-1 vol.1, pp. 157-158,岩手大学, 2009.9 
 
 
日本材料学会 第14回破壊力学シンポジウム講演論文
集，pp.126-130，石垣市 大濱信泉記念館，2009.10 
 
日本材料学会 第14回破壊力学シンポジウム講演論文
集，pp.131-135，石垣市 大濱信泉記念館，2009.10 
 
日本材料学会 第14回破壊力学シンポジウム講演論文
集，pp.146-150，石垣市 大濱信泉記念館，2009.10 

下嶋 賢 
 
下嶋 賢 
 
 
高増 潔，佐藤 理，下嶋 賢，古谷 
涼秋 
 
下嶋 賢，後藤 小百合，清水 伸二
，堤 正臣 
 

編集後記 
 
5軸制御マシニングセンターの加工精度評価方法の

現状 
 
座標測定機のアーティファクト校正（第3報）-校
正後の測定の不確かさの推定 
 
DBBによる5軸マシニングセンタの幾何偏差測定
における留意点 
 

精密工学会誌，75巻，11号，2009年，告11-14 
 
日刊工業新聞，p.21 
 
 
精密工学会誌，71巻，7号，2005年，890-894 
 
 
日本機械学会 第7回生産加工工作機械部門講演会講演
論文集，p.93 
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下嶋 賢，清水 伸二，今井 登，近
藤 洋之 
 
K Takamasu, O Sato, K Shimojima, S 
Takahashi, R Furutani 
 
R. Furutani, K. Shimojima, K. 
Takamasu 
 
 

テーブル直進運動精度の6自由度同時測定の高精度
化 
 
Estimation of uncertainty of measurements of 3D 
mechanisms after kinematic calibration,  
 
Self-Calibration of CMM with Redundant Degree of 
Freedom 
 
 

2006年度精密工学会春季大会学術講演会講演論文集，
p.169 
 
ISMTII2005 (Huddersfield, UK), Sep 6-8, 2005 
 
 
5th International conference of the european society for 
precision engineering and nanotechnology (EUSPEN 2005)
，pp.173-176 
 

 
 
Ⅱ．情報通信システム工学科 

氏  名 課   題 雑誌，講演会，または発行所等 

高木茂 
 
 
高木茂、松栄準治、眞喜志隆、石田

修己、角田正豊、山城秀之 
 
宮里洸司、木村昭悟、高木茂、大和

淳司 
 
Kouji Miyazato, Akisato Kimura, 
Shigeru Takagi, Junji Yamato 
 
 
宮里洸司、木村昭悟、高木茂、大和

淳司 
 
Ken Fukuchi, Kouji Miyazato, Akisato 
Kimura, Shigeru Takagi, Junji Yamato 
 
福地賢、宮里洸司、木村昭悟、高木

茂、大和淳司 
 
 
福地賢、宮里洸司、木村昭悟、高木

茂、大和淳司 
 

沖縄高専における実践力育成を狙いとした授業例

の報告 
 
沖縄高専における「必修科目インターンシップ」

実現への取り組み 
 
MCMC-based particle filterを用いた人間の映像注

視行動の実時間推定 
 
Real-time estimation of human visual attention with
 dynamic baysian network and MCMC-based parti
cle filter 
 
MCMC-based particle filterを用いた人間の映像注

視行動の実時間推定 
 
Saliency-based video segmentation with graph cuts and 
sequentially updated priors 
 
グラフコストの逐次更新を用いた映像顕著領域の

自動抽出 
 
 
グラフコストの逐次更新を用いた映像顕著領域の

自動抽出 

九州工学教育協会講演会発表 2009年2月 
 
 
論文集「高専教育」３２号、 pp.129-134 2009年 3月 
 
 
電子情報通信学会 パターン認識・メディア理解研究

会 PRMU2009-16、2009年5月 
 
International Conderefce of Multimedia and Expo(ICME 
2009) July 2009 New York USA 
 
 
画像の認識・理解シンポジウム OS5-3 (MIRU2009) 
2009年７月 
 
International Conderefce of Multimedia and Expo(ICME 
2009) July 2009 
 
電子情報通信学会 パターン認識・メディア理解研究

会、PRMU2009-17 (IE2009-26, MI2009-17)、2009 年 5
月 
 
画像の認識・理解シンポジウム OS5-4 ,(MIRU2009) 
2009年７月 

知念幸勇，内間友貴 
 
 
 
知念幸勇  
 
 
 
 
 
知念幸勇, 内間友貴 
 
 
知念幸勇 
 
 
 
 
 
知念幸勇* 
 
 
 

Satellite-Receiving-System Overlay with WDM Radio-
over-Fiber on 10Gb/s Link 
 
A MULTI-STEP COMPREHENSIVE 
EXPERIENCE-BASED LEARNING PROGRAM 
FOR ELECTRONIC CIRCUIT DESIGN 
EDUCATION 
 
A  1.7GHz WiMAX WDM Hybrid on 10Gb/s Data 
Streams  
 
A RELATIVE CONSTELLATION ERROR 
CALCULATION MODEL FOR RADIO-OVER-
FIBER OF WORLDWIDE INTEROPERABILITY 
FOR MICROWAVE ACCESS  
 
WiMAXの RoFにおける PMDの影響と RCEの

算出モデル 
 

Asia Communications and Photonics Conference and E
xhibition (ACP), Shanghai, 2-6 Nov, (2009) 
 
The 3rd International Symposium on Advances in 
Technology Education,  Singapore, September 22 - 24, 
(2009) 
 
 
Opto-Electronics and Communications Conference (OEC
C) ,Hong Kong, July 13-16 (2009) 
 
The 9 th International Conference on Wireless and Opti
cal Communications (WOC), Banff, Canada, July 6-8 (2
009),  
 
 
電子情報通信学会総合大会講演論文集, 松山市 （愛媛

大学）3月(2009) 
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亀濱博紀，知念幸勇, ヘリカル・グリッドパラボラアンテナを用い

WiMAX無線通信リンクの設計と評価 
 

平成21年度 電気学会・電子情報通信学会合同講演会

講演論文集，沖縄県，（琉球大学）12月 OKI-2009-3

7, pp239-242 (2009) 

 
仲程基経, 野口健太郎, 山田親稔, 杉
本和英, 與那嶺尚弘 
 

eラーニングを活用した高専版組込みスキル標準
策定の取組み 

Bbカンファレンス 2009 in OSAKA, pp.45-48, 大阪証券

取引所ビル, Dec. 2009. 

佐竹卓彦, 神里志穂子, 野口健太郎, 
津嘉山稔子, 野口智徳 
 
野口智徳, 津嘉山稔子, 城間綾乃, 佐
竹卓彦, 神里志穂子, 野口健太郎, 眞
喜志隆, 松栄準治 
 
仲程基経, 野口健太郎, 山田親稔, 杉
本和英, 與那嶺尚弘 
 
野口健太郎, 宮里洸司, 神里志穂子 
 
 
山城信裕, 野口健太郎, 神里志穂子, 
山田親稔, 石田好輝 
 
飯田智行, 野口健太郎, 山田親稔, 佐
竹卓彦, 桶真一郎 
 
野口健太郎, 山田親稔, 兼城千波, 濱
田泰輔, 水野正志, 贄良則 
 
Kentaro Noguchi, Shihoko Kamisato 
and Ryuji Suzuki 
 
 
森幸寛, 知念輝佳, 神里志穂子, 野口

健太郎 
 
伊波慧, 山田親稔, 野口健太郎, 神里

志穂子 
 
真嘉比愛, 久保田浩幸, 山田親稔, 野
口健太郎, 神里志穂子 
 
比嘉修, 野口健太郎, 神里志穂子, 山
田親稔 
 
佐竹卓彦, 山城信裕, 奥田篤士, 野口

健太郎, 神里志穂子, 山田親稔, 桶真

一郎 
 
知念輝佳, 神里志穂子, 野口健太郎 
 
 
兼城千波, 野口健太郎, 山田親稔, 水
野正志, 贄良則 
 
知念輝佳, 神里志穂子, 野口健太郎 
 
 
宮里洸司, 野口健太郎, 神里志穂子 
 
 

AAC教材作製を通じた特別支援学校との連携 
 
 
沖縄工業高等専門学校との連携による AAC 教材

と電動箱車の開発と活用事例 
 
 
e ラーニングを活用した高専版組込みスキル標準

策定の取組み 
 
楽器指導を通じた技能伝承の取組み 
 
 
工学実験における簡便な動画教材作成法の検討 
 
 
ICT ツールを活用した教育支援方法の検討 -沖縄

県 I中学校への出前授業の実践報告- 
 
出席管理システムに基づく学生生活支援システム

の構築 
 
Activity of technical skill education based on motion 
analysis 
 
 
アンケート解析を用いた学生実験における重要要

素の抽出 
 
小型組込み機器への暗号システムの実装 
 
 
UML 設計による組込み向け HW/SW 雛形コード

生成ツールの開発 
 
UML モデルベースを用いたエンジン制御教材の

検討 
 
簡便な動画教材作成法の検討 
 
 
 
感性表現の異なる舞踊動作を用いた注視情報の比

較 
 
Webデータを活用した教育改善システムの構築 
 
 
学習者の注視情報を用いた舞踊動作の評価 
 
 
バイオリン指導における弓の速度と音の関係 
 
 

ATACカンファレンス 2009京都, pp.127-128, 国立京都

国際会館, Dec. 2009. 
 
ATACカンファレンス 2009京都, pp.125-126, 国立京都

国際会館, Dec. 2009. 
 
 
Bbカンファレンス 2009 in OSAKA, pp.45-48, 大阪証券

取引所ビル, Dec. 2009. 
 
日本 e ラーニング学会 2009 年秋季学術講演会, 論文

22, pp.142-145, 産業技術大学院大学, Nov. 2009. 
 
日本 e ラーニング学会 2009 年秋季学術講演会, 論文

18, pp.118-121, 産業技術大学院大学, Nov. 2009. 
 
第 64 回体力医学会中国四国地方会, pp.10-11, 山口大

学, Nov. 2009. 
 
平成 21 年度情報教育研究集会, PB-4, pp.463-464, 東北

大学, Nov. 2009. 
 
39th ASEE/IEEE Frontiers in Education Conference 
(FIE2009), W1E, San Antonio, Texas, USA, Oct. 18-21 
2009. 
 
第 17回電子情報通信学会九州支部学生会講演会, D-41, 
九州工業大学, Sept. 2009. 
 
電気学会産業システム情報化研究会, IIS-09-077, pp.25-
28, 琉球大学, Sept. 2009. 
 
電気学会産業システム情報化研究会, IIS-09-074, pp.17-
20, 琉球大学, Sept. 2009. 
 
電気学会産業システム情報化研究会, IIS-09-073, pp.13-
16, 琉球大学, Sept. 2009. 
 
日本教育工学会第 25回全国大会, 2a-242-01, pp.629-630, 
東京大学, Sept. 2009. 
 
 
第 19 回インテリジェント・システム・シンポジウム

(FAN2009), E5-2, pp.466-469, 会津大学, Sept. 2009. 
 
第 70 回応用物理学会学術講演会, 9a-P3-16, pp.417, 富
山大学, Sept. 2009. 
 
第 8 回情報科学技術フォーラム(FIT2009), K-055, 
pp.659-660, 東北工業大学, Sept. 2009. 
 
第 8 回情報科学技術フォーラム(FIT2009), K-054, 
pp.657-658, 東北工業大学, Sept. 2009. 
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山川太一, 野口健太郎, 桶真一郎 
 
 
野口健太郎, 山田親稔, 水野正志, 與
那嶺尚弘 
 
水野正志, 山田親稔, 野口健太郎, 與
那嶺尚弘 
 
佐竹卓彦, 桶真一郎, 野口健太郎, 山
田親稔, 須田善行, 滝川浩史 
 
野口健太郎, 神里志穂子, 山城信裕, 
比嘉優, 知念輝佳, 湯川高志, 鈴木龍

司 
 
松堂嘉紀, 野崎真也, 藤岡慎介, 陳延

偉, 野口健太郎, 鈴木龍司 
 
野口健太郎, 我那覇元規, 神里志穂

子, 水野正志, 田所嘉昭 
 
比嘉優, 野口健太郎, 神里志穂子, 佐
竹卓彦, 鈴木龍司 
 
 
野崎真也, 神里志穂子, 野口健太郎, 
池松真也, 鈴木龍司 
 
野口健太郎 
 
 
野崎真也, 松堂嘉紀, 藤岡慎介, 陳延

偉, 野口健太郎 
 

気象データベース構築のためのアプリケーション

開発 
 
高専連携による組込みシステム教育に関する取組

み 
 
高専教育におけるモデルベース組み込みシステム

の導入-上流設計と実装設計の融合- 
 
島嶼県沖縄における中学校に対する理科教育支援

の実践 
 
工学系実験における技能教育の取組み事例 
 
 
 
符号化半撮法のバックライト撮影の試み 
 
 
腕の動作計測と音の解析による初期のバイオリン

指導の検討 
 
半田付け作業におけるこて先角度と上肢動作の関

連性 
 
 
工学実験の教育法をカイゼンするための試み －
多変量解析に基づくアンケートの解析－ 
 
動きと音の解析に基づく楽器演奏上達法の開発 
 
 
符号化半影カメラによる X 線プラズマ像の撮影

と制度の評価 

平成 20 年度高専連携教育研究プロジェクト学生成果

発表会, pp.12, 豊橋技術科学大学, Aug. 2009. 
 
日本工学教育協会第 57 回工学・工業教育研究講演会, 
8-215, pp.362-363, 名古屋大学, August 2009. 
 
日本工学教育協会第 57 回工学・工業教育研究講演会, 
6-102, pp.104-105, 名古屋大学, August 2009. 
 
日本工学教育協会第 57 回工学・工業教育研究講演会, 
5-107, pp.92-93, 名古屋大学, August 2009. 
 
日本 e-Learning学会会誌, vol.9, pp.136-142, May 2009. 
 
 
 
電子情報通信学会総合大会, D-11-46, pp.46, 愛媛大学, 
March 2009. 
 
電子情報通信学会総合大会, D-15-40, pp.218, 愛媛大学, 
March 2009. 
 
電子情報通信学会総合大会 ISS 特別企画「学生ポスタ

ーセッション」, ISS-P-141, pp.47, 愛媛大学, March 
2009. 
 
独立行政法人国立高等専門学校機構論文集「高専教

育」第 32号, pp.447-450, March 2009. 
 
財団法人サウンド技術振興財団第 20 回研究助成講演

会, アクトシティ浜松, Feb. 2009. 
 
平成 20 年度電気学会・電子情報通信学会合同講演会

講演論文集, OKI-2008-06, pp.59-60, 琉球大学, Dec. 2008. 
 

仲程基経, 野口健太郎, 山田親稔, 杉
本和英, 與那嶺尚弘 
 
山城信裕, 野口健太郎, 神里志穂子, 
山田親稔, 石田好輝 
 
飯田智行, 野口健太郎, 山田親稔, 佐
竹卓彦, 桶真一郎 
 
佐竹卓彦, 山城信裕, 奥田篤士, 野口

健太郎, 神里志穂子, 山田親稔, 桶真

一郎 
 
伊波慧，山田親稔 
 
 
伊波慧，山田親稔，野口健太郎，神

里志穂子 
 
真嘉比愛, 久保田浩幸, 山田親稔, 野
口健太郎, 神里志穂子 
 
東比嘉仁哉，新川朝平，山田親稔 
 
 

eラーニングを活用した高専版組込みスキル標準

策定の取組み 
 
工学実験における簡便な動画教材作成法の検討 
 
 
ICTツールを活用した教育支援方法の検討 -沖縄

県 I中学校への出前授業の実践報告- 
 
簡便な動画教材作成法の検討 
 
 
 
AES暗号復号システムの小型組込み機器への効

率的実装 
 
小型組込み機器への暗号システムの実装 
 
 
UML設計による組込み向け HW/SW雛形コード

生成ツールの開発 
 
画像処理アルゴリズムの FPGAへの実装とその

評価 
 

Bbカンファレンス 2009 in OSAKA, pp.45-48,  (2009) 
 
 
日本 e ラーニング学会 2009 年秋季学術講演会, 論文

18, pp.118-121, 産業技術大学院大学, Nov. 2009. 
 
第 64 回体力医学会中国四国地方会, pp.10-11, 山口大

学, Nov. 2009. 
 
日本教育工学会第 25回全国大会, 2a-242-01, pp.629-630, 
東京大学, Sept. 2009. 
 
 
第 17 回電子情報通信学会九州支部学生会講演会，D-3
九州工業大学, Sept. 2009. 
 
平成 21 年度電気学会産業システム情報化研究会, 琉球

大学, Sept. 2009. 
 
電気学会産業システム情報化研究会, IIS-09-074, pp.17-
20, 琉球大学, Sept. 2009. 
 
平成 21 年度電気学会産業システム情報化研究会, 
pp.21-24, 琉球大学, Sept. 2009. 
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比嘉修，野口健太郎，神里志穂子，

山田親稔 
 
仲程基経，芦原圭祐，山田親稔，長

田康敬 
 
兼城千波，野口健太郎，山田親稔，

水野正志，贄良則 
 
水野正志，山田親稔，野口健太郎，

與那嶺尚弘 
 
野口健太郎，山田親稔，水野正志，

與那嶺尚弘 
 
Chikatoshi Yamada 
 
 
伊波慧，山田親稔 
 
 
宮城武志，仲程基経，長田康敬，山

田親稔 
 
芦原圭祐，仲程基経，長田康敬，山

田親稔 

UMLモデルベースを用いたエンジン制御教材の

検討 
 
非同期 MIPSプロセッサの設計および FPGA実装 
 
 
Webデータを活用した教育改善システムの構築 
 
 
高専教育におけるモデルベース組み込みシステム

の導入－上流設計と実装設計の融合－ 
 
高専連携による組込みシステム教育に関する取組

み 
 
An Efficient System Verification based-on Check-Point 
Extraction Method 
 
暗号アルゴリズムの遠隔再構成システムへの実装 
 
 
Linux搭載可能組込み評価ボードを用いた組込み

開発実習の事例 
 
MIPSアーキテクチャ非同期プロセッサの設計と

FPGA実装 
 

平成 21 年度電気学会産業システム情報化研究会, 
pp.13-16, 琉球大学, Sept. 2009. 
 
平成 21 年度電気学会産業システム情報化研究会, pp.7-
11, 琉球大学, Sept. 2009. 
 
第 70 回応用物理学会学術講演会, 9a-P3-16, pp.417, 富
山大学, Sept. 2009. 
 
日本工学教育協会第 57 回工学・工業教育研究講演会, 
6-102, pp.104-105, 名古屋大学, August 2009. 
 
日本工学教育協会第 57 回工学・工業教育研究講演会, 
8-215, pp.362-363, 名古屋大学, August 2009. 
 
沖縄工業高等専門学校紀要，第 3 号，pp.25-30, March 
2009. 
 
平成 20 年度電気学会産業システム情報化研究会，

pp.35-36, March 2009. 
 
平成 20 年度電気学会産業システム情報化研究会，

pp.37-40, March 2009. 
 
平成 20 年度電気学会産業システム情報化研究会，

pp.41-44, March 2009. 

 
金城伊智子，東るみ子，宮城隼夫 
 

 
リスク管理型ANPに関する一考察 
 

 
電子情報通信学会，CD-ROM D-9-18 (2009) 
 

 
 
III．メディア情報工学科 

氏  名 課   題 雑誌，講演会，または発行所等 
姉崎 隆, 平安名啓太, 下地寿弥, 吉
濱雄介, 伊波幹夫, タンスリヤボン

スリヨン 
 
榮門恒希, 姉崎 隆, タンスリヤボン
スリヨン 
 
喜納希美, 姉崎 隆, タンスリヤボン
スリヨン 
 
赤崎 愛, 姉崎 隆 
 
 
吉元 司, 姉崎 隆 
 
 
姉崎 隆, 赤崎愛, 八木康史 
 
 
Takashi Anezaki 
 

自律移動ロボットの基本経路誘導教示実験と考察 
 
 
 
形状ベースパターンマッチングを利用した QR コ
ード追跡 
 
ＧＰＳ情報を用いた海岸清掃ロボットの開発 
 
 
天井全景を特徴点(マーク)としたロボット自律移
動方式の提案 
 
小型群ロボット制御システムの基本構築 
 
 
「天井全景を特徴点（マーク）としたロボット自

立移動方式の提案」 
 
“human-friendly cell-production support robot” 

電気学会産業システム情報化研究会,IIS-09-081,2009 年
9月 25日 
 
 
電気学会産業システム情報化研究会,IIS-09-078,2009 年
9月 25日 
 
電気学会産業システム情報化研究会,IIS-09-080,2009 年
9月 25日 
 
電気学会産業システム情報化研究会,GID-08-01,2009 年
3月 14日 
 
電気学会産業システム情報化研究会,GID-08-02,2009 年
3月 14日 
 
沖縄高専紀要，第 3号,2009.3 
 
 
ONCT Bulletin, No.2, pp.27-30 (2008) 

T.Yukawa, K.Kawano, Y.Suzuki, 
T.Suriyon, Y.Fukumura 
 
タンスリヤボン スリヨン, 鈴木 貴
之, 岩橋 政宏 
 
 
 

Sense of Connectedness in e-Learning 
 
 
JPEG2000 の IP コアを活用したアウェアネス映像
通信～通常は超低ビットレートでアウェアネス通

信。必要に応じて少しの追加データ通信で TV 電
話に～ 
 

ED-MEDIA 2008,CD-ROM, (2008年 1月) 
 
 
画像ラボ、日本工業出版、19(5)、pp.30～34（平成 20
年 5月） 
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鈴木 結，Tansuriyavong Suriyon，湯
川 高志，福村 好美 
 
 
タンスリヤボン スリヨン，武村 
史明 
 
栄門 恒希，タンスリヤボン スリヨ
ン 
 
宮里 貴紀, タンスリヤボン スリヨ
ン 
 
金城 光美, タンスリヤボン スリヨ
ン 
 
喜納 希美, タンスリヤボン スリヨ

ン 
 
 
榮門 恒希，タンスリヤボン スリ
ヨン 
 
榮門 恒希，姉崎 隆，タンスリヤ
ボン スリヨン 
 
鈴木 裕太，タンスリヤボン スリヨ
ン 
 
喜納 希美，姉崎 隆，タンスリヤ
ボン スリヨン 

ｅラーニングにおける"つながり感"醸成ツールの
効果検証 
 
 
画像処理によるラジコンの制御 
 
 
QR コード認識を活用した人物追尾ロボットの関
する研究 
 
画像処理による球拾いロボットの研究 
 
 
距離画像センサを用いたロボット制御に関する研
究 
 
音声認識による電動車椅子の制御に関する研究 
 
 
 
QR コード認識を活用した人物追尾ロボットの開
発 
 
形状ベースパターンマッチングを利用した QR コ
ード追跡 
 
画像処理を用いた三次元移動ロボットの制御に関
する研究 
 
GPS情報を用いた海岸清掃ロボットの開発 
 
 

第 9回 CMS 研究会 セッション 2 No.2、（平成 20年
9月） 
 
第 27 回 SICE 九州支部学術講演会、p.213～214、（平

成 20年 11月） 
 
第 27 回 SICE 九州支部学術講演会、p.312、（平成 20
年 11月 ） 

 
電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 3
月） 
 
電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21年 3
月） 
 
電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21年 3
月） 
 
電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 3
月） 
 
電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 9
月）（電気学会優秀論文発表賞Aを受賞） 
 
電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 9
月） 
 
電気学会産業システム情報化研究会，（平成 21 年 9
月） 
 

Suzuki; Taisaku (Hiroshima-ken, JP), 
Yamamoto; Yoichi (Hiroshima-ken, JP), 
Takahashi; Mami (Hiroshima-ken, JP), 
Hamamoto; Yasuo (Osaka-fu, JP) 
 
Suzuki; Taisaku (Hiroshima-ken, JP), 
Yamamoto; Yoichi (Hiroshima-ken, JP), 
Takahashi; Mami (Hiroshima-ken, JP), 
Hamamoto; Yasuo (Osaka-fu, JP) 
 
増田康男，鈴木大作，今田正幸 
 
 
松本智裕，鈴木大作，山本洋一 
 
 
 
黒田浩祐，鈴木大作，高橋栄治，倉
光麻美 
 
千田武志，鈴木大作，高橋栄治 
 
 
長谷川智子，鈴木大作，倉光麻美 
 

Time-out control apparatus, terminal unit, time-out 
control system and time-out procedure 
 
 
 
Time-out control apparatus, terminal unit, time-out 
control system and time-out procedure 
 
 
 
「設定情報送信装置、設定情報受信装置及び設定

情報移行制御システム」 
 
「録画再生装置、録画再生方法、録画再生プログ
ラムおよび録画再生プログラムを格納するコンピ
ュータ読み取り可能な記録媒体」 
 
「コンテンツ再生端末およびコンテンツ再生方法
並びにコンテンツ再生プログラム」 
 
「不正権利取得防止システムおよび不正権利取得

防止方法並びにプログラム」 
 
「複数権利判定可能な端末装置及び複数権利判定
方法」 
 

United States Patent, PAT. NO.7353314 April 1, 2008 
 
 
 
 
United States Patent, PAT. NO.6728809, April 27, 2004 
 
 
 
 
日本国特許庁 2007-336109 
 
 
日本国特許庁 2007-266677 
 
 
 
日本国特許庁 2005-275832 
 
 
日本国特許庁 2005-251033 
 
 
日本国特許庁 2004-348384 
 

 
Ⅳ．生物資源工学科 

氏  名 課   題 雑誌，講演会，または発行所等 
C.Tada, K.Hirayama, Tomoaki 
ITAYAMA, Norio IWAMI, Takashi 
KUWABARA, Nobuyuki TANAKA, 
Yoshitaka EBIE  

Establishment of the sustainable system using kitchen 
wastewater treatment by slanted soil treatment system 
 
 

Decentralized wastewater treatment system 2009  
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祝嶺愛里，中本千尋，吉田祥子， 
平山けい 
 
平山けい 
 
 
青木啓悟，祝嶺愛里，中本千尋，堀

内道雄，平山けい，吉田祥子 
 

紫外線による C6 細胞の損傷評価および植物抽出

液によるNO産生抑制効果 
 
招待講演『健康で優しい子どもを育てるために‐

乳幼児期の睡眠の大切さ‐』 
 
LDHを指標とした組織障害の測定技術の開発 
 

第108回日本皮膚科学会総会、2009 
 
 
沖縄県, 名護市教育委員会主催 中央公民館乳幼児出前

講座, 2009  
 
中部化学関係学協会支部連合 秋季大会、2008 
 

山口昭弘，広瀬直人，三枝隆裕，里

山俊哉ら，渡井正俊 
 

In vitro アッセイによる黒ウコン（Kaempferia 
parviflora）の生物学的活性の評価 

健康・栄養食品研究 Vol.12 No.2  2009 

大嶺和可奈，平良淳誠，平良和代，

永田純一 
 
大嶺和可奈，平良淳誠，平良和代，

永田純一 
 
安間智美，平良淳誠，南部仁志，上

江田捷博 
 
 
Maarisit, W., Rob, T., Ogi, T.,  Taira, 
J., Ueda, K 
 
平良淳誠，玉城美希，名嘉夏織，安

間智美，平良和代 
 
Taira, J., Nanbu, H., Ueda K 
 
 
Maarisit, W., Rob, T., Ogi, T.,  Taira, 
J., Ueda, K 
 
平良淳誠，（他 1人、池本 毅） 
 

沖縄産カンショ(Ipomoea batatas L.)茎葉の抗酸化活

性に関する研究 
 
イモの葉で健康増進！ 
 
 
キンミズヒキ（Agrimonia pilosa Ledeb）の LPS誘

導 RAW264.7マクロファージ系細胞による NO産

生抑制成分 
 
Bioactive metabolites from Okinawan marine 
organisms 
 
沖縄産ヤスデが放出する揮発性臭気物質の解析と

そのアポトーシス細胞の誘導 
 
Nitric oxide-scavenging compounds in Agrimonia 
pilosa Ledeb on LPS-induced RAW264.7 macrophages 
 
Bioactive metabolites from Okinawan marine 
organisms 
 
発明奨励賞：薬用美白美容液(PAT28689) 

第 129回日本薬学会（2009年 3月、京都市） 
 
 
第 129 回日本薬学会年会講演ハイライト：

http://www.pharm.or.jp/hot-news/koen129.html 
 
第 129回日本薬学会（2009年 3月、京都市） 
 
 
 
Proceedings of the World Ocean Conference, May 11-15, 
2009（ Indonesia） 
 
フォーラム 2009 衛生薬学・環境トキシコロジー

（2009年 11月、宜野湾市） 
 
Food Chemistry 115, 1221-1227 (2009) 
 
 
Proceedings of the World Ocean Conference, Manado 
Northsulawesi, Indonesia, May 11-15, 2009, in press. 
 
社団法人 発明協会（2009年 11月 ） 

 
Motoyama K, Nakai Y, Miyashita T, 
Fukui Y, Morita M, Sanmiya K, 
Sakakibara H, Matsumoto I, Abe K, 
Yakabe T, Yajima N, Shimoi K. 
 

 
Isolation stress for 30 days alters hepatic gene 
expression profiles, especially with reference to lipid 
metabolism in mice. 

 
Physiol Genomics. 2009 Apr 10;37(2):79-87. Epub 2008 Dec 
23. 

Suzuki T., Ezure T., Ito M., Shikata M., 
and Ando E. 
 
伊東昌章 
 
 
鈴木崇，伊東昌章，江連徹，東出将

賢，遠藤幸喜 
 
 
江連徹，東出将賢，鈴木崇，伊東昌

章，遠藤幸喜 
 
 
東出将賢，江連徹，白木聡子，伊東

昌章 
 
 

An insect cell-free system for recombinant protein 
expression using cDNA resources 
 
ラッカーゼ－その特性と環境関連分野への利用－ 
 
 
翻訳反応促進DNA断片およびそれを用いた鋳型

DNA、mRNA、ならびに無細胞系タンパク質合成

用反応液 
 
無細胞系タンパク質合成用昆虫細胞抽出液の調製

方法および昆虫細胞抽出液、ならびに昆虫細胞抽

出液を用いた無細胞系タンパク質合成方法 
 
無細胞系タンパク質合成用抽出液、およびそれを

用いた無細胞系タンパク質合成方法、ならびに該

抽出液の調製方法 
 

Reverse Chemical Genetics, Methods in Molecular Biology, 
vol.577, Humana Press, pp.97-108 (2009) 
 
産業酵素の応用技術と最新動向、シーエムシー出版、

pp.321-328 (2009) 
 
特許第 4385652号(2009.10.9登録) 
 
 
 
特許第 4324730号(2009.6.19登録) 
 
 
 
特許第 4244625号  (2009.1.16登録) 
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江連徹，東出将賢，伊東昌章 
 
 
長岡純治、東出将賢、伊東昌章 
 
 
伊東昌章、小田耕平 
 
遠藤幸喜、内海俊彦、伊東昌章 
 
 
鈴木崇、遠藤幸喜、伊東昌章 
 
 
内海俊彦、遠藤幸喜、伊東昌章 
 
 
新美友章、門脇辰彦、ファン ホア

ング フォング、伊東昌章、江連徹 
 
四方正光、伊東昌章、江連徹、鈴木

崇 
 
 
 
伊東昌章 
 
 
江連徹、鈴木崇、伊東昌章、安藤英

治 
 
長岡純治、谷尾博子、谷口博昭、伊

東昌章 
 

無細胞系タンパク質合成方法およびそのための抽

出液 
 
無細胞系タンパク質合成用抽出液の調製方法、お

よびカイコ組織用抽出キット 
 
有機溶媒耐性チロシナーゼおよびその製造方法 
 
無細胞系タンパク質合成におけるミクロソーム膜

添加による翻訳後修飾方法 
 
耐熱性ラッカーゼ、その遺伝子およびその製造方

法 
 
無細胞系タンパク質合成におけるミクロソーム膜

添加による翻訳後修飾方法 
 
ラミニンコイルドコイル（ＬＣＣ）ドメインヘテ

ロ多量体を含むタンパク質会合体の調製方法 
 
アデノシン 3’, 5’-ビスホスフェートを用いた無

細胞タンパク質合成方法及び無細胞タンパク質合

成反応液 
 
カイコ無細胞タンパク質合成系の実用化研究－新

たな養蚕業の創出を目指して－ 
 
昆虫培養細胞由来無細胞合成系を用いた human 
Cu, Zn-superoxide dismutase (hSOD1) の合成 
 
絹糸腺由来の無細胞翻訳系におけるPlautia stali 
intestine virus (PSIV)-IRES の機能解析 

特許第 4244628号  (2009.1.16登録) 
 
 
特許第 4243762号  (2009.1.16登録) 
 
 
特許第 4116172号  (2008.4.25登録) 
 
特許第 4091901号  (2008.3.7登録) 
 
 
特許第 4056369号(2007.12.21登録) 
 
 
特許第 3965437号  (2007.6.8登録) 
 
 
特開 2009-207449、(2009.9.17公開) 
 
 
特開 2009-142193 (2009.7.2公開) 
 
 
 
沖縄産学官イノベーションフォーラム 2009、沖縄県工

業技術センター(2009.11.12) 
 
日本農芸化学会 2009年度大会講演要旨集 pp.シ 35 
(2009.3.28) 

 
日本蚕糸学会第 79回大会講演要旨集 (2009.3.22) 

 
 
Ⅴ．総合科学科 

氏  名 課   題 雑誌，講演会，または発行所等 
澤井万七美 
 
 
澤井万七美 

水也田呑州の琵琶講談 
 
 
劇評「舞台『鉄人２８号』」 

「近代日本における芸術化の諸問題」研究会、口頭発

表、京都市立芸術大学、2009.7.19. 
 
大阪日日新聞、2009.3.10.9面 
 

Tsukasa Takamine 
 
 
Tsukasa Takamine 
 
 
Tsukasa Takamine 
 
 
Tsukasa Takamine 
 
 
Tsukasa Takamine 
 
 
 
 

Development Cooperation as a Foundation of Japan’s 
Foreign Policy 
 
Institutions of the Asia-Pacific: ASEAN, APEC, and 
beyond 
 
Foreign Aid and Japanese Diplomacy 
 
 
Foreign Aid and Japanese Diplomacy 
 
 
ODA and Foreign Policy: Theory and Practice 
 
 
 
 

International Studies Review, vol. 10, no. 1, June 2009, pp. 1-
28. (学術論文) 
 
Pacific Affairs, vol. 83, no. 1, March 2010, pp. tba, (学術論

文, forthcoming) 
 
The JSAA-ICJLE 2009 International Conference, July 2009, 
Sydney, Australia  (国際会議発表) 
 
The JSAA-ICJLE 2009 International Conference, July 2009, 
Sydney, Australia  (国際会議 Proceedings) 
 
International Conference on “Emerging Donors and New 
Approaches to Development Cooperation”, April 2009, 
Seoul, Korea (国際会議 Proceedings) 
 
 



沖縄高専紀要 第 4 号（2010） 

Tsukasa Takamine 
 
 
Tsukasa Takamine 
 
 
 
Tsukasa Takamine 
 
 
高嶺 司 
 
 
高嶺 司 

Echos of War 
 
 
Japanese Yen Loans, Aid Guidelines and Decision- 
making Process: A Case Study of the Pahang-Selangor 
Water Transfer Project in Malaysia 
 
Japan’s ODA Strategy: From an Auxiliary to a Leading 
State 
 
オセアニアの大学での留学生に対する教育経験の

事例報告 
 
対外援助政策と日本外交 
 

Monash University Asia Institute, Melbourne, Australia, 
2009, (著書査読審査) 
 
Pacific Affairs, The University of British Columbia, Canada, 
2009,  (論文査読審査） 
 
 
Pacific Affairs, The University of British Columbia, Canada, 
2009,  (論文査読審査） 
 
高専機構留学生国際交流担当教員研究集会報告, 2009. 
 
沖縄工業高等専門学校紀要, 第 4号, 2010, pp. tba, (学
術論文, forthcoming) 
 

大石敏広  
 
大石敏広 
 
 
大石敏広 
 
 
大石敏広 
 
 
大石敏広 
 
 
大石敏広 
 
 
大石敏広 
 

『規則のパラドックス』（著書） 
 
J. S. Mill’s Proof of the Principle of Utility and 
Psychological Egoism 
 
技術者倫理における設計思想について 
 
 
技術者倫理における道徳的ジレンマと価値概念 
 
 
技術者倫理と環境問題 
 
 
技術者倫理において倫理学理論はどのように論じ

られるべきか 
 
技術者倫理における地球的視野の問題 

晃洋書房(2008. 1) 
 
Philosophia OSAKA. pp. 65-74, 2008.3 
 
 
日本工学教育協会『工学教育』、vol. 57, no. 6 (2009. 
11)、pp. 75-80 
 
日本工学教育協会『工学教育』、vol. 57, no. 6 (2009. 
11)、pp. 81-86 
 
日本工学教育協会『工学教育』、vol. 58, no. 2 (2010. 
3)、掲載決定（査読修正完了） 
 
日本工学教育協会『工学教育』、vol. 58, no. 2 (2010. 
3)、掲載決定（査読修正完了） 
 
沖縄工業高等専門学校紀要、第４号(2010.3) 

名嘉山リサ 
 
 
名嘉山リサ 
 
 
名嘉山リサ 
 

消された OKINAWA: The Teahouse of the August 
Moon（『八月十五夜の茶屋』）～小説から映画へ 
 
映写会「映画にみる沖縄の戦前・戦後」コメンテ

ーター 
 
Spectacle as the Resisting Site: Josephine Baker’s Dance 
and Song Scenes in ZouZou (1934) and Princess Tam 
Tam (1935) 
 

九州アメリカ文学会大会（琉球大学、2009年 5月） 
 
 
沖縄県立公文書館（2009年 9月） 
 
 
日本映画学会『映画研究』4号, pp. 22-41, 2009年 

H. Terajima 
 
 

Families of Okamoto-Painlevé pairs and Painlevé 
equations. 
 

Annali di  Matematica, Vol186, No 1,pp . 99-146 (2006) 
 

飯田智行，枝松千尋，宮川健， 

小野寺昇 

 

飯田智行，野口健太郎，山田親

稔，佐竹卓彦，桶真一郎 

 

山本真帆，宮川健，飯田智行 

 

 

飯田智行，枝松千尋，宮川健， 

関和俊，小野寺昇 

 

 

身体特性が歩行中の頭部動揺周期の規則性に及ぼ

す影響 

 

ICTツールを活用した教育支援方法の検討 

～沖縄県 I中学校への出前授業の実践報告～ 

 

歩行中における腕振りの違いが振子運動効率に及

ぼす影響 

 

加齢が歩行周期の規則性に及ぼす影響 

 

 

 

運動と影響の処方科学，第３巻，pp13-19，2009 

 

 

第 64 回日本体力医学会中国・四国地方会，pp10-11，

2009 

 

第 64 回日本体力医学会中国・四国地方会，pp6-7，

2009 

 

第 64回日本体力医学会大会, pp223，2009 

 

 

 



Bulletin of Okinawa National College of Technology, No.4 (2010) 
 

山本真帆, 飯田智行, 宮川健 

 

 

宮川健，山本真帆，飯田智行 

 

宮川健，山本真帆，飯田智行 

 

 

山本真帆，宮川健，飯田智行 

歩行における振子運動効率とエネルギー消費量の

関係 

 

歩行のエネルギー効率に関する研究 

 

歩行の振子運動効率とエネルギー消費量の関係

（１） 

 

歩行の振子運動効率とエネルギー消費量の関係

（２） 

第 64回日本体力医学会大会, pp186，2009 

 

 

第 64回日本体力医学会大会, pp350，2009 

 

第 63 回日本体力医学会中国・四国地方会，pp29-30，

2009 

 

第 63 回日本体力医学会中国・四国地方会，pp31-32，

2009 

 

 
 
Ⅵ．技術支援室 

氏  名 課   題 雑誌，講演会，または発行所等 
Y.Miyafuji , I.Senaha, 
K.Oyakawa,W.Nakashima, M.Hiwada 
 
 
H. Yamashiro, Y.Miyafuji F. Yoshinaga 
and K. Yagi 
 
 
宮藤 義孝,具志 孝,藏屋英介 
 

Enhancement of Heat Transfer of Backward-Facing Step 
by Mist flow 
 
 
DESIGN AND TRIAL MANUFACTURING OF 
THERMAL CHEMICAL REACTOR  USING  
CAD/CAM SYSTEM 
 
鋳造における凝固過程の可視化とCAE教材の製

作 

Proceedings of the 9th International Symposium on 
Experimental and Computational Aerothermodynamics of 
Internal Flows ISAIF9, 2009.9 (Gyeongju Korea), 
 
3rd International Symposium OnAdvances In Technology  
Education,ISATE-2009 (Singapore),pp.14,2009.9 
 
 
平成 20年度京都大学総合技術研究会報告集, 2009.3 
 

渡邊謙太, 加藤英寿, 菅原敬  
 
 
渡邊謙太, 加藤朗子, 岩崎貴也, 小早
川三輪, 菅原敬 
 

小笠原諸島固有種オガサワラボチョウジの保全に
ついて 
 
小笠原諸島固有種オガサワラボチョウジ（アカネ
科）の二型花柱性とその繁殖 ：ポリネーターシ
フトによる片方向への送粉 
 

小笠原研究年報 32: pp.11-26.(2009) 
 
 
日本生態学会学会第 27回大会（岩手大学）(2009) 
 

 
Ⅶ．留学生交流促進センター 

氏  名 課   題 雑誌，講演会，または発行所等 
 
吉川 友子 
 

 
多人数による同時進行会話の相互行為分析 

 
『言語と文化の展望』（英宝社） pp.343-361、（2007） 

 



沖 縄 工 業 高 等 専 門 学 校 紀 要 発 行 規 程沖 縄 工 業 高 等 専 門 学 校 紀 要 発 行 規 程沖 縄 工 業 高 等 専 門 学 校 紀 要 発 行 規 程沖 縄 工 業 高 等 専 門 学 校 紀 要 発 行 規 程

平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年 ８８８８ 月月月月３１３１３１３１日日日日

規 程 第規 程 第規 程 第規 程 第 ７７７７ 号号号号

改正 平成改正 平成改正 平成改正 平成１９１９１９１９年年年年 ３３３３ 月月月月２９２９２９２９日日日日

規 程 第規 程 第規 程 第規 程 第 １１１１ 号号号号

（（（（目的目的目的目的））））

第第第第１１１１条 沖縄工業高等専門学校条 沖縄工業高等専門学校条 沖縄工業高等専門学校条 沖縄工業高等専門学校（（（（以下以下以下以下「「「「本校本校本校本校」」」」というというというという。。。。））））のののの教育教育教育教育・・・・研究活動研究活動研究活動研究活動のののの活性化活性化活性化活性化をををを図図図図るとるとるとると

ともにともにともにともに、、、、本校教員等本校教員等本校教員等本校教員等のののの研究成果及研究成果及研究成果及研究成果及びびびび教育研究活動状況教育研究活動状況教育研究活動状況教育研究活動状況をををを広広広広くくくく公表公表公表公表するためするためするためするため、、、、沖縄工業高等専沖縄工業高等専沖縄工業高等専沖縄工業高等専

門学校紀要門学校紀要門学校紀要門学校紀要（（（（以下以下以下以下「「「「紀要紀要紀要紀要」」」」というというというという。。。。））））をををを発行発行発行発行するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。

（（（（誌名等誌名等誌名等誌名等））））

第第第第２２２２条 紀要条 紀要条 紀要条 紀要のののの名称名称名称名称はははは、、、、「「「「沖縄工業高等専門学校紀要第沖縄工業高等専門学校紀要第沖縄工業高等専門学校紀要第沖縄工業高等専門学校紀要第○○○○号号号号（（（（BulletinBulletinBulletinBulletin ｏｆ Ｏｋｉｎａｗａ Ｎａｔｉｏｎａｌｏｆ Ｏｋｉｎａｗａ Ｎａｔｉｏｎａｌｏｆ Ｏｋｉｎａｗａ Ｎａｔｉｏｎａｌｏｆ Ｏｋｉｎａｗａ Ｎａｔｉｏｎａｌ

Ｃｏｌｌｅｇｅ ｏｆ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ Ｎｏ．Ｃｏｌｌｅｇｅ ｏｆ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ Ｎｏ．Ｃｏｌｌｅｇｅ ｏｆ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ Ｎｏ．Ｃｏｌｌｅｇｅ ｏｆ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ Ｎｏ．○○○○））））」」」」とするとするとするとする。。。。

２２２２ このこのこのこの規程規程規程規程においてにおいてにおいてにおいて紀要紀要紀要紀要とはとはとはとは、、、、このこのこのこの規程規程規程規程にににに基基基基づきづきづきづき編集発行編集発行編集発行編集発行されたものでされたものでされたものでされたもので、、、、印刷物又印刷物又印刷物又印刷物又はははは電子的電子的電子的電子的

方法方法方法方法によりによりによりにより記録記録記録記録されたものをいうされたものをいうされたものをいうされたものをいう。。。。

（（（（審査審査審査審査・・・・編集編集編集編集））））

第第第第３３３３条 紀要条 紀要条 紀要条 紀要のののの投稿原稿審査投稿原稿審査投稿原稿審査投稿原稿審査、、、、編集編集編集編集、、、、発行等発行等発行等発行等にににに関関関関するするするする事項事項事項事項はははは、、、、沖縄工業高等専門学校研究推進沖縄工業高等専門学校研究推進沖縄工業高等専門学校研究推進沖縄工業高等専門学校研究推進

委員会委員会委員会委員会（（（（以下以下以下以下「「「「委員会委員会委員会委員会」」」」というというというという。。。。））））においてにおいてにおいてにおいて審議決定審議決定審議決定審議決定するするするする。。。。

（（（（掲載事項掲載事項掲載事項掲載事項））））

第第第第４４４４条 紀要条 紀要条 紀要条 紀要のののの掲載事項掲載事項掲載事項掲載事項はははは、、、、次次次次のののの各号各号各号各号にににに掲掲掲掲げるものとするげるものとするげるものとするげるものとする。。。。

((((1111)))) 研究論文研究論文研究論文研究論文、、、、総説総説総説総説、、、、教育研究報告又教育研究報告又教育研究報告又教育研究報告又はははは資料資料資料資料（（（（以下以下以下以下「「「「論文等論文等論文等論文等」」」」というというというという。。。。））））

((((2222)))) 紀要以外紀要以外紀要以外紀要以外にににに発表発表発表発表したしたしたした論文等論文等論文等論文等のののの抄録等抄録等抄録等抄録等（（（（学会等学会等学会等学会等でのでのでのでの活動状況活動状況活動状況活動状況をををを含含含含むむむむ。。。。））））

((((3333)))) そのそのそのその他委員会他委員会他委員会他委員会でのでのでのでの審議審議審議審議をををを経経経経てててて、、、、校長校長校長校長がががが特特特特にににに認認認認めためためためた事項事項事項事項

（（（（投稿者投稿者投稿者投稿者））））

第第第第５５５５条 紀要条 紀要条 紀要条 紀要にににに投稿投稿投稿投稿できるできるできるできる者者者者はははは、、、、次次次次のののの各号各号各号各号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる者者者者とするとするとするとする。。。。

((((1111)))) 本校本校本校本校のののの教職員教職員教職員教職員（（（（非常勤教職員非常勤教職員非常勤教職員非常勤教職員をををを除除除除くくくく。。。。））））

((((2222)))) 委員会委員会委員会委員会でのでのでのでの審議審議審議審議をををを経経経経てててて、、、、校長校長校長校長がががが特特特特にににに認認認認めためためためた者者者者

２２２２ 共著共著共著共著のののの場合場合場合場合はははは、、、、前項前項前項前項のののの投稿者投稿者投稿者投稿者１１１１名名名名をををを含含含含めばよいものとするめばよいものとするめばよいものとするめばよいものとする。。。。

（（（（発行発行発行発行））））

第第第第６６６６条 紀要条 紀要条 紀要条 紀要はははは、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして年年年年１１１１回発行回発行回発行回発行するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。

（（（（事務事務事務事務））））

第第第第７７７７条 紀要条 紀要条 紀要条 紀要にににに関関関関するするするする事務事務事務事務はははは、、、、総務課総務課総務課総務課においてにおいてにおいてにおいて処理処理処理処理するするするする。。。。

（（（（雑則雑則雑則雑則））））

第第第第８８８８条条条条 このこのこのこの規程規程規程規程にににに定定定定めるもののほかめるもののほかめるもののほかめるもののほか、、、、紀要紀要紀要紀要のののの編集及編集及編集及編集及びびびび原稿原稿原稿原稿のののの執筆執筆執筆執筆にににに関関関関しししし必要必要必要必要なななな事項事項事項事項はははは、、、、別別別別にににに

定定定定めるめるめるめる。。。。

附 則附 則附 則附 則

このこのこのこの規程規程規程規程はははは、、、、平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年８８８８月月月月３１３１３１３１日日日日からからからから施行施行施行施行しししし、、、、平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日からからからから適用適用適用適用するするするする。。。。

附 則附 則附 則附 則（（（（平平平平１９１９１９１９．．．．３３３３．．．．２９２９２９２９規程第規程第規程第規程第１１１１号号号号））））

このこのこのこの規程規程規程規程はははは、、、、平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年３３３３月月月月２９２９２９２９日日日日からからからから施行施行施行施行するするするする。。。。
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沖 縄工 業高 等専 門学 校 紀要 投稿 編集 要領沖 縄工 業高 等専 門学 校 紀要 投稿 編集 要領沖 縄工 業高 等専 門学 校 紀要 投稿 編集 要領沖 縄工 業高 等専 門学 校 紀要 投稿 編集 要領

（（（（平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年 ８８８８ 月月月月３１３１３１３１日制定日制定日制定日制定））））

平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年 ３３３３ 月月月月２２２２２２２２日改正日改正日改正日改正

平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年１０１０１０１０月月月月２３２３２３２３日改正日改正日改正日改正

第第第第１１１１節 総則節 総則節 総則節 総則

（（（（趣旨趣旨趣旨趣旨））））

第第第第１１１１条条条条 このこのこのこの要領要領要領要領はははは、、、、沖縄工業高等専門学校紀要発行規程沖縄工業高等専門学校紀要発行規程沖縄工業高等専門学校紀要発行規程沖縄工業高等専門学校紀要発行規程（（（（平成平成平成平成１８１８１８１８年規程第年規程第年規程第年規程第７７７７号号号号。。。。以下以下以下以下「「「「発発発発

行規程行規程行規程行規程」」」」というというというという。。。。））））第第第第８８８８条条条条のののの規定規定規定規定にににに基基基基づきづきづきづき沖縄工業高等専門学校沖縄工業高等専門学校沖縄工業高等専門学校沖縄工業高等専門学校（（（（以下以下以下以下「「「「本校本校本校本校」」」」というというというという。。。。））））がががが

発行発行発行発行するするするする紀要紀要紀要紀要（（（（以下以下以下以下「「「「紀要紀要紀要紀要」」」」というというというという。。。。））））のののの投稿投稿投稿投稿、、、、編集等編集等編集等編集等にににに関関関関しししし必要必要必要必要なななな事項事項事項事項をををを定定定定めるものとすめるものとすめるものとすめるものとす

るるるる。。。。

（（（（投稿論文等投稿論文等投稿論文等投稿論文等のののの種類及種類及種類及種類及びびびび内容内容内容内容））））

第第第第２２２２条 紀要条 紀要条 紀要条 紀要にににに掲載掲載掲載掲載するするするする研究論文等研究論文等研究論文等研究論文等（（（（以下以下以下以下「「「「論文等論文等論文等論文等」」」」というというというという。。。。））））はははは、、、、発行規程第発行規程第発行規程第発行規程第５５５５条条条条にににに定定定定めるめるめるめる

者者者者がががが主主主主となりとなりとなりとなり執筆執筆執筆執筆したものでしたものでしたものでしたもので、、、、未発表未発表未発表未発表のものとするのものとするのものとするのものとする。。。。

２２２２ 論文等論文等論文等論文等のののの種類及種類及種類及種類及びびびび内容内容内容内容（（（（抄録等抄録等抄録等抄録等をををを含含含含むむむむ。。。。））））はははは、、、、発行規程第発行規程第発行規程第発行規程第４４４４条条条条にににに規定規定規定規定するするするする区分区分区分区分としとしとしとし、、、、そのそのそのその

内容内容内容内容はははは次次次次のののの各号各号各号各号のとおりとするのとおりとするのとおりとするのとおりとする。。。。またまたまたまた、、、、掲載書式等掲載書式等掲載書式等掲載書式等についてはについてはについてはについては付録付録付録付録のとおりとするのとおりとするのとおりとするのとおりとする。。。。

((((1111)))) 研究論文 独創的研究論文 独創的研究論文 独創的研究論文 独創的でありでありでありであり、、、、新新新新しいしいしいしいデータデータデータデータ・・・・結論或結論或結論或結論或いはいはいはいは事実事実事実事実をををを含含含含むものむものむものむもの

((((2222)))) 総説総説総説総説 それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの研究領域研究領域研究領域研究領域におけるにおけるにおけるにおける自己自己自己自己のののの研究成果研究成果研究成果研究成果もももも交交交交えてえてえてえて考察考察考察考察をををを加加加加ええええ、、、、体系的体系的体系的体系的にににに整理整理整理整理

したものしたものしたものしたもの

((((3333)))) 教育研究報告 内容面教育研究報告 内容面教育研究報告 内容面教育研究報告 内容面にににに独創性独創性独創性独創性があるがあるがあるがある教育研究教育研究教育研究教育研究のののの報告報告報告報告

((((4444)))) 資料 実験資料 実験資料 実験資料 実験・・・・開発開発開発開発・・・・調査等調査等調査等調査等でででで価値価値価値価値あるあるあるある結論結論結論結論・・・・データデータデータデータのののの記載記載記載記載があるものがあるものがあるものがあるもの。。。。翻訳翻訳翻訳翻訳・・・・注釈注釈注釈注釈・・・・解解解解

説説説説・・・・紹介紹介紹介紹介・・・・翻刻翻刻翻刻翻刻・・・・文献目録等文献目録等文献目録等文献目録等をををを含含含含むむむむ。。。。

((((5555)))) 抄録等 本校教職員抄録等 本校教職員抄録等 本校教職員抄録等 本校教職員（（（（技術職員技術職員技術職員技術職員をををを含含含含むむむむ。。。。））））がががが行行行行ったったったった学会報告学会報告学会報告学会報告、、、、発表論文発表論文発表論文発表論文、、、、特許等特許等特許等特許等のののの紹介紹介紹介紹介

((((6666)))) そのそのそのその他 学位論文紹介他 学位論文紹介他 学位論文紹介他 学位論文紹介、、、、沖縄工業高等専門学校研究推進委員会沖縄工業高等専門学校研究推進委員会沖縄工業高等専門学校研究推進委員会沖縄工業高等専門学校研究推進委員会（（（（以下以下以下以下「「「「委員会委員会委員会委員会」」」」というというというという。）。）。）。）

のののの審議審議審議審議をををを経経経経てててて校長校長校長校長がががが特特特特にににに認認認認めためためためた事項事項事項事項

３３３３ 論文等論文等論文等論文等においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、次次次次のののの各号各号各号各号にににに則則則則ったものとするったものとするったものとするったものとする。。。。

((((1111)))) 人人人人をををを対象対象対象対象とするとするとするとする研究報告等研究報告等研究報告等研究報告等はははは、、、、ヘルシンキヘルシンキヘルシンキヘルシンキ宣言宣言宣言宣言（（（（1964196419641964年年年年6666月第月第月第月第18181818回回回回WMAWMAWMAWMA総会採択総会採択総会採択総会採択））））のののの精神精神精神精神

にににに則則則則ったものでなくてはならないったものでなくてはならないったものでなくてはならないったものでなくてはならない。。。。

((((2222)))) 実験動物実験動物実験動物実験動物をををを用用用用いたいたいたいた研究報告等研究報告等研究報告等研究報告等はははは、、、、各施設各施設各施設各施設のののの実験動物指針実験動物指針実験動物指針実験動物指針にににに則則則則ってってってって行行行行われたものとするわれたものとするわれたものとするわれたものとする。。。。

((((3333)))) 個人情報個人情報個人情報個人情報のののの記載記載記載記載のののの含含含含まれるまれるまれるまれる論文等論文等論文等論文等についてはについてはについてはについては、、、、プライバシープライバシープライバシープライバシーにににに十分配慮十分配慮十分配慮十分配慮したものであるしたものであるしたものであるしたものである

ことことことこと。。。。

第第第第２２２２節 研究論文等節 研究論文等節 研究論文等節 研究論文等

（（（（頁数頁数頁数頁数））））

第第第第３３３３条 論文等条 論文等条 論文等条 論文等ののののページページページページ数数数数はははは、、、、図図図図、、、、表及表及表及表及びびびび写真等写真等写真等写真等をををを含含含含みみみみ、、、、刷刷刷刷りりりり上上上上がりがりがりがり１１１１件件件件につきにつきにつきにつき、、、、８８８８ページページページページ以以以以

内内内内とするとするとするとする。。。。ただしただしただしただし、、、、人文社会系人文社会系人文社会系人文社会系のののの研究論文及研究論文及研究論文及研究論文及びびびび総説総説総説総説にあってはにあってはにあってはにあっては１６１６１６１６ページページページページ以内以内以内以内とするとするとするとする。。。。

（（（（論文等論文等論文等論文等のののの構成構成構成構成））））

第第第第４４４４条 紀要条 紀要条 紀要条 紀要にににに掲載掲載掲載掲載するするするする論文等論文等論文等論文等のののの構成構成構成構成はははは、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして、、、、題名題名題名題名（（（（タイトルタイトルタイトルタイトル））））、、、、執筆者名執筆者名執筆者名執筆者名（（（（著者名著者名著者名著者名））））、、、、

執筆者執筆者執筆者執筆者のののの所属機関所属機関所属機関所属機関、、、、要旨要旨要旨要旨（（（（要約要約要約要約））））、、、、キーワードキーワードキーワードキーワード、、、、緒言緒言緒言緒言、、、、本文本文本文本文、、、、謝辞謝辞謝辞謝辞、、、、引用文献引用文献引用文献引用文献とするとするとするとする。。。。

２２２２ 論文等論文等論文等論文等のののの原著原著原著原著がががが和文和文和文和文のののの場合場合場合場合はははは英文英文英文英文、、、、原著原著原著原著がががが英文英文英文英文のののの場合場合場合場合はははは和文和文和文和文のののの題名題名題名題名、、、、執筆者名執筆者名執筆者名執筆者名、、、、執筆者執筆者執筆者執筆者のののの

所属機関所属機関所属機関所属機関、、、、要旨要旨要旨要旨をををを、、、、当該論文等当該論文等当該論文等当該論文等のののの末尾末尾末尾末尾にににに記入記入記入記入するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。

３３３３ 英語以外英語以外英語以外英語以外のののの外国語外国語外国語外国語（（（（独語独語独語独語、、、、仏語仏語仏語仏語などなどなどなど））））をををを使用使用使用使用するするするする場合場合場合場合はははは、、、、英文英文英文英文のののの場合場合場合場合にににに準準準準ずるものとするずるものとするずるものとするずるものとする。。。。
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（（（（原稿原稿原稿原稿のののの書式書式書式書式・・・・版組版組版組版組））））

第第第第５５５５条 紀要条 紀要条 紀要条 紀要のののの原稿原稿原稿原稿はははは、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして、Ａ、Ａ、Ａ、Ａ４４４４版用紙版用紙版用紙版用紙をををを縦置縦置縦置縦置きとしきとしきとしきとし、、、、ワープロワープロワープロワープロによるによるによるによる和文又和文又和文又和文又はははは英文英文英文英文

のののの横書横書横書横書きききき１１１１段組段組段組段組みとしみとしみとしみとし、、、、そのそのそのその書式書式書式書式はははは次次次次のとおりとするのとおりとするのとおりとするのとおりとする。。。。ただしただしただしただし、、、、紀要紀要紀要紀要のののの原稿原稿原稿原稿がががが縦書縦書縦書縦書きききき和文和文和文和文のののの

場合場合場合場合はははは縦書縦書縦書縦書きききき２２２２段組段組段組段組みとするみとするみとするみとする。。。。

((((1111)))) 使用使用使用使用フォントフォントフォントフォント

原稿原稿原稿原稿のののの使用使用使用使用フォントフォントフォントフォントはははは、、、、和文和文和文和文のののの場合場合場合場合ははははＭＳＭＳＭＳＭＳ明朝明朝明朝明朝、、、、英文英文英文英文のののの場合場合場合場合ははははTimes New RomanTimes New RomanTimes New RomanTimes New Romanをををを原則原則原則原則

とするがとするがとするがとするが、、、、記号等記号等記号等記号等についてはこれらについてはこれらについてはこれらについてはこれら以外以外以外以外ののののフォントフォントフォントフォントをををを使用使用使用使用してもよいものとするしてもよいものとするしてもよいものとするしてもよいものとする。。。。

((((2222)))) 余白余白余白余白

上上上上35353535㎜㎜㎜㎜、、、、下下下下25252525㎜㎜㎜㎜、、、、左左左左20202020㎜㎜㎜㎜、、、、右右右右20202020㎜㎜㎜㎜とするとするとするとする。。。。

（（（（題名及題名及題名及題名及びびびび執筆者名執筆者名執筆者名執筆者名））））

第第第第６６６６条 題名及条 題名及条 題名及条 題名及びびびび執筆者名執筆者名執筆者名執筆者名はははは、、、、次次次次のとおりとするのとおりとするのとおりとするのとおりとする。。。。

((((1111)))) 題名題名題名題名

・・・・題名題名題名題名のののの活字活字活字活字はははは１４１４１４１４ポイントポイントポイントポイントとしとしとしとし、、、、位置位置位置位置はははは中央中央中央中央とするとするとするとする。。。。

・・・・後後後後２２２２行行行行あけるあけるあけるあける。。。。

((((2222)))) 執筆者名執筆者名執筆者名執筆者名

・・・・執筆者名執筆者名執筆者名執筆者名はははは１０１０１０１０．．．．５５５５ポイントポイントポイントポイントとしとしとしとし、、、、位置位置位置位置はははは中央中央中央中央とするとするとするとする。。。。

・・・・執筆者執筆者執筆者執筆者がががが複数複数複数複数のののの場合場合場合場合はははは、、、、コンマコンマコンマコンマ（（（（，），），），）（（（（和文和文和文和文にあってはにあってはにあってはにあっては全角全角全角全角））））でででで区切区切区切区切るるるる。。。。

・・・・主執筆者主執筆者主執筆者主執筆者のののの左肩左肩左肩左肩にはにはにはには*印印印印（（（（和文和文和文和文にあってはにあってはにあってはにあっては全角上付全角上付全角上付全角上付きのきのきのきの＊＊＊＊印印印印））））をををを付付付付すすすす。。。。

・・・・後後後後１１１１行行行行あけるあけるあけるあける。。。。

((((3333)))) 執筆者執筆者執筆者執筆者のののの所属機関所属機関所属機関所属機関

・・・・所属機関所属機関所属機関所属機関はははは１０１０１０１０．．．．５５５５ポイントポイントポイントポイントとしとしとしとし、、、、位置位置位置位置はははは中央中央中央中央とするとするとするとする。。。。

・・・・本校本校本校本校のののの執筆者執筆者執筆者執筆者にあってはにあってはにあってはにあっては学科名学科名学科名学科名をををを記記記記すすすす。。。。

・・・・執筆者執筆者執筆者執筆者がががが複数複数複数複数のののの所属機関所属機関所属機関所属機関にまたがるときはにまたがるときはにまたがるときはにまたがるときは、、、、機関名機関名機関名機関名・・・・部署名部署名部署名部署名（（（（そのそのそのその執筆者執筆者執筆者執筆者のののの所属所属所属所属するするするする組組組組

織織織織のののの最小単位最小単位最小単位最小単位））））までまでまでまで記入記入記入記入しししし、、、、左肩左肩左肩左肩にににに執筆者名執筆者名執筆者名執筆者名にににに対応対応対応対応したしたしたした上付上付上付上付きききき数字数字数字数字 1 2 31 2 31 2 31 2 3 ････････（（（（和文和文和文和文にあにあにあにあ

ってはってはってはっては全角全角全角全角））））をををを付付付付すすすす。。。。

・・・・主執筆者主執筆者主執筆者主執筆者についてはについてはについてはについては、、、、所属機関所属機関所属機関所属機関とともにとともにとともにとともにメールアドレスメールアドレスメールアドレスメールアドレスをををを付付付付すすすす。。。。ただしただしただしただし、、、、メールアドレメールアドレメールアドレメールアドレ

ススススのののの記載記載記載記載をををを希望希望希望希望しないしないしないしない場合場合場合場合はははは、、、、記載記載記載記載しなくてもよいものとするしなくてもよいものとするしなくてもよいものとするしなくてもよいものとする。。。。

・・・・後後後後２２２２行行行行あけるあけるあけるあける。。。。

（（（（要旨等要旨等要旨等要旨等））））

第第第第７７７７条 英文要旨条 英文要旨条 英文要旨条 英文要旨はははは３００３００３００３００語以内語以内語以内語以内、、、、和文要旨和文要旨和文要旨和文要旨はははは１１１１，，，，００００００００００００字以内字以内字以内字以内のののの１０１０１０１０．．．．５５５５ポイントポイントポイントポイント、、、、左詰左詰左詰左詰めめめめ、、、、１１１１段段段段

組組組組みとしみとしみとしみとし、、、、図図図図・・・・表等表等表等表等をををを取取取取りりりり入入入入れないものとするれないものとするれないものとするれないものとする。。。。ただしただしただしただし、、、、分野分野分野分野がががが漢文学漢文学漢文学漢文学やややや国文学等国文学等国文学等国文学等のののの英文英文英文英文にににに

なじまないなじまないなじまないなじまない場合場合場合場合はははは和文要旨和文要旨和文要旨和文要旨のみとしのみとしのみとしのみとし、、、、英文要旨英文要旨英文要旨英文要旨はははは省略省略省略省略することができるすることができるすることができるすることができる。。。。

２２２２ 要旨要旨要旨要旨にににに引引引引きききき続続続続きききき、、、、５５５５語以内語以内語以内語以内ののののキーワードキーワードキーワードキーワードをををを記入記入記入記入するするするする。。。。

（（（（本文等本文等本文等本文等））））

第第第第８８８８条 本文条 本文条 本文条 本文のののの活字活字活字活字はははは１０１０１０１０．．．．５５５５ポイントポイントポイントポイントとしとしとしとし、、、、本文本文本文本文にはにはにはには読者読者読者読者がががが理解理解理解理解しやすいようにしやすいようにしやすいようにしやすいように章節小見出章節小見出章節小見出章節小見出しししし

をををを付付付付けけけけ、、、、１１１１段組段組段組段組みとするみとするみとするみとする。。。。

２２２２ 緒言緒言緒言緒言、、、、実験材料実験材料実験材料実験材料、、、、実験方法実験方法実験方法実験方法、、、、結果結果結果結果、、、、考察考察考察考察、、、、謝辞謝辞謝辞謝辞などのなどのなどのなどの見出見出見出見出しのしのしのしの活字活字活字活字はははは、、、、１０１０１０１０．．．．５５５５ポイントポイントポイントポイント、、、、

太字太字太字太字としとしとしとし、、、、前後前後前後前後１１１１行行行行あけるあけるあけるあける。。。。ただしただしただしただし、、、、各専門分野各専門分野各専門分野各専門分野のののの慣例慣例慣例慣例そのそのそのその他他他他のののの例例例例によりによりによりにより、、、、これらのこれらのこれらのこれらの項目項目項目項目をををを

統合又統合又統合又統合又はははは省略省略省略省略しししし、、、、順序順序順序順序をををを変更変更変更変更しししし、、、、或或或或いはいはいはいは別別別別のののの項目項目項目項目をたててもをたててもをたててもをたてても差差差差しししし支支支支えないものとするえないものとするえないものとするえないものとする。。。。

３３３３ 前項前項前項前項にににに定定定定めるめるめるめる各項目各項目各項目各項目をさらにをさらにをさらにをさらに区分区分区分区分けしけしけしけし、、、、小見出小見出小見出小見出しをしをしをしを付付付付けるけるけるける場合場合場合場合はははは、、、、ポイントポイントポイントポイント・・・・システムシステムシステムシステム（（（（例例例例

：：：：1111....1111････････････････････、、、、1111....2222････････････････････････））））によりによりによりにより１０１０１０１０．．．．５５５５ポイントポイントポイントポイント、、、、太字太字太字太字としとしとしとし、、、、前前前前１１１１行行行行あけるあけるあけるあける。。。。数字数字数字数字はははは和文和文和文和文にあっにあっにあっにあっ

てはてはてはては全角全角全角全角とするとするとするとする。。。。

（（（（図図図図、、、、表及表及表及表及びびびび写真等写真等写真等写真等））））
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第第第第９９９９条 図条 図条 図条 図、、、、表及表及表及表及びびびび写真等写真等写真等写真等はははは、、、、全全全全てててて電子化電子化電子化電子化しししし、、、、執筆者執筆者執筆者執筆者においてにおいてにおいてにおいて次次次次のとおりのとおりのとおりのとおり原稿中原稿中原稿中原稿中ににににレイアウトレイアウトレイアウトレイアウト

するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。

((((1111)))) 表表表表ののののタイトルタイトルタイトルタイトルのののの活字活字活字活字はははは、、、、１０１０１０１０．．．．５５５５ポイントポイントポイントポイントとしとしとしとし、、、、「「「「表表表表１１１１」、」、」、」、““““TableTableTableTable １１１１””””等等等等とととと表示表示表示表示しししし、、、、続続続続いていていていて

タイトルタイトルタイトルタイトルをををを明記明記明記明記するするするする。。。。表中表中表中表中のののの文字文字文字文字はははは、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとしてＭＳＭＳＭＳＭＳ明朝明朝明朝明朝１０１０１０１０．．．．５５５５ポイントポイントポイントポイントとするとするとするとする。。。。

((((2222)))) 図及図及図及図及びびびび写真写真写真写真のののの下下下下にはにはにはには、、、、１０１０１０１０．．．．５５５５ポイントポイントポイントポイントでででで「「「「図図図図１１１１」、」、」、」、““““FigFigFigFig....１１１１””””、、、、「「「「写真写真写真写真１１１１」」」」““““PlatePlatePlatePlate１１１１””””等等等等とととと表表表表

示示示示しししし、、、、続続続続いていていていてタイトルタイトルタイトルタイトルをををを明記明記明記明記するするするする。。。。さらにさらにさらにさらに説明文説明文説明文説明文をををを１０１０１０１０．．．．５５５５ポイントポイントポイントポイントとしてこれにとしてこれにとしてこれにとしてこれに続続続続けるけるけるける。。。。

((((3333)))) 他他他他のののの刊行物刊行物刊行物刊行物からからからから図図図図、、、、表及表及表及表及びびびび写真等写真等写真等写真等をををを引用引用引用引用するときにはするときにはするときにはするときには、、、、タイトルタイトルタイトルタイトルにににに続続続続けてけてけてけて出典出典出典出典をををを明記明記明記明記すすすす

るものとするるものとするるものとするるものとする。。。。

((((4444)))) 図図図図、、、、表及表及表及表及びびびび写真等写真等写真等写真等のののの大大大大きさはきさはきさはきさは、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして最大最大最大最大１１１１ページページページページ以内以内以内以内とするとするとするとする。。。。

（（（（引用文献引用文献引用文献引用文献））））

第第第第１０１０１０１０条 引用文献条 引用文献条 引用文献条 引用文献についてはについてはについてはについては、、、、本文中本文中本文中本文中のののの該当箇所該当箇所該当箇所該当箇所にににに肩付肩付肩付肩付きききき文字文字文字文字（（（（１１１１）、）、）、）、２２２２，，，，３３３３）、）、）、）、３３３３－－－－５５５５））））））））又又又又はははは[[[[1111]]]]、、、、[[[[2222,,,,3333]]]]、、、、

[[[[3333----5555]]]]等等等等のののの記述記述記述記述でででで示示示示すものとするすものとするすものとするすものとする。。。。ただしただしただしただし、、、、各専門分野各専門分野各専門分野各専門分野のののの慣例慣例慣例慣例そのそのそのその他他他他によりによりによりにより、、、、本文中本文中本文中本文中のののの該当箇該当箇該当箇該当箇

所所所所のののの後後後後にににに（（（（著者著者著者著者、、、、発行年発行年発行年発行年））））のののの形式形式形式形式でででで示示示示すものについてはそのすものについてはそのすものについてはそのすものについてはその例例例例によるものとするによるものとするによるものとするによるものとする。。。。またまたまたまた、、、、同同同同

一発行年一発行年一発行年一発行年にににに複数複数複数複数あるときはあるときはあるときはあるときは（（（（○○○○○○○○、、、、１９９８１９９８１９９８１９９８aaaa））））のようにのようにのようにのようにアルファベットアルファベットアルファベットアルファベットをををを付付付付すすすす。。。。

２２２２ 引用文献引用文献引用文献引用文献のののの記載記載記載記載はははは、、、、次次次次のとおりとするのとおりとするのとおりとするのとおりとする。。。。

((((1111)))) 雑誌掲載論文雑誌掲載論文雑誌掲載論文雑誌掲載論文のののの場合場合場合場合はははは、、、、番号番号番号番号のののの次次次次にににに、、、、著者名著者名著者名著者名、、、、題名題名題名題名、、、、雑誌名雑誌名雑誌名雑誌名、、、、巻号巻号巻号巻号、、、、頁頁頁頁（（（（最初最初最初最初とととと終終終終わりわりわりわり）、）、）、）、

（（（（発行年発行年発行年発行年））））、、、、ピリオドピリオドピリオドピリオドのののの順順順順でででで記載記載記載記載するするするする。。。。

((((2222)))) 図書図書図書図書のののの場合場合場合場合はははは、、、、筆者名筆者名筆者名筆者名、、、、書名書名書名書名、、、、発行所発行所発行所発行所、、、、引用頁引用頁引用頁引用頁、、、、（（（（発行年発行年発行年発行年））））、、、、ピリオドピリオドピリオドピリオドのののの順順順順でででで記載記載記載記載するするするする。。。。

((((3333)))) 論文論文論文論文のののの省略法省略法省略法省略法はははは、、、、所属所属所属所属するするするする学会学会学会学会でででで定定定定められためられためられためられた命名法命名法命名法命名法にににに従従従従うううう。。。。引用文献引用文献引用文献引用文献はははは、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして、、、、

上記上記上記上記のののの項目項目項目項目・・・・順番順番順番順番でででで記入記入記入記入することとするがすることとするがすることとするがすることとするが、、、、著者著者著者著者のののの所属所属所属所属するするするする学会学会学会学会のののの慣行慣行慣行慣行にににに従従従従ってもよいもってもよいもってもよいもってもよいも

のとするのとするのとするのとする。。。。ただしただしただしただし、、、、同一同一同一同一のののの論文等内論文等内論文等内論文等内ではではではでは書式書式書式書式をををを統一統一統一統一するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。

（（（（執筆上執筆上執筆上執筆上のののの注意注意注意注意））））

第第第第１１１１１１１１条 執筆上条 執筆上条 執筆上条 執筆上、、、、特特特特にににに注意注意注意注意すべきすべきすべきすべき内容内容内容内容はははは次次次次のとおりとするのとおりとするのとおりとするのとおりとする。。。。

((((1111)))) 文体文体文体文体はははは、、、、口語文章体口語文章体口語文章体口語文章体とするとするとするとする。。。。

((((2222)))) 用語以外用語以外用語以外用語以外はははは、、、、できるできるできるできる限限限限りりりり「「「「常用漢字常用漢字常用漢字常用漢字」」」」をををを用用用用いいいい、、、、仮名仮名仮名仮名はははは「「「「現代仮名遣現代仮名遣現代仮名遣現代仮名遣いいいい」」」」とするとするとするとする。。。。

((((3333)))) 数字数字数字数字、、、、ローマローマローマローマ字字字字、、、、ギリシャギリシャギリシャギリシャ文字文字文字文字・・・・ドイツドイツドイツドイツ文字等文字等文字等文字等はははは、、、、大文字大文字大文字大文字、、、、小文字小文字小文字小文字、、、、上上上上つきつきつきつき及及及及びびびび下下下下つきつきつきつき

等等等等のののの別別別別をををを、、、、明瞭明瞭明瞭明瞭にににに記載記載記載記載するするするする。。。。

((((4444)))) 句点句点句点句点（｡（｡（｡（｡））））、、、、ピリオドピリオドピリオドピリオド（（（（....））））、、、、読点読点読点読点（（（（、）、）、）、）、、、、コンマコンマコンマコンマ（（（（,,,,））））、、、、中点中点中点中点（（（（････））））及及及及びびびびコロンコロンコロンコロン（（（（::::））））等等等等のののの句読句読句読句読

点点点点はははは全角全角全角全角をををを用用用用いるいるいるいる。。。。

((((5555)))) 同一同一同一同一のののの論文等内論文等内論文等内論文等内ではではではでは書式書式書式書式をををを統一統一統一統一するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。

（（（（提出書類等提出書類等提出書類等提出書類等））））

第第第第１２１２１２１２条 投稿条 投稿条 投稿条 投稿にににに際際際際してはしてはしてはしては、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる書類書類書類書類をををを別別別別にににに定定定定めるめるめるめる投稿期限投稿期限投稿期限投稿期限までにまでにまでにまでに担当係担当係担当係担当係にににに提出提出提出提出するもするもするもするも

のとするのとするのとするのとする。。。。

((((1111)))) ＡＡＡＡ４４４４用紙用紙用紙用紙にににに、、、、投稿年月日投稿年月日投稿年月日投稿年月日、、、、論文等論文等論文等論文等のののの種別種別種別種別、、、、論文等論文等論文等論文等のののの表題表題表題表題（（（（和文和文和文和文、、、、欧文欧文欧文欧文ともともともとも）、）、）、）、執筆者名執筆者名執筆者名執筆者名、、、、

所属機関所属機関所属機関所属機関（（（（和文和文和文和文））））、、、、原稿枚数原稿枚数原稿枚数原稿枚数、、、、（（（（あればあればあればあれば））））備考備考備考備考をををを記記記記したしたしたした投稿書投稿書投稿書投稿書（（（（書式任意書式任意書式任意書式任意）））） １１１１部部部部

((((2222)))) 原稿原稿原稿原稿ををををプリントアウトプリントアウトプリントアウトプリントアウトしたものしたものしたものしたもの １１１１部部部部

((((3333)))) データファイルデータファイルデータファイルデータファイル（ＣＤ、（ＣＤ、（ＣＤ、（ＣＤ、eeee－－－－mailmailmailmail添付添付添付添付データデータデータデータ等等等等）））） １１１１点点点点

（（（（投稿論文等投稿論文等投稿論文等投稿論文等のののの査読査読査読査読））））

第第第第１３１３１３１３条 投稿論文等条 投稿論文等条 投稿論文等条 投稿論文等はははは、、、、査読査読査読査読をををを行行行行いいいい、、、、委員会委員会委員会委員会のののの責任責任責任責任においてにおいてにおいてにおいて原稿原稿原稿原稿のののの採択採択採択採択、、、、掲載順序掲載順序掲載順序掲載順序、、、、形式形式形式形式をををを

整整整整えるためのえるためのえるためのえるための加除訂正等加除訂正等加除訂正等加除訂正等をををを行行行行うものとするうものとするうものとするうものとする。。。。

２２２２ 投稿投稿投稿投稿されたされたされたされた研究論文等研究論文等研究論文等研究論文等のののの査読査読査読査読はははは、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして委員会委員会委員会委員会のののの定定定定めためためためた査読者査読者査読者査読者（（（（本校教員本校教員本校教員本校教員））））がががが行行行行うもうもうもうも

のとするがのとするがのとするがのとするが、、、、必要必要必要必要にににに応応応応じじじじ学外者学外者学外者学外者にににに査読査読査読査読をををを依頼依頼依頼依頼することができるものとするすることができるものとするすることができるものとするすることができるものとする。。。。

３３３３ 査読者査読者査読者査読者はははは、、、、投稿原稿投稿原稿投稿原稿投稿原稿のののの形式形式形式形式のののの不備等不備等不備等不備等についてについてについてについてチェックチェックチェックチェックしししし、、、、委員会委員会委員会委員会をををを通通通通じじじじ投稿者投稿者投稿者投稿者にににに改稿又改稿又改稿又改稿又はははは



- 4 -- 4 -- 4 -- 4 -

再提出再提出再提出再提出をををを求求求求めることができるものとするめることができるものとするめることができるものとするめることができるものとする。。。。

４４４４ 投稿者投稿者投稿者投稿者がががが前項前項前項前項のののの査読査読査読査読によりによりによりにより修正等修正等修正等修正等をををを指示指示指示指示されたときはされたときはされたときはされたときは、、、、投稿者投稿者投稿者投稿者はははは所定所定所定所定のののの期日期日期日期日までにまでにまでにまでに改改改改めてめてめてめて

前条第前条第前条第前条第２２２２号及号及号及号及びびびび第第第第３３３３号号号号にににに関関関関わるわるわるわる書類等書類等書類等書類等をををを提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。

（（（（校正校正校正校正））））

第第第第１４１４１４１４条 執筆者条 執筆者条 執筆者条 執筆者によるによるによるによる校正校正校正校正はははは２２２２校校校校までとしまでとしまでとしまでとし、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして校正時校正時校正時校正時のののの原稿原稿原稿原稿のののの追加及追加及追加及追加及びびびび書書書書きききき直直直直しししし等等等等

はははは認認認認めないめないめないめない。。。。

第第第第３３３３節 抄録等節 抄録等節 抄録等節 抄録等

（（（（抄録抄録抄録抄録））））

第第第第１５１５１５１５条 抄録条 抄録条 抄録条 抄録はははは、、、、紀要発行年度又紀要発行年度又紀要発行年度又紀要発行年度又はそのはそのはそのはその前年度前年度前年度前年度にににに（（（（印刷物印刷物印刷物印刷物としてとしてとしてとして））））発表発表発表発表（（（（発表予定発表予定発表予定発表予定をををを含含含含むむむむ。）。）。）。）

されたされたされたされた論文若論文若論文若論文若しくはしくはしくはしくは学会等学会等学会等学会等でのでのでのでの口頭発表口頭発表口頭発表口頭発表、、、、或或或或いはいはいはいは既既既既にににに発表発表発表発表されたされたされたされた論文又論文又論文又論文又はははは口頭発表口頭発表口頭発表口頭発表のののの抄録抄録抄録抄録でででで、、、、

以前以前以前以前のののの号号号号のののの紀要紀要紀要紀要にににに掲載掲載掲載掲載されていないされていないされていないされていない５５５５年以内年以内年以内年以内にににに発表発表発表発表されたものとするされたものとするされたものとするされたものとする。。。。

（（（（原稿原稿原稿原稿のののの書式書式書式書式・・・・版組版組版組版組））））

第第第第１６１６１６１６条 原稿条 原稿条 原稿条 原稿はははは、Ａ、Ａ、Ａ、Ａ４４４４版用紙版用紙版用紙版用紙をををを縦置縦置縦置縦置きききき（（（（刷刷刷刷りりりり上上上上がりがりがりがり００００．．．．５５５５ページページページページ））））としとしとしとし、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして２００２００２００２００字字字字

以内以内以内以内のののの和文又和文又和文又和文又はははは英文英文英文英文のののの横書横書横書横書きとしきとしきとしきとし、、、、書式書式書式書式はははは第第第第５５５５条第条第条第条第１１１１項第項第項第項第１１１１号及号及号及号及びびびび第第第第２２２２号号号号にににに準準準準ずるものとすずるものとすずるものとすずるものとす

るるるる。。。。ただしただしただしただし、、、、図図図図、、、、表及表及表及表及びびびび写真等写真等写真等写真等のののの挿入挿入挿入挿入はははは認認認認めないめないめないめない。。。。

（（（（題名及題名及題名及題名及びびびび執筆者名執筆者名執筆者名執筆者名））））

第第第第１７１７１７１７条 題名及条 題名及条 題名及条 題名及びびびび執筆者名執筆者名執筆者名執筆者名はははは、、、、第第第第６６６６条各号条各号条各号条各号のののの規定規定規定規定にににに準準準準ずるものとするずるものとするずるものとするずるものとする。。。。

（（（（掲載誌名掲載誌名掲載誌名掲載誌名））））

第第第第１８１８１８１８条 抄録本文条 抄録本文条 抄録本文条 抄録本文のののの後後後後１１１１行行行行をあけをあけをあけをあけ掲載誌名掲載誌名掲載誌名掲載誌名（（（（学会名学会名学会名学会名））））、、、、巻号巻号巻号巻号、、、、掲載掲載掲載掲載ページページページページ、、、、発表発表発表発表（（（（出版出版出版出版））））年年年年

をををを記載記載記載記載するするするする。。。。

（（（（提出書類等提出書類等提出書類等提出書類等））））

第第第第１９１９１９１９条 抄録条 抄録条 抄録条 抄録のののの投稿期限投稿期限投稿期限投稿期限、、、、提出書類提出書類提出書類提出書類、、、、査読及査読及査読及査読及びびびび執筆上執筆上執筆上執筆上のののの注意注意注意注意についてはについてはについてはについては、、、、第第第第２２２２節研究論文等節研究論文等節研究論文等節研究論文等

にににに準準準準ずるものとするずるものとするずるものとするずるものとする。。。。

（（（（校正校正校正校正））））

第第第第２０２０２０２０条 執筆者条 執筆者条 執筆者条 執筆者によるによるによるによる校正校正校正校正はははは１１１１校校校校までとしまでとしまでとしまでとし、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして校正時校正時校正時校正時のののの原稿原稿原稿原稿のののの追加及追加及追加及追加及びびびび書書書書きききき等等等等はははは認認認認

めないめないめないめない。。。。

第第第第４４４４節 雑則節 雑則節 雑則節 雑則

（（（（原稿原稿原稿原稿のののの責任責任責任責任））））

第第第第２１２１２１２１条 紀要条 紀要条 紀要条 紀要にににに掲載掲載掲載掲載されたされたされたされた論文等論文等論文等論文等のののの内容内容内容内容についてはについてはについてはについては、、、、著者著者著者著者がそのがそのがそのがその責任責任責任責任をををを負負負負うううう。。。。

２２２２ 他他他他のののの著作物著作物著作物著作物からからからから図表等図表等図表等図表等をををを引用引用引用引用するするするする場合場合場合場合にはにはにはには、、、、原著者及原著者及原著者及原著者及びびびび発行者発行者発行者発行者のののの許可許可許可許可をををを得得得得るのもるのもるのもるのも著者著者著者著者のののの責責責責

任任任任においてにおいてにおいてにおいて行行行行うものとするうものとするうものとするうものとする。。。。

（（（（著作権著作権著作権著作権））））

第第第第２２２２２２２２条 紀要条 紀要条 紀要条 紀要にににに掲載掲載掲載掲載されるされるされるされる全全全全てててて論文等論文等論文等論文等のののの著作権著作権著作権著作権（（（（電子的形態電子的形態電子的形態電子的形態によるによるによるによる利用利用利用利用もももも含含含含めためためためた包括的包括的包括的包括的なななな著著著著

作権作権作権作権もももも含含含含むむむむ。。。。ただしただしただしただし、、、、著作者人格権著作者人格権著作者人格権著作者人格権はははは除除除除くくくく。。。。））））はははは、、、、本校本校本校本校にににに帰属帰属帰属帰属するするするする。。。。ただしただしただしただし、、、、著者自身著者自身著者自身著者自身がががが自自自自

著著著著のののの論文等論文等論文等論文等をををを複製複製複製複製、、、、翻訳翻訳翻訳翻訳などのなどのなどのなどの形形形形でででで利用利用利用利用することはすることはすることはすることは差差差差しししし支支支支えないえないえないえない。。。。

（（（（雑則雑則雑則雑則））））

第第第第２３２３２３２３条条条条 このこのこのこの要領要領要領要領にににに定定定定めるもののほかめるもののほかめるもののほかめるもののほか、、、、紀要紀要紀要紀要のののの投稿投稿投稿投稿、、、、編集等編集等編集等編集等にににに関関関関しししし必要必要必要必要なななな事項事項事項事項はははは、、、、委員会委員会委員会委員会にににに

おいておいておいておいて定定定定めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。
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附 則附 則附 則附 則

このこのこのこの要領要領要領要領はははは、、、、平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年８８８８月月月月３１３１３１３１日日日日からからからから施行施行施行施行しししし、、、、平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日からからからから適用適用適用適用するするするする。。。。

附 則附 則附 則附 則（（（（平平平平１９１９１９１９．．．．３３３３．．．．２２２２２２２２））））

このこのこのこの要領要領要領要領はははは、、、、平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年３３３３月月月月２２２２２２２２日日日日からからからから施行施行施行施行するするするする。。。。

附 則附 則附 則附 則（（（（平平平平１９１９１９１９．．．．１０１０１０１０ ．．．．２３２３２３２３ ））））

このこのこのこの要領要領要領要領はははは、、、、平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年１０１０１０１０月月月月２３２３２３２３日日日日からからからから施行施行施行施行するするするする。。。。
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